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序 文 

 

独立行政法人国際協力機構は、ルワンダ共和国キガリ市の高度道路交通管理システム
導入にかかる協力準備調査を実施することを決定し、同調査を（株）オリエンタルコン
サルタンツグローバルに委託しました。 

調査団は、令和 4 年 11 月 26 日から 12 月 11 日までルワンダ国政府及びキガリ市役所
関係者と協議を行うとともに、計画対象地域における現地調査を実施致し、帰国後の国
内作業を経て、ここに本報告書完成の運びとなりました。 

この報告書が本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立
つことを願うものです。 

終わりに調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

令和６年１月 

独立行政法人国際協力機構  

社会基盤部長 

田中啓生 
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要 約 

1. 要請の背景 

ルワンダ政府は、国家長期開発計画「Vision 2050」において、経済成長を加速化する
ために「都市化と集積」を重点分野の 1 つとし、公共交通システムの拡大、スマートシ
ティの推進、そして近代的で効率的な交通システムの整備を挙げている。 

ルワンダの首都キガリ市では、人口増加及び経済成長に伴う交通量の増大により、主
要交差点で渋滞が発生し、キガリ市の経済活動の活性化を妨げている。また、道路交通
事故死者数（2019 年）は人口 10 万人あたり 29.4 人となっており、世界平均同 17 人と
比べて著しく高い。人口は約 163 万人（2016/2017、第 5 回世帯生活状況調査）である
が、2050 年には約 380 万人に増加すると推計され（Transport Plan, Kigali Master Plan 
2050）、これに伴う保有車両台数や交通事故の増加、交通渋滞の更なる悪化が見込まれ
る。キガリ市が 2013 年に策定した「キガリ市交通マスタープラン 2050（Transport Plan, 
Kigali Master Plan 2050）」において、市内における交通渋滞の緩和及び都市交通システ
ムの改善が課題として挙げられ、交通管理システムの導入による交通制御の必要性が指
摘されている。 

キガリは平坦な土地が少なく起伏が多い地形で新規道路整備やレーンの拡幅が困難で
あり、現状の道路インフラを最大限活用することが求められているため、交通管理シス
テムの導入により交通流を円滑化させることが効果的である。他方、キガリ市内の交差
点は、ラウンドアバウト方式もしくは信号機が設置されていない交差点が多く、運用さ
れている信号交差点は 13 か所に留まっており、それらの信号制御も連動していない。ま
た、混雑時には交通警察が手信号で交通整理をしているが、交通量に応じた適切な運用
がなされているとは言えない。その結果、交差点の交通容量の低さがボトルネックとな
り渋滞が発生している。またキガリ市は、主要公共交通であるバスの運行サービスの向
上に積極的に取り組んでおり、バス専用レーンの設置や高度道路交通システムの導入を
通じたバスの待機時間の削減を目指している。しかし、バスの運行は市内の渋滞状況の
影響を受けやすく、定時性の確保が困難となっている。さらに、交通安全の観点でも横
断歩道が整備されていない交差点における歩行者の乱横断や、キガリ市で特に事故の原
因として多い二輪車のスピードの出し過ぎが、車両と歩行者の接触につながっている。
このため、複数の信号を連動させ、効率的な交通管理システムの導入による円滑な交通
流の実現、公共交通の運行改善ならびに交通事故対策が必要不可欠となっている。 

キガリ市高度道路交通管理システム導入計画（以下、「本事業」という）は、キガリ市
において日本式の面的制御による交通管理システムの導入を行うことにより、車両感知
器を使って交通量の変化を俯瞰的に捉えた適切な信号サイクル配分を可能にし、交差点
の交通処理能力を向上させ、上述のルワンダ国家長期開発計画の実現に貢献するものと
位置づけられる。 

 運輸交通セクターに対する我が国及び JICA の協力方針等と本事業の位置付け（特に
インフラ輸出戦略及び自由で開かれたインド太平洋（FOIP）等の主要外交政策との
関連） 

我が国は、対ルワンダ共和国国別開発協力方針（2017 年 7 月）において「経済基盤整
備（運輸交通・貿易円滑化・電力）」を重点分野としており、運輸交通セクターは「運輸
交通・貿易円滑化プログラム」に位置付けられる。また、日本式の交通管制システムの
導入を通じて、2020 年 12 月の経協インフラ戦略会議で決定された「インフラシステム
海外展開戦略 2025」で取組むこととしている、デジタル技術を活用したインフラ輸出戦
略にも貢献する。 
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日本式交通管制システムは、ルワンダが加盟する東アフリカ共同体においてウガンダ
国カンパラ市で採用されている他、ケニア国モンバサ市でも導入が検討されており、今
後域内の技術連携により FOIPが掲げる人材育成等による「人的連結性」に繋がることが
期待される。 

2. プロジェクトの概要 

(1) 目標 

本事業は、キガリ市において交通管制システム及び信号管制システムの整備、交差点
改良を実施することにより、公共交通を含む市内交通流の円滑化および交通安全向上を
図り、もってキガリ市の持続的な経済・社会の発展に寄与するもの。 

(2) 概要 

本事業は、キガリ市内の交差点における信号機の設置、交差点改良を行い、管制セン
ターへ信号管制センターシステムの整備を実施するもの。 

(3) 対象地域（サイト） 

キガリ市及びその周辺地域 

(4) 実施機関 

インフラ省（Ministry of Infrastructure）、キガリ市（City of Kigali） 

 

3. 調査結果 

JICAは令和 4年 12月、令和 5年 5月の 2回に渡り調査団を派遣し、現地調査を実施。
同時に交差点改良及び交通管制システムの概要についてルワンダ国関係機関と協議を
行った。 
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また令和 5 年 7 月には再び調査団を現地に派遣し、協力準備調査案の現地説明を行い
ルワンダ関係機関の合意を得た。 

交通管制システムはキガリ市役所及びルワンダ国警察に配置するものとし、管制は両
組織で共同実施することを確認した。 

管制システムは、交通変動に対応が可能な我が国システム「MODERATO」を採用し
た。このシステムは将来の拡張に対応し最大 128 交差点の制御を行うことが可能である。 

管制システムの制御対象は、キガリ市の交通ボトルネック及び市内主要幹線である
KN3 及び KN5 沿線を主に 20 交差点とした。このほかアフリカ開発銀行より実施される
「Kigali Urban Transport Improvement Project (KUTI)に含まれる交差点も将来的にネットワー
ク下に置くことを想定し、市内の重要交差点の大部分を制御する計画とした。 

プロジェクは整備内容を考慮しインフラ（「施設建設」）とシステム（「機材供与」）に
分割し実施する。 

4. 計画概要 

対象交差点：22 カ所 （うち施設分 20 カ所、機材分 2カ所） 工事工期：30 ヶ月 

 
交差点制御コンセプト 

  
渋滞情報の収集（交差点） 管制センターへの情報伝送（キガリ市） 

  
交通管制（キガリ市役所） 交通管制（ルワンダ警察） 
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交通管制 

システム 

キガリ市 

：COK 

ルワンダ警

察 

：RNP 

端末装置 
22 交差点 

 

(1) 施設分 

 大規模幾何構造改変：1カ所（ラウンドアバウト→信号交差点） 
 小規模幾何構造改変：4カ所 
 既存交差点信号化：15 カ所 

主要施設設計概要 

車両用灯機：114 基 歩行者用灯機：120 基 
画像感知機：107 基 超音波感知機：48 基 
制御機：20 機 ITV カメラ：20 基 
信号柱（ITV カメラ、感知機を含む）：299
本 

ハンドホール：605 基 

電線管延長：16,515m 配線延長：40,342m 

外注工事（現地指定業者へ発注する必要がある工事） 

 ファイバーネットワーク接続工 
 既設信号、街路灯移設工 
 受電工 

(2) 機材分（据え付けを含む） 

メインモニター：55 インチ（キガリ市役所、ルワンダ国警察の 2カ所に設置） 
信号制御サーバ：1台（サーバはキガリ市役所に設置予定） 
ITV 用サーバ：1台（サーバはキガリ市役所に設置予定） 
HMI：2 台 
 
スペアパーツ（将来追加設置機材）：灯機、制御機、灯機、感知機を 2交差点分 
 
(3) コンサルタント・サービス 

実施設計：1式（詳細設計、入札支援 [入札 2回（施設分、機材分）] 
施設工事施工監理：1式 
機材調達据え付け工事監理：1式 
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5. プロジェクトの評価 

(1) 妥当性 

ルワンダ国の開発計画である「Vison 2050」では経済インフラの開発を重要課題の一
つとして挙げている。このインフラ開発により人、物の移動が円滑化され、経済が活性
化されることが期待されている。この経済インフラ開発は、以下の 4 つの取り組みの実
現により達成される。 

 インフラ及び運輸セクターのガバナンスが改善される。 

 国際幹線、地方間連絡道路ネットワークが連絡され、アクセス性が改善される。 

 運輸インフラの競争力の向上により、経済活動が円滑化される。 

 国民が質の高い交通インフラを利用することが可能となる。 

 交差点の改良及び高度管理により、道路交通の効率性（競争性）が向上し、また国
民が質の高い交通インフラを享受することが可能となる。 

キガリは公共交通指向型開発（Transit-Oriented Development：TOD）を推進しており、
世界銀行支援による公共交通改善計画「Rwanda Urban Mobility Project (RUDP)」が先行
実施される。この世銀計画にはピーク時のバス優先レーン計画（Dedicate Bus Lane：
DBL）があり、本事業で整備する本邦信号システムの公共交通優先機能（Public 
Transportation Priority System：PTPS）により、バスの走行が優先され、よって TOD が
推進される。 

(2) 有効性 

本プロジェクトの実施により期待される定性的な効果を以下に示す。 

a. 都市の効率化  

市内道路ネットワークの移動時間の短縮が可能となり、大キガリ都市圏の経済活動の
活発化・生活の安定化が見込まれ、都市の効率化また二次的に貧困削減に寄与する。 

b. 交差点内の事故減少 

交差点改良により渋滞が原因の接触事故等が減少し交通安全の向上が図られる。また
現状のラウンドアバウトから信号交差点に改良されることによって、歩行者の横断距離
が短くなり、人身事故の減少が期待される。 

c.  雇用の拡大 

本プロジェクトで雇用されるルワンダ国技術者及び労務者へのフロー効果の他、キガ
リ市内に参入が予定される商業施設などへのアクセス時間、コストの縮減により、通勤
圏が拡大し、多くのエリアで新たな雇用機会がもたらされることが期待される。 
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1 プロジェクトの概要 

1.1 無償資金協力の背景 

1.1.1 調査の目的 

1.1.1.1.1 ルワンダ政府は国家長期開発計画「Vision 2050」において、経済成長を加速化するため「都

市化と集積」を重点分野の 1 つとし、公共交通システムの拡大、スマートシティの推進、ま

た近代的で効率的な交通システムの整備を挙げている。  

1.1.1.1.2 首都キガリ市はルワンダ国の人口の 13％（第 5次国勢調査,2022年）、経済活動の 41％が集中

する国のエンジンであり、同国を強く牽引している、特に人口増加及び経済成長に伴う交通

量の増大により主要交差点では渋滞が発生し、キガリ市の経済活動を妨げている。また道路

交通事故死者数（2019 年）は人口 10 万人あたり 29.4 人となっており、世界平均同 17 人と比

べて著しく高い。人口は約 175 万人（前掲国勢調査）であるが、2050 年には約 380 万人に増

加すると推計され（Transport Plan, Kigali Master Plan 2050）、これに伴う保有車両台数や交通

事故の増加、また交通渋滞の更なる悪化が見込まれる。キガリ市が 2013年に策定した「キガ

リ市交通マスタープラン 2050（Transport Plan, Kigali Master Plan 2050）」において、市内にお

ける交通渋滞の緩和及び都市交通システムの改善が課題として挙げられ、交通管理システム

の導入による交通制御の必要性が指摘されている。  

1.1.1.1.3 キガリ市には複数の丘陵地に市街地が展開し、丘

陵と丘陵をつなぐ谷地に市域を東西に連絡する幹

線道路があり、必然的に交通が集中する。幹線道

路は都市内交通としての役割のみならず、国内を

東西南北に連絡する広域幹線道路、更にタンザニ

ア、ウガンダ、ブルンジへ接続する国際回廊の機

能を担っている。本事業ではこうした幹線道路へ

交差点間の連携が可能な信号システムの導入が期

待されている。 

1.1.1.1.4 加えて地勢上の制約により新規道路建設やレーンの拡幅が困難であり、現状の道路インフラ

を最大限活用することが求められているため、交通管理システムの導入により交通流を円滑

化させることが効果的である。 

1.1.1.1.5 他方、キガリ市内の交差点は、ラウンドアバウト方

式もしくは信号機が設置されていない交差点が多

く、信号交差点は 13か所に留まっている。それらの

信号機は固定周期で運用されており、混雑時には交

通警察が手信号で交通整理をしているが、交通量に

応じた適切な運用がなされているとは言えない。そ

の結果、交差点の交通容量が十分に活用されていな

いため、ボトルネックとなり渋滞が発生している。 

キガリ市内道路 
出典：Visit Kigali 

ピーク時の交通渋滞 
出典：調査団 
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1.1.1.1.6 またキガリ市は、主要公共交通であるバスの運行サービスの向上に積極的に取り組んでおり、

バス専用レーンの設置や高度道路交通システムの導入を通じたバスの運行速度および定時性

の向上、待機時間の削減を目指している。しかし、バスの運行は市内の渋滞状況の影響を受

けやすく、定時性の確保が困難となっている。さらに、交通安全の観点でも横断歩道が整備

されていない交差点における歩行者の乱横断や、キガリ市で特に事故の原因として多い二輪

車のスピードの出し過ぎが、車両と歩行者の接触につながっている。 

1.1.1.1.7 このため、交通需要の変動に応じて信号現示を調整し、効率的な交通管理が行える信号シス

テムの導入による円滑な交通流の実現、公共交通の運行改善ならびに交通事故対策が必要不

可欠となっている。 ついては、本業務は、同地域への交通管制システムの導入、交差点改良

等を行うことについて、無償資金協力としての妥当性を検討し、最適な事業内容、規模等を

検討した上で、概略設計を行うことを目的とする。 

1.1.2 当該セクター及び対象サイトの現状 

1.1.2.1 道路ネットワーク 

1.1.2.1.1 キガリは East African Community（EAC）の主要幹線である北回廊（Northen Corridor）と中央

回廊（Central Corridor）の交点であり、域内道路交通、物流の要所である。 

 
図 1.1 国際回廊ネットワーク 

出典：調査団 

1.1.2.1.2 「Rwanda Statical Yearbook 2022, National Institute of Statistic of Rwanda」によれば、国道及び

Class 1 道路の総延長は 2019 年から 2022 年 7 月まで増減がない。舗装延長は国道で年率 4.3%
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の伸びている一方、キガリ市及びその他の都市道路の伸びは 34.0%と高い。このことからル

ワンダの都市部に道路投資を集中させ、経済を牽引していくという戦略が伺える。また同統

計によれば、キガリ市内の国道は全て舗装されている。 

1.1.2.1.3 車両の累計登録台数1の推移を見ると、マイクロバス（Microbus）が年 57.2%と最も高い伸び

率を示し、全車種平均の 26.7%の倍の値である。大型バス（Bus）は 22.2％と平均をやや下回

る一方、ミニバス（Mini Bus）の伸びは 3.8%と低く、これにより公共交通モードの中型化が

確認される。また乗用車（Car）は 25%と平均値に近く、バイク（Motors）は 20.8%と平均を

下回る。 

表 1.1 道路ネットワーク延長（総括） 
Network/Year 2019 2020 2021 Jun-2022 Annual Change

in %

National paved Roads 1,390.5 1,425.5 1,532.5 1,579.0 4.3%

National unpaved Roads 1,345.0 1,309.5 1,202.5 1,156.0 -4.9%

District and Kigali City roads
and other of other urban areas:

113.0 136.0 169.3 272.1 34.0%

District and Kigali City roads
and other of other urban areas:

3,825.7 3,803.0 3,769.8 3,666.9 -1.4%

Total (km) 6,674.2 6,674.0 6,674.0 6,674.0 0.0%
 

出典：Rwanda Statical YearBook 2022, National Institute of Statistic of Rwanda 

表 1.2 道路ネットワーク延長（District 別、以下網掛けがキガリ市） 
2020 2021 End June 2022

No District Paved Unpaved Total Paved Unpaved Total Paved Unpaved Total
1 Bugesera 47.860 46.930 94.790 68.240 26.550 94.790 78.310 16.480 94.790
2 Burera 16.409 86.413 102.822 16.410 86.410 102.820 16.410 86.410 102.820
3 Gakenke 36.055 17.880 53.935 36.050 17.880 53.930 36.050 17.880 53.930
4 Gasabo 36.361 0.000 36.361 36.360 0.000 36.360 36.360 0.000 36.360
5 Gatsibo 40.990 59.874 100.864 40.990 59.870 100.860 67.280 33.590 100.870
6 Gicumbi 75.940 92.171 168.111 75.940 92.170 168.110 82.010 86.100 168.110
7 Gisagara 0.000 68.670 68.670 0.000 68.670 68.670 0.000 68.670 68.670
8 Huye 64.466 15.440 79.906 79.910 0.000 79.910 79.910 0.000 79.910
9 Kamonyi 30.960 18.730 49.690 30.960 18.730 49.690 30.960 18.730 49.690

10 Karongi 67.160 129.765 196.925 67.160 129.760 196.920 67.160 129.760 196.920
11 Kayonza 50.712 98.070 148.782 50.710 98.070 148.780 50.710 98.070 148.780
12 Kicukiro 25.985 0.000 25.985 25.990 0.000 25.990 25.990 0.000 25.990
13 Kirehe 39.060 62.280 101.340 39.060 62.280 101.340 39.060 62.280 101.340
14 Muhanga 66.783 64.620 131.403 66.780 64.620 131.400 66.780 64.620 131.400
15 Musanze 62.405 21.615 84.020 62.410 21.620 84.030 62.410 21.620 84.030
16 Ngoma 33.489 42.850 76.339 33.490 42.850 76.340 33.490 42.850 76.340
17 Ngororero 57.816 0.000 57.816 57.820 0.000 57.820 57.820 0.000 57.820
18 Nyabihu 41.613 25.203 66.816 41.610 25.200 66.810 41.610 25.200 66.810
19 Nyagatare 89.380 70.611 159.991 135.080 24.910 159.990 138.780 21.210 159.990
20 Nyamagabe 54.620 129.528 184.148 54.620 129.530 184.150 54.620 129.530 184.150
21 Nyamasheke 109.624 0.000 109.624 109.620 0.000 109.620 109.620 0.000 109.620
22 Nyanza 19.250 78.880 98.130 19.250 78.880 98.130 19.250 78.880 98.130
23 Nyarugenge 24.484 0.000 24.484 24.480 0.000 24.480 24.480 0.000 24.480
24 Nyaruguru 20.900 61.880 82.780 45.350 37.430 82.780 45.350 37.430 82.780
25 Rubavu 49.924 25.014 74.938 50.920 24.010 74.930 50.920 24.010 74.930
26 Ruhango 23.510 88.812 112.322 23.510 88.810 112.320 23.910 88.410 112.320
27 Rulindo 65.819 4.264 70.083 65.820 4.260 70.080 65.820 4.260 70.080
28 Rusizi 68.813 0.000 68.813 68.810 0.000 68.810 68.810 0.000 68.810
29 Rutsiro 67.390 0.000 67.390 67.390 0.000 67.390 67.390 0.000 67.390
30 Rwamagana 37.720 0.000 37.720 37.720 0.000 37.720 37.720 0.000 37.720

Total 1,425.498 1,309.500 2,734.998 1,532.460 1,202.510 2,734.970 1,578.990 1,155.990 2,734.980
Kigali Total 86.830 0.000 86.830 86.830 0.000 86.830 86.830 0.000 86.830  

出典：Rwanda Statical Yearbook 2022, National Institute of Statistic of Rwanda 
 

1 入手可能なデータは新規登録台数のみ。廃車の台数に係る統計資料はない。 
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表 1.3 車両累計登録台数の推移 

Category
Cumulative MV reg. at

31st Dec 2019
Cumulative MV reg. at

31st Dec 2020

Total Cumulative of
Registered Vehicles up to

31st December 2021

Annual
Growth(%)

Caterpillar 154 167 177 14.9%
Bus 1,706 1,965 2,084 22.2%
Trucks 8,273 9,680 11,397 37.8%
Pick-up 17,026 18,685 19,890 16.8%
Special Engine 3,504 4,139 5,047 44.0%
Jeeps 25,771 30,156 34,622 34.3%
Microbus 1,536 1,937 2,414 57.2%
Minibus 6,096 6,405 6,327 3.8%
Cars 34,555 38,938 43,182 25.0%
Motors 117,199 130,326 141,532 20.8%
Trailers 1,055 1,166 1,234 17.0%
Semi-trailers 555
Tricycle 73 73 73 0.0%
Unknown 3
Forklift 28 41 0 -100.0%
Half- Trailer 325 434 -100.0%
Total 217,301 244,112 268,537 23.6%
Public Transport 9,338 10,307 10,825 15.9%

Average(%) 26.7%  
出典：Rwanda Statical Yearbook 2022, National Institute of Statistic of Rwanda 

1.1.2.2 調査対象交差点 

1.1.2.2.1 JICA「ルワンダ国 キガリ都市交通改善プロジェクト」（以後「技プロ」とする。）より市

内 45箇所の交差点リスト(図 1.2)、及び方向別交通量調査結果が共有された。この交差点リ

ストはキガリ市（以後「COK」とする。）及びインフラ省（以後「MININFRA」とする。）

によって設定されたものであり、整備の重要性、緊急性が高い市内ネットワーク上のボト

ルネックと判断された。よってこれら 45 交差点を対象として、現地調査を進めることにし

た。 

1.1.2.2.2 市内道路ネットワークの時間帯別渋滞状況は以下の図 1.3 通りである。 

  



 

1-5 

 
図

 1
.2
 
調
査
対
象
交
差
点

 
出

典
：

M
IN

IN
FR

A
及
び

C
O

K
の

情
報

を
調
査

団
で
整
理

 

  



 

1-6 

 

図
 1

.3
 
キ
ガ
リ
市
内
道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
混
雑
状
況
（
時
間
別
）

 
出

典
：

G
oo

gl
e 

M
ap

の
渋

滞
状

況
（

オ
リ

ジ
ナ

ル
は

To
m

To
m

社
デ
ー

タ
）

を
調

査
団

が
編

集
 

 

10
：

00
am

 

3：
00

pm
 

7：
00

pm
 

8：
00

am
 

1：
00

pm
 

5：
00

pm
 



 

1-7 

 
図 1.4 市ネットワーク渋滞ポイント 

出典：調査団 

1.1.2.2.3 渋滞が顕著に見られる交差点は Giporoso、Chez Lando、Nayabugogo（以上 KN5）、Sonatube

（KN3）である。このうち Chez Lando と Snatube はランドアバウトである。また Giporoso は

オフピーク時にも渋滞が見られる。このほか市東部空港北 KK3 及び KK5 のピーク時の渋滞

延長は 2km に達する。 

1.1.2.3 道路幾何構造 

1.1.2.3.1 急峻な地形により市内ネットワークには急勾配区間が多く、また交差点交角も鋭角なものが

多い。4 枝以上の交差はランドアバウトで処理されており、これを信号化する場合、枝の一

部に通行（流入）規制を検討する必要がある。一方で 3 枝交差でもランドアバウトが導入さ

れているケースもある。 

1.1.2.3.2 交差点部に左折交通用の付加車線が設けられていないケースが多く、少ない左折交通が主要

な直進交通をブロックし、渋滞の原因となっている。 

Giporoso 

Nayabugogo 

Chez Lando 

Sonatube 

KK3 
 KK5 

KN3  

KN5 

Airport 
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鋭角交差 S6-18 急勾配交差 S8-26 

1.1.2.3.3 安全性に問題のあるスタッガード交差点が複数あり、流入部から交差点内が見通せない。 

1.1.2.4 交通管理 

1.1.2.4.1 市内ネットワークの道路施設（街路灯、信号を含む）

は COK が管理しており、道路の運用（例：一方通

行、進入禁止）を含めた交通管理も COK が行ってい

る。一方取締はそのモニター施設管理を含め RNB が

行っており、またピーク時には渋滞箇所において警察

官がマニュアルでコントロールを行っている。このマ

ニュアル・コントロールでは長時間に渡り主交通に青時間を与えているため、結果的に従方

向の渋滞を助長している。 

1.1.2.4.2 交通管理のツールである信号は中国の LEDON Intelligent Technology Co., Ltd.製である。制御

機、灯機は中国の産業製品規格である GB25280に準拠している。カタログによれば、この制

御機はインターネットを介して交差点間の制御シンクロが可能であるとのことであるが、キ

ガリでの運用は定周期単独制御である。尚、MODERATO 対応の制御機が準拠している通信

プロトコル NTCIP に、この中国製制御機は対応していない。 

1.1.2.4.3 いくつかの交差点においては流入毎の信号独立現示が採用されている。この他右折導流路設

置の交差点において、右折用灯機の黄色灯の常時点灯が見られる、これは右折フリーを意図

しているものと思われるが、このために灯機を配置するのは不経済だと思われ、標識等で代

用が可能であると考えられる。 
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信号独立現示交差点 S7-23 常時黄灯点灯 S01-03 

1.1.2.4.4 この他ピーク時に信号が滅灯している交差点が散見される。 

1.1.2.4.5 横断歩道と信号設置位置とに「ずれ」がある。 

1.1.2.4.6 市内各所には CCTV が設置されており、交通規則違反車（信号無視、速度超過）の検知を

行っている。取り締まりはルワンダ警察がおこなっており、CCTV は警察の管理下にある。

検知された違反車の所有者へ違反通告のSMSが送られ、罰則金の納付が促される。違反情報

は路側の交通警察官にモバイル端末により共有されており、警察官が違反通告を無視した車

両を発見した場合、その車両は路上で強制停止、罰則が与えられる。 

1.1.2.4.7 ルワンダの交通管理には明確な役割分担があり、警察は交通違反取り締まりを行い、道路管

理者は交通流の管理、制御（信号、一方通行）を行う。CCTV は違反取り締まりのツールで

あるため、その情報は道路管理者へ共有されていない。 

  

Φ1 

Φ2 Φ3 

Φ4 
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1.1.2.5 公共交通 

1.1.2.5.1 キガリの公共交通モードは 1．バス類（大型、マイクロ、ミニバス）2.バイクタクシー

（MOTO）、3．タクシー、4、自転車タクシーがある。バスのサービスエリアは 4ゾーンに分

割されており、3 つのバスオペレーター（民間企業）が割り振られている。 

 
図 1.5 キガリ市バスサービスゾーニング 

出典： https://www.slw-simba.net/blog/kigali 

1.1.2.5.2 バス交通は Rwanda Utilities Regulatory Agency（RURA）の管理下にあり、RURA はゾーン分

け、ルートの許認可を行っている他、定期的にルートのサービスレベル（運行頻度）のモニ

タリングを行っている。 

1.1.2.5.3 RURA は 2014 年にオペレーション・ゾーンの入札を行い、図 1.5 の通り 3 業者がそれぞれの

ゾーンを落札した。しかしながらこのゾーン分けの期限は 2019年までであり、その後新たな

入札は行われていない。現在は RURA が暫定のオペレーションライセンスを 3 業者に与えて

いる。 

Zone Operator Routes 

1 Kigali Bus Service 
100 Series Routes 

Full-Size and Mini Bus 

2 Royal Express 
100 Series Routes 

Full-Size and Mini Bus 

3 Rwanda Federation 
of Transport 

Cooperatives 

3/400 Series Routes 
Mini Bus 4 
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1.1.2.5.4 集積の高い幹線道路へは大型バスのみが運行を許可され、これら大型バスの料金徴収はス

マートカードによって行われている。 

1.1.2.5.5 またバス交通への転換促進策として、COK は世銀の支援を得てバス優先レーン（Dedicate 

Bus Lane：DBL）の導入を計画している。これはピーク時に 1 車線をバス交通に割り当て

るものであるが、この計画には道路インフラ整備は含まれていない。世銀のコンサルタント

によれば、交差点部は既存の信号機の定周期現示を改良、調整及びインターネットを介して

連携しバスへ優先を与えるとのことであるが、端末にはバスを検知するデバイスの設置は予

定されていない。 

1.1.3 キガリ市道路交通の課題と対応策 

1.1.3.1.1 以下の表 1.4 に図 1.2 に示す対象サイトの課題及び対応策を整理する。 

表 1.4 対象サイトの課題と対応策（まとめ） 
 課題 対応策 
道路ネットワーク 渋滞が常態化している交差点が

1 路線に集中している。 
バイパスやオルタナティブルートの整備を行う。 
交差点の容量改善、立体化を行う。 

 ラウンドアバウト、信号交差点、
無信号交差点がⅰ路線に混在
する。 

信号交差点化することを検討する。 

幾何構造 段差、鋭角及び急勾配交差点
が多い。 

安全施設の設置を検討する。 
通行（流入）規制を検討する。 

 交差点に左折用付加車線が設
置されていない。 

左折交通量に拘わらず、付加車線を設置する。 

 多枝交差点がある。 通行（流入）規制を検討する 
交通管理 ピーク時に警察によるマニュアルコ

ントロールが行われている。 
需要対応、制御の連携が可能な信号システムを導入
する。 

 非効率な灯機配置、現示設定
がある。 

灯機配置の標準化を行い、幾何構造、需要に対応し
た信号現示を設定する。 

公共交通 DBL に対応する交通インフラが
設置、計画されていない。 

一般車両ｊへ過剰な負荷を避ける為、道路インフラを改
善、追加設置する。 
バス優先に対応した信号システムを導入する。 

出典：調査団 

1.1.3.1.2 道路開発用地の確保が困難であり、かつ都市高速など抜本的な容量改善には巨額な資金が必

要である。現状のリソースの中で交通流を効率化し渋滞発生を最小限とするためには、幾何

構造と信号を含めた交通管理施設の調整が必要である。また効率的な交通流の誘導のために

は信号制御を交通需要に即し現示が変動するシステムとする必要があり、交差点単体ではな

くネットワーク全体の交通流のコントロールする交通管制システムが必要である。 

1.1.4 交通量調査 

1.1.4.1.1 交通量調査は先行案件である「キガリ都市交通改善プロジェクト（JICA）」で実施されてお

り、本事業はその結果を受領し計画作業を行った。 



 

1-12 

1.1.4.1.2 受領した調査結果は、図 1.2 の交差点における方向別交通量（ピーク時）2及び渋滞長3である。 

1.1.4.1.3 バイクが多く大型車が少ない為、PCU が実台数を下回っている。調査対象交差点の内、最も

多いピーク時間（1 時間）流入交通量(PCU)は 4,770 台、中間値は 2,549 台、平均値は 2,657 台

であり、交差点需要率は全体的にまだ余裕があると思われる。 

1.1.4.1.4 表 1.5 は DBL が計画されている KN3 の調査結果である。 

表 1.5 DBL パイロットセクション（KN3）交通量調査結果 

Jct ID  Traffic 
Mode Share(%) 

 

BUS HGV MOTO 

S02-08 
Veh 4,603 2.2% 2.2% 51.8% 
PCU 3,086.0 6.1% 7.4% 19.3% 

S03-09 
Veh 5,561 3.8% 1.7% 41.3% 
PCU 4,240.0 9.8% 5.1% 13.6% 

S03-10 
Veh 8,454 1.3% 1.1% 69.2% 
PCU 4,382.8 4.7% 4.9% 33.4% 

S03-11 
Veh 7,335 2.4% 0.9% 52.1% 
PCU 4,770.8 7.0% 3.0% 20.0% 

S03-12 
Veh 5,653 1.6% 1.9% 51.2% 
PCU 3,737.0 4.5% 6.4% 19.4% 

S03-13 
Veh 3,924 2.3% 3.0% 41.8% 
PCU 2,965.0 5.6% 8.9% 13.8% 

S04-14 
Veh 3,726 2.3% 0.0% 49.8% 
PCU 2,651.3 6.4% 7.4% 17.5% 

S04-15 
Veh 6,617 3.2% 1.3% 55.1% 
PCU 4,243.0 9.2% 4.7% 21.5% 

S08-29 
Veh 5.132 2.5% 2.6% 57.0% 
PCU 4,658.7 7.2% 9.2% 22.4% 

出典：「キガリ都市交通改善プロジェクト（JICA）」を調査団が編集 

1.1.4.1.5 表 1.5 の通り、公共交通の主要モードであるバス（ミニバスを含む）の割合は概ね 3％以下

（Veh）と低い。一方もう一つの公共交通モードであるバイクタクシーの比率は 50%以上と

高い。 

1.1.4.1.6 DBL の戦略は自家用車からバス交通への転換である他、バイクタクシーからの転換促進も含

まれている。但し表 1.5 の通り現状バイクタクシー需要が高い為、モーダルシフトが完了す

るまで、バイクタクシーと一般交通が同一レーンで競合することになり、輸送量の低下は免

れられない。またバイクタクシー乗客の乗降時の安全性確保が課題となる考えられる。 

  

 
2 調査結果サマリは資料編を参照のこと。 
3 この調査の「渋滞長」は、日本の所謂渋滞長（信号交差点の捌け残り長さ）ではなく、ピーク時における低速及び

停止車両の長さである。 



 

1-13 

1.1.5 自然条件 

1.1.5.1 気象 

1.1.5.1.1 ルワンダは熱帯性気候で、東部平原、中部高原、高地、キブ湖周辺の 4 つの気候帯に分かれ

ている。東部平原地域の年間降水量は 700mm から 1,100mm で、年間平均気温は 20℃から

22℃の間で変動している。中央高原地帯の降水量は 1,100mmから 1,300mmで、年平均気温は

18℃から 20℃である。コンゴ・ナイル山脈やビルンガ火山列を含む高地は、年間降水量が

1,300mm から 1,600mm で、年平均気温は 10℃から 18℃である。キブ湖周辺とブガラマ平野

の年間降水量は 1,200mm から 1,500mm で、年平均気温は 18℃から 22℃である 

1.1.5.1.2 ルワンダの季節は雨季によって区分され、 3 月から 5 月にかけては大雨季、9 月から 11 月に

かけては小雨季である。また 6月から 8月は 2度目の大雨季、12月から 2月は小雨季である。 

1.1.5.1.3 キガリの気候は温暖で曇りがちである。気温は年間を通して 16°C から 27°C の間で変化し、

14°C 以下や 31°C を超えることはほとんどない。 

表 1.6 キガリの気候 

 

出典：https://en.climate-data.org/africa/rwanda/kigali-city/kigali-1044/ 
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1.1.5.2 地質 

1.1.5.2.1 ルワンダの地質は、ブルンジ超グループの珪岩、砂岩、頁岩を中心とする中後生代の重成岩

からなり、局所的に花崗岩が貫入しており、キバラン帯には 4 種類の花崗岩が存在する。ル

ワンダ東部には、古原生代の花崗岩-片麻岩-ミグマタイトとともに、「古い花崗岩」がある。

北西部と南西部には、新生代から

最近にかけての新第三紀火山があ

る。この地域の火山の中には、高

アルカリ性のものもある。西部地

溝の一部や河川・湖沼沿いには、

第四紀の沖積層や湖沼堆積物が存

在する。 

1.1.5.2.2 後に述べる整備対象交差点の内、

ラウンドアバウトの改修を行う

S02-08（Kanogo）及び近傍の S4-14

（Sonatube）交差点において、CBR

調査を行った。その結果を表 1.7 に

示す。 

表 1.7 CBR 試験結果 
 S02-08 S04-14 
MDD (gr/cu.m) 1.846 2.049 
OMC(%) 15.23 9.65 
CBR（95%） 17.8 30.4 
出典：調査団 

1.1.5.3 風速 

1.1.5.3.1 キガリ空港観測ステーションの月別風速データは、表 1.8 及び表 1.9 の通りである。 

  

図 1.6 ルワンダの地質図 
出典：https://www.mdpi.com/2075-163X/3/2/121 
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表 1.8 最大時間風速(kmh) 
YY Jan Feb. Mar Apr May Jun Jul Aug Sep Oct Nov Dec

2010 11.0 9.0 9.0 9.0 11.0 12.0 13.0 11.0 10.0 8.0 8.0 8.0
2011 9.0 6.0 7.0 6.0 7.0 8.0 9.0 10.0 10.0 8.0 6.0 8.0
2012 10.0 10.0 8.0 7.0 6.0 8.0 10.0 10.0 11.0 8.0 7.0 6.0
2013 8.0 8.0 7.0 6.0 7.0 10.0 10.0 11.0 9.0 9.0 7.0 7.0
2014 7.0 7.0 7.0 7.0 8.0 9.0 11.0 9.0 9.0 8.0 7.0 8.0
2015 9.0 8.0 8.0 6.0 7.0 9.0 9.0 9.0 10.0 7.0 6.0 7.0
2016 9.0 7.0 8.0 6.0 7.0 9.0 11.0 11.0 10.0 9.0 6.0 8.0
2017 8.0 7.0 7.0 7.0 8.0 9.0 9.0 6.0 6.0 5.0 6.0 6.0
2018 5.0 5.0 4.0 4.0 5.0 5.0 6.0 6.0 6.0 5.0 5.0 5.0
2019 6.0 5.0 6.0 5.0 4.0 5.0 6.0 6.0 6.0 7.0 5.0 7.0
2020 6.0 6.0 4.0 5.0 5.0 5.0 7.0 7.0 7.0 6.0 5.0 7.0  

表 1.9 最大瞬間風速（Gust Wind）(kmh) 
YY Jan Feb. Mar Apr May Jun Jul Aug Sep Oct Nov Dec

2010 16.0 15.0 13.0 14.0 17.0 19.0 20.0 15.0 14.0 12.0 12.0 12.0
2011 13.0 10.0 11.0 9.0 11.0 12.0 14.0 15.0 14.0 11.0 10.0 11.0
2012 16.0 14.0 13.0 11.0 10.0 13.0 14.0 15.0 14.0 11.0 10.0 8.0
2013 12.0 12.0 10.0 10.0 11.0 14.0 15.0 16.0 13.0 12.0 10.0 11.0
2014 11.0 10.0 10.0 10.0 11.0 13.0 16.0 14.0 13.0 12.0 10.0 12.0
2015 13.0 11.0 11.0 9.0 10.0 13.0 13.0 13.0 13.0 10.0 9.0 10.0
2016 12.0 11.0 12.0 9.0 11.0 12.0 15.0 14.0 14.0 13.0 10.0 12.0
2017 11.0 10.0 10.0 11.0 11.0 13.0 12.0 8.0 8.0 8.0 9.0 8.0
2018 7.0 7.0 7.0 6.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 7.0 7.0
2019 9.0 7.0 8.0 7.0 8.0 8.0 9.0 8.0 8.0 12.0 8.0 10.0
2020 9.0 9.0 8.0 7.0 7.0 8.0 9.0 9.0 9.0 9.0 8.0 9.0  

出典：https://tcktcktck.org/city-of-kigali 

1.1.5.3.2 表 1.9 の瞬間最大風速を確率処理した。結果は表 1.10 の通りである。 

表 1.10 最大瞬間風速（確率年毎）(km/h) 
 対数正規分布法 岩井法 ガンベル法 ガンベルーチョー法 

1/2 10.6 10.7 10.5 10.5 
1/5 13.1 13.1 12.9 12.9 
1/10 14.6 14.6 14.5 14.5 
1/30 16.7 16.6 16.9 16.9 
1/50 17.6 17.5 18.0 18.0 
1/100 18.8 18.6 19.5 19.5 

出典：調査団 

1.1.5.3.3 上記より信号柱の設計に用いる 1/50 年確率の風速は 5m/sec、1/100 年確率でも 5.5m/sec と計

算される。  

1.1.6 電力事情 

1.1.6.1.1 ルワンダは他の東アフリカ地域の

国々と比較して、一人当たりの電力

消費量が低水準にあり、電力エネル

ギーはエネルギー総消費量の 4%に

過ぎず、全消費エネルギーのうち

84%が薪炭など旧来のバイオ燃料の

燃焼によって賄われている状況にあ

る。 

 
図 1.7 停電状況（原因別） 

出典：Annual Report for 2020-21 REG 
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1.1.6.1.2 2004 年に生じた深刻な電力不足後、発電量は増加し安定しつつあるものの、電化率は全国平

均約 24%（2016 年 6 月時点）、発電設備容量は 175.98 MW 程度（2017 年 4 月時点）と依然と

して低水準である。 

1.1.6.1.3 高価な燃料が必要なディーゼル発電への依存は、重油を輸入に頼るルワンダにとって、財政

的に大きな負担となっている。また利用者に電気を供給している配電網は老朽化しており、

更新が必要な状況である。特にキガリ市では人口増加、経済活動の拡大により電力需要は増

えており、停電や電圧降下のリスクは拭い去れない。 

1.1.6.1.4 中央装置及び信号端末機器を設計するに当たり、電力事情は重要なものの一つである。途上

国では端末ネットワーク（フィーダー線）が古く、不十分な維持管理また盗電によって過電

圧、電圧降下が顕著である。特に過電圧は機器にダメージを与え、低電圧は機器のパフォー

マンスへの影響が懸念されることから、対象エリアの電力事情の把握は重要である。市内交

差点での電圧調査の結果を表 1.11 に示す。 

表 1.11 市内交差点電圧調査結果（標準電圧=230V） 
  GIPOROSO(S04-15) SONATUBE（S04-14） NYABUGOGO（S01-01） 

AM 

平均 231.8 232.0 232.1 
最低 229.5 210.9 219.3 
最大 236.7 241.2 237.3 
偏差 2.71 5.46 5.03 

NOON 

平均 231.0   
最低 228.8   
最大 233.4   
偏差 1.24   

PM 

平均 214.9 236.8  
最低 186.6 229.2  
最大 229.8 243.3  
偏差 16.86 7.45  

出典：調査団 

1.1.6.1.5 調査時には機器に影響を及ぼすような過電圧は記録されなかった。しかしながら PM ピーク

時に低電圧の傾向が確認された。今後都市化が進めば、この傾向は更に助長されると考えら

れる。 

1.1.7 通信事情 

1.1.7.1 調査方法 

1.1.7.1.1 関連する行政機関より利用可能な光ファイバのトポロジー情報を入手し、また想定する信号

機への通信路を検討し、その実現可能性を調査する。 

1.1.7.1.2 代表的なパブリッククラウドであるAmazon Web Service（以下AWSと略す) とMicrosoft Azure

（以下 Azure と略す）が用意するサーバ群（以下「リージョン」と略す）への往復遅延を計

測し、その大きさと安定度を検証する。（図 1.8、図 1.9：アフリカ大陸周辺の光ファイバ網） 

1.1.7.1.3 AWS はリージョンを代表する IP アドレスが公開されており、遅延計測のフリーソフトであ

る SmokePing を用いる。https://oss.oetiker.ch/smokeping/ 
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1.1.7.1.4 Azure に対しては計測対象の IP アドレスを見つけることができなかったため、フリーの計測

サイトを用いることとした。http://azurespeedtest.azurewebsites.net/ 

 
図 1.8 アフリカを取り巻く海底ファイバ 

出典：submarinecablemap.com 

 
図 1.9 アフリカ大陸内光ファイバ 

出典：africabandwidthmaps.com 
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1.1.7.2 調査結果 

1.1.7.2.1 MININFRA との協議において、警察を含む行政が保有する光ファイバ利用の提案を行った。

しかしながら MININFRAは調査団の提案に対して品質に問題ありとして否定的な見解を示し、

商用の回線を利用すべきと回答した。調査団から初期費用とランニングコストとの比較で、

未利用の光ファイバ（いわゆるダークファイバ）を利用するほうが総合的に安価であろうと

いう見解を伝えたものの、通信に掛かるランニング費用については必要な経費であるとのこ

とであった。また COK の担当者も同様の意見であった。 

1.1.7.2.2 計測アプリ・サイトを用い往復遅延の計測を行った。AWS は最寄りのリージョンが中東で、

アラブ首長国連邦me-central-1が 80ms弱程度、バーレーンme-south-1が 85ms前後であった。

また南アフリカケーブタウンの af-south-1 は 100ms 程度であり、計測途中で一旦 180ms、そ

して 200ms 程度に遅延が増加した。その他は、欧州の各地リージョンが 200ms 程度であった。 

  

図 1.10 SmokePing による AWS への通信品質評価 
出典：調査団 

1.1.7.2.2.1 クラウドサービスである Azure の最寄りのリージョンは南アフリカの South Africa North で

あり、往復遅延の平均は 90ms 程度であった。次に近いリージョンは欧州各地であり、ス

イス・イギリス、ドイツが 140ms〜160ms 程度であった。安定性の指標である遅延のゆら

ぎについては、当該サイトに定量的な評価はなかった。 
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図 1.11 Azure への通信品質評価 

出典：調査団 

1.1.7.3 考察 

1.1.7.3.1 計測結果より南アフリカないしは中東のリージョンを用いるのが良い。ただし、AWS の af-

south-1 の遅延を見る限りでは、100ms から 200ms への遅延の大きな変化があった。これは南

アフリカへの光ファイバ経路が（おそらく元経路上の障害等により）別経路に切り替わった

ものであり、切り替え後の光ファイバ経路が元の経路に対して 2 倍程度に迂回したとみられ

る。この観測だけでは結論を出せないものの、アフリカでの 2 カ国（ルワンダ：南アフリカ）

の接続より、対アフリカ外への接続の方が経路の切り替え時の安定性を示唆する結果であっ

た。 

1.1.7.3.2 COK の担当者よりルワンダ国内のクラウドサービスを利用検討の要望があった。この場合

サーバのプロビジョニングや運用・管理は役務提供として受けられるので、コスト面で利点

が出てくる。一方で Azureや AWS上でのクラウドサービスが受けられるわけではなく、また

本調査でルワンダ国内に適当なクラウドサービスを確認出来なかった為、サーバの機能構成

上はオンプレ（所有施設内にサーバを設置すること）での作り込みと同様となるので注意を

要する。 

1.1.7.3.3 本調査の提案は COK にサーバを設置し、警察など外部からのアクセスについては、専用線

もしくはセキュリティ対策を講じたインターネット経由とする。ただしクラウドの活用につ

いては詳細設計時に再検討する。 

1.1.8 プロジェクトの概要 

1.1.8.1.1 要約「4．計画概要」を参照のこと。  
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1.2 我が国の援助の動向 

1.2.1 援助の動向 

1.2.1.1.1 ルワンダは 1994 年のジェノサイド後の復興を果たし、ミレニアム開発目標（MDGs）も極め

て良好な達成を果たた。そして現在は、2035年までに高中所得国、2050年までに高所得国と

なる目標を掲げて経済成長、貧困削減、雇用創出に取り組んでおり、2017 年からは、年平均

9.1％の経済成長を目標とした中期的成長戦略「第一次国家変革戦略（NST1)」を実施してる。

我が国はこのようなルワンダの開発努力を後押しすべく、東アフリカ共同体（EAC）の域内

経済活動活性化や、大湖地域の安定化といった視点も持ち合わせながら、継続的な支援を

行っている。 

1.2.1.1.2 具体的には、（1）経済基盤整備（運輸交通・貿易円滑化・電力）、（2）農業開発（高付加価

値化・ビジネス化）、（3）社会サービスの向上（安全な水・衛生サービスの持続的な提供）、

（4）成長と雇用創出を支える人材育成（科学技術教育・訓練）を重点分野に定め、様々な

スキームを活用してハード・ソフト面で支援している。このうち（1）及び（4）に関連し、

運輸交通及び ICT 分野について、開発パートナー間の援助協調を日本がリードしている。 

1.2.1.1.3 ルワンダは ICT 立国と言われるほど、政府が積極的に ICT 発展・普及に取り組んでいる。我

が国は 2009 年にいち早く ICT 政策アドバイザーをルワンダ政府に派遣し、ICT 分野の支援を

開始した。以降、ICT関係省庁の政策立案能力強化や、ICT人材育成、教育現場における ICT

活用等を支援している。 

1.2.2 対ルワンダ国別協力方針（平成 29 年 7 月/外務省） 

表 1.12 国別協力方針（外務省） 
開発協力のねらい ルワンダ政府は、中長期的な国家開発計画「VISION2020」（2000 年策定）で 2020 

年までの中所得国入り（一人当たりの GDP を 2000 年の 220 米ドルから 1240 米ドル
に向上する）ことを目標に挙げ、「第二次経済開発貧困削減戦略（EDPRS2）」（2013-
18 年）に基づき、経済成長・貧困削減・雇用創出を柱とする開発を積極的に進めてお
り、著しい経済成長を遂げている。 
しかしながら、未だ国民の約 39.1%が貧困ラインの下での生活を余儀なくされており、歳
入の約 4 割を外国からの援助資金に依存せざるを得ない状況にある。内陸に位置する
ルワンダが持続的に経済成長するためには、国内だけではなく EAC1 の域内経済活性
化の視点を踏まえた開発が不可欠である。 
ルワンダ政府は内戦からの復興を果たしたことに加え，ミレニアム開発目標（MDGs）の達
成状況も極めて良好であった。内戦からの復興・経済成長のモデル国ともいえるルワンダ
を支援することは、依然として不安定な大湖地域の安定のためにも、「平和の定着」の観
点からも意義が大きい。また、経済成長を通じた貧困削減に取り組むルワンダへの援助
は、我が国の開発協力大綱および TICAD プロセス 2 で表明してきた支援方針にも合致
する。 

我が国の ODAの基本方針 
（大目標） 

持続的成長・貧困削減・雇用創出の促進我が国は、持続可能な開発目標（SDGs）
の達成、2020 年までに中所得国家への転換を目指す同国の「VISION2020」、及び援
助国間の役割分担を踏まえ、「経済基盤整備（運輸交通・貿易円滑化・電力）」、「農
業開発（高付加価値化・ビジネス化）」、「社会サービスの向上（安全な水・衛生サービス
の持続的な提供）」、「成長と雇用創出を支える人材育成（科学技術教育・訓練）」に
取り組むことで、同国の持続的成長・貧困削減・雇用創出の促進を支援する。 
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重点分野 （１）経済基盤整備（運輸交通・貿易円滑化・電力） 
内陸国であるルワンダの持続的な経済発展に寄与するため、国際回廊上の物流円滑
化等を通じた EAC 域内発展などの視点を踏まえた、経済成長の基盤構築へ向けた支
援を行う。具体的には、電力施設の改修や幹線道路、税関をはじめとする貿易円滑化
のための施設などの整備といったハード面での支援に加えて、施設の維持管理能力強
化、EAC 域内統一の規格作り、OSBP3 導入促進及び税関能力強化などのソフト面
を有機的に組み合わせた支援を行う。 
（２）農業開発（高付加価値化・ビジネス化） 
ルワンダの就労人口の約 7 割が農業に従事しているが、人口密度が高く小規模な営農
形態となっている。貧困削減につながる農業の生産性・収益性向上のため、現場（生産
技術）から政策面までをカバーした支援に取り組む。具体的には灌漑の促進などによる農
業生産性向上、SHEP4 アプローチも含め、生産から収穫後処理、流通、販売を包含
する農業のビジネス化及びフードバリュー・チェーンの総合的な改善を支援する。 
（３）社会サービスの向上（安全な水・衛生サービスの持続的な提供） 
ルワンダ政府は、すべての国民が安全な水・衛生サービスへのアクセスを有することを目標
としている。そのため、特に給水率の低い東部県を中心に地方給水の改善に取り組むほ
か、急速に都市化する首都キガリ市を中心に都市給水の課題にも取り組むことで、維持
管理体制強化も含め給水事業を包括的に支援する。また、衛生の向上についても、啓
発活動などを支援する。 
（４）成長と雇用創出を支える人材育成（科学技術教育・訓練） 
人的資源は持続的成長を支える重要な基盤である。ルワンダは「VISION2020」のなか
で「知識基盤型経済」を目標に掲げ、とりわけ ICT を含む科学技術教育に力を入れてい
る。我が国は、成長と雇用創出につながる科学技術教育・訓練の強化のため、女性も
含め、ABE イニシアティブ 5 を活用しつつ、人材育成の基礎となる教育の質向上に向け
た取り組みや産学連携への取り組みを支援する。 

留意事項 （１） ルワンダにおいては援助協調が進んでいる。ドナー間の役割分担が決まっており、我
が国は、水・衛生および ICT 分野のリード・ドナーとなっている。 

（２） ルワンダは「VISION2020」で知識基盤型経済を掲げ、分野横断的な ICT の積極
的な利活用が期待されている。また、ABE イニシアティブを契機に、日系企業・地方
自治体からルワンダでの ICT 分野での連携への関心が高まっており、ICT 利活用の
推進を官民双方に対して支援しつつ、上記 4 重点分野を含む分野横断的な利活
用を推進していく。 

（３） アフリカにおける SDGs センターがキガリに設置されるなど、ルワンダ政府 SDGs の達
成に向けて積極的に取り組んでいる。 

 

  



 

1-22 

1.2.3 対ルワンダ共和国 事業展開計画（国別開発協力方針 別紙 2022 年 9 月） 

表 1.13 対ルワンダ事業展開計画 
重点分野１

（中目標） 
経済基盤整備（運輸交通・貿易円滑化・電力） 

開発課題 
１－１ 

（小目標） 
運輸交通・

貿易円滑

化・電力の

整備 

【現状と課題】 
ルワンダは、「ビジョン 2050」及び「国家変革戦略（NST1）（2017-2024）」に基

づく開発を行っており、過去 10 年間にわたり、年平均 7%以上の経済成長を維

持してきた。 
しかしながら、現状では、運輸・交通や電力供給などに係る経済インフラ整備が

不十分であるため、輸送費用や電力料金が高く、民間セクターを含めた産業振

興の阻害要因になっている。 
経済成長を維持・加速させるため、NST1 の重要な柱の一つである「経済の変

革」に資する経済基盤整備が、依然として課題となっている。 

【開発課題への対応方針】 
運輸・交通及び電力の分野を 2 本柱とする経済基盤整備の

推進を図るべく、道路等のインフラ整備、東アフリカ地域の北部

回廊及び中央回廊上の物流の円滑化などの域内統合に資す

る取組、電力施設の拡張・改修支援を積極的に行うことで、

持続的な経済成長の基盤構築のための支援を行う。 

協力プログ

ラム名 
協力プログラム

の概要 案件名 スキーム ‘21 ‘22 ‘23 ‘24 ‘25 ‘26 
支援額 
（億円） 

SDGｓ 備考 

運輸交通・

貿 易 円 滑

化プログラム 

東アフリカ地域

の国際回廊や、

国際回廊に繋

が る 主 要 幹 線

道路の整備等

のハード面のみ

ならず、通関手

続円滑化（One 
Stop Border 
Post）や税関能

力強化等、ソフ

ト面での支援も

行い、域内統合

を促進する。 
また、東アフリカ

地域の北部回

廊及び中央回

廊 の 結 節 点 に

位置する首都キ

ガリ市の都市交

通 の 円 滑 化 に

資する協力を行

う。 

ルスモ－カヨンザ

区間道路改良

計 
有償       68.89 9 

ア フ リ カ

開 発 銀

行 協 調

融資 

ンゴマ－ラミロ区

間道路改良計

画 
有償       76.70 9 

世 界 銀

行 協 調

融資 

キガリ市における

インフラ整備・都

市サービス向上

に寄与する大縮

尺地形図作成・

都市交通改善

プロジェクト 

開発 
計画 

      6.50 11 

 

運輸交通・貿易

円滑化分野の

課題別研修 

課題別

研修他 
        

 

キガリ市における

高度道路交通

管理システム導

入計画準備調

査 

協準         

 

キガリ都市交通

改善プロジェクト 技プロ       5.00 11 
 

電力プログ

ラム 

首都キガリ市内

の 電 力 供 給 の

安定化を図るた

め、変電・送配

電網の整備支

援を行う。 

第三次変電及

び配電網整備

計画 
無償       26.35 7.9 

 

太 陽 光 発 電 を

活用した電動バ

イク用公共充電

ステーション事業

基礎調査 

基礎 
調査 

        

 

電力分野の課

題別研修 
課題別

研修他 
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1.2.4 その他の重点分野の支援（国別開発協力方針 別紙 2022 年 9 月を編集） 

表 1.14 国別開発協力方針 

重点分野 開発課題 案件名 スキーム 
支援額 

（億円） 
実施期間 

農業開発 

（高付加価値・ビジネ

ス化） 

農業の高付加価値

化・ビジネス化の促進 

ルワンダ共和国フイエ郡におけるコー

ヒー安定生産指導ができる農業技

官の育成 
草の根技協  2022-25 

農業政策アドバイザー 個別専門家  2021－23 

灌漑水管理能力向上プロジェクト 技プロ 5.65 2021－24 

農業変革を通じた栄養改善のため

の分野別政策借款 
有償 100.00 2021 

栄養政策アドバイザー 個別専門家  2021－22 

コーヒーバリューチェーン強化振興プ

ロジェクト 
技プロ 4．53 2021－26 

食料安全保障のための農学ネット

ワーク（Agri-Net） 
国別研修  2021－26 

菌根菌を活用したマカダミアナッツの

有機農業技術の普及・実証事業 
普及・実証・ビ

ジネス化事業 
 2021－22 

組織培養技術を用いた高品質花

き種苗生産の普及・実証・ビジネス

化事業 

普及・実証・ビ

ジネス化事業 
 2023－25 

農業技術支援/協同組合支援/中
小企業振興分野の JICA 海外協

力隊 
JOCV  2021－23 

農業開発分野の課題別研修・青

年研修 
課題別研修他  2021－22 

社会サービスの向上

（安全な水・衛生サー

ビ ス の 持 続 的 な 提

供） 

安全な水・衛生の供

給 

地方給水マネジメント強化プロジェ

クト 
技プロ 4.90 2021－26 

キガリ市無収水対策強化プロジェク

ト 
技プロ 4.50 2021－22 

キガリ市水道事業体運営改善プロ

ジェクト 
技プロ 6.85 2021-26 

キガリ市ンゾベ－ノトラ間送水幹線

強化計画無 
無償 31.91 2021-23 

キガリ市中央北部給水サービス改

善計画準備調査 
協準  2021-22 

IoT デバイスを活用した無収水削減

と省エネルギー対策に係る案件化

調査 
案件化調査  2023-24 

水道分野中核人材育成 国別研修  2021-23 

水・衛生分野の課題別研修 課題別研修他  2021-22 

水・衛生改善支援分野の JICA 海

外協力隊 
ＪＯＣＶ  2021-22 

水分野の草の根・人間の安全保障

無償資金協力 
草の根無償 0.09 2021-22 

水分野の日本 NGO 連携無償資

金協力 
日本 NGO 0.54 2021-22 



 

1-24 

重点分野 開発課題 案件名 スキーム 
支援額 

（億円） 
実施期間 

成長と雇用創出を支

える人材育成（科学

技術教育・訓練） 

人材育成及び科学 

技術イノベーショ 

ン（STI）の促進 

ICT を活用した初等理数科学びの

改善プロジェクト 
技プロ 6.77 2021-26 

ルワンダ国 ECD・教育分野における

情報収集・確認調査 
基礎情報調査  2021 

アフリカの若者のための産業人材育

成イニシアティブ（ABE イニシアティ 

ブ）「修士課程およびインターンシッ

プ」プログラム 

国別研修  2021-26 

 

SDGs グローバルリーダー 国別研修  2021-26 

子どもの学びの改善 国別研修  2021-25 

初等算数教育への ICT 活用による

教育の質向上を目的とした普及・

実証事業 

普及・実証・ビ

ジネス化事業 
 2021-22 

教育・産業人材育成分野の課題

別研修 
課題別研修他  2021-22 

教育分野の JICA 海外協力隊 JOCV  2021-23 

職業訓練分野の日本 NGO 連携

無償資金協力 
日本ＮＧＯ 0.36 2021-22 

デジタルイノベーション促進プロジェク

ト 
技プロ 5.80 2022-26 

神戸-キガリ ICT ビジネス イニシア

ティブ 
草の根技協  2021-23 

ICT による社会課題解決（DX・S-
TECH の推進、サイバーセキュリ

ティ） 
国別研修  2021-24 

宇宙人材育成 国別研修  2021-26 

ICT 産業発展を支えるインフラへの

雷害対策の普及・実証・ビジネス化

事業 

普及・実証・ビ

ジネス化事業 
 2021-24 

急性期疾患の救命率を向上させる

遠隔診断医療ネットワークシステム

の普及・実証・ビジネス化事業 

普及・実証・ビ

ジネス化事業 
 2021-24 

経済社会開発計画（平成 28 年

度） 
無償 2.70 2021-23 

経済社会開発計画（令和 4 年度） 無償 5.50 2022-24 

その他 その他 

その他分野（SDGs・保健）の課題

別研修 
課題別研修他  2021-22 

その他分野（社会的弱者支援／ス

ポーツ支援）の JICA 海外協力隊 
ＪＯＣＶ  2021-24 

その他分野（保健）の草の根・人間

の安全保障無償資金協力 
草の根無償 0.16 2021-22 

経済社会開発計画（令和 2 年度） 無償 3.00 2021-25 

ルワンダ市民参画促進プロジェクト マルチ 
2.73 百万

USD 
2021-24 
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2 協力対象事業の概略設計 

2.1 設計方針 

2.1.1 調査・設計フロー 

2.1.1.1.1 本調査の計画・設計フローを以下の図 2.1 に示す 

       

 技プロから交

差点リストの

入手 

 ルワンダ側の

意向確認 

 交通量調査結

果（技プロ） 

 地形データの

入 手 （ 技 プ

ロ） 

 DBL計画の入手

（世銀、COK） 

 開発計画の入

手 

 既存信号調査 

 交通状況調査 

 交通事故 

 既存ユーティ

リティ調査 

 自然条件調査 

 電力事情調査 

 ネットワーク

調査 

 交通量 

 公共交通 

 DBL 

 交 通 事 故

（バイ ク交

通量） 

 制御状況 

 他ドナ ーの

整備計画 

 施主の意向 

 コンサ ルの

評価 

 事業方 式別

の交差 点数

の概算 

 事 業 方 式

（ 機 材 供

与、施 設建

設）の 選定

→施設 建設

（ 27 交 差

点） 

 

 事業費概算 

 交差点数の

精査、再絞

り 込 み

(27→22) 

 交差点改良

設計 

 端末機器設

計 

 中央装置設

計 

 ネットワー

ク設計 

 事業費積算 

 事業効果分

析 

 事業計画作

成 （ EIA 含

む） 

図 2.1 計画・概略設計フロー 
出典：調査団 

2.1.2 対象交差点の選定 

2.1.2.1.1 前章の 1.1.2.2調査対象交差点の通り、45交差点を念頭に置き、無償事業対象交差点を選定す

る。 

2.1.2.2 ドナー等関連案件 

2.1.2.2.1 以下の表 2.1 通り、関連する案件多数あるが、本案件に特に関連の深いと思われるものは、

「ID1：Rwanda Urban Mobility Project (RUDP)： 世 銀 」、「ID2: Kigali Urban Transport 

Improvement Project (KUTI)：AfDB」及び「ID4：Kigali Infrastructure Project (KIP) and RUDP：

GOR（RTDA）」が挙げられる。調査時点これらのスコープは未確定であったが、世銀よりバ

スターミナルの Nyabugogo（S01-02）については、RUDP で整備する可能性が高いとの情報

提供があった。 

  

対象 
交差点 

関連デー
タの収
集・分析 

現地調査 
マルチ・
クライテ
リア分析 

交差点 
ショート
リスト 

事業費 
概算  

無償交差
点の選定 

無償対象
交差点選
定・設計 
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表 2.1 関連案件 
ID Project Financier Deliverables Initiator & Status 
1 Rwanda Urban 

Mobility Project 
(RUDP) 

World Bank 
(WB) 

Feasibility study for the Nyabugogo 
bus terminal 
Preparatory works for Pilot dedicated 
bus lanes (DBL) implementation  
Bus Fleet renewal Program, 
including the E- bus system detailed 
design 
CoK SPIU staffing and MININFRA 
Transport economist expert and 
public transport expert 

CoK 
 4 Million PPF to conduct 
preparatory 
studies/activities under 
approval 
- Procurement of Ongoing 
and implementation  

2 Kigali Urban 
Transport 
Improvement 
Project (KUTI) 

African 
Development 
Bank (AfDB) 

Improvements of the junctions  
(Chez Lando, Gishushu, 
Gisozi/Kinamba, Nyabugogo, 
Rwandex, Sonatubes and 
Kibagabaga) 
Public transport network and 
services (Electric buses); 
Non-Motorized Transport (NMT) in 
Urban areas; 
Multimodal transport system. 

RTDA 
Request for financing was 
sent to AfDB 

3 Feasibility 
study on 
introduction of 
e-mobility in 
public transport 
in Rwanda 

Vivo Energy Feasibility study for the acquisition of 
200 electric buses 

CoK 
Feasibility study is 
ongoing to be completed 
by March 2023 

4 Kigali 
Infrastructure 
Project (KIP) 
and RUDP 

GoR & WB Upgrading and rehabilitation of 215 
Km (KIP - GoR) 
Informal settlement upgrading in CoK 
(RUDP - WB) 

CoK 
Works are ongoing  

5 Aerial 
Ropeway 
(Cable car) 
feasibility study 
in the City of 
Kigali 

Government 
of France 

Feasibility study for cable car on pilot 
corridor 
Investigating financing framework of 
the pilot project  

RTDA 
Inception report and 
preliminary report 
completed. Pilot corridor 
(Kisimenti-Kimironko-
Zindiro-Innovation city) 
approved out of 9 
corridors.  
Detailed feasibility and 
preliminary design to 
continue the pilot corridor  

6 Kigali-
Muhanga road 

Korea Exim 
Bank 

8 Km of four lanes (Nyabugogo-
Ruyenzi)+ 2 Km in Muhanga 
Town(Junction to Karongi up to 
Kabwayi) 
New Nyabarongo bridge and 
extended to 180 m for flood control 
along the area  
Rehabilitation of Kigali-Muhanga two 
lanes 

RTDA 
Appraisal mission is 
starting 28th November 
2022 
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7 Urban mobility 
improvement in 
Kigali (UMIK) 

JICA Technical Cooperation 
Public Transport review and 
integrated improvement inclusive of 
guidelines and manuals for public 
transport planning and operation 
Action plan for the realization of CoK 
Transport Master Plan inclusive of 
institutional skills gap analysis  
Traffic management improvement; 
Selected Junctions traffic micro-
simulation 
Traffic control system with public 
transport priority (Traffic light, 
controlled system, ITS…) 
Institutional review for efficient traffic 
management and Public Transport  
Capacity building of stakeholders in 
traffic management and public 
transport  

MININFRA 
The Consultant Nippon 
Koi was hired, and traffic 
surveys conducted. 
A team of 9 stakeholders 
are planned to go to 
Japan for 2 weeks for 
benchmarking visit 

8 Knowledge 
Sharing 
Program (KSP) 

Korea Exim 
Bank 

Financing barriers regarding 
infrastructure and electric buses and 
potential use of Internationally 
Transferred Mitigation Outcomes 
(ITMO) climate finance  
Institutional capacity building with 
regards to e-buses and financing 
using ITMO 

MININFRA-GGGI 
Request for financing was 
sent to Korean Ministry of 
Economy and Finance 

出典：Kigali Urban Transport Improvement Project (KUTI)   
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2.1.2.3 マルチ・クライテリア分析 

2.1.2.3.1 整備交差点の優先度は、多基準意思決定分析法（Multi-criteria analysis: MCA）により決定し

た。評価に使用したクライテリア及び「重み（Weight）」は以下の通りである。 

表 2.2 MCA のクライテリア 
  Parameter Score Weight Reference 
District Gasabo 2 1   

  Kicukiro 1    

  Nyarugenge 1    

Jct Type Roundabout 1 3   

  Signalized 2    

  Un-Signalized 3    

Peak Inflow Traffic > 4000 4 4 4,771 MAX 
 （PCU/Hｒ） > 2500 3  2,550 MID 
  > 1000 2  990 MIN 
  > 0 1  2,658 AVE 
Bus Traffic Ratio > 15% 3 3 20.5% MAX 
  > 7% 2  6.4% MID 
  > 0% 1  1.9% MIN 
      7.2% AVE 
DBL Corridor 1 3 4   

  2 2    

  3 2    

  4 3    

  5 2    

  6 2    

  7 2    

  8 2    

  99 1    

Black Spot Area O 2 4   

  X 1    

Motorbike Ratio > 30% 3 3 34.5% MAX 
  > 20% 2  20.4% MID 
  > 0% 1  13.6% MIN 
      21.0% AVE 
Manual Control O 2 2   

  X 1    

Geometry Improvement Necessary 2 3   

  Unnecessary 1    

Any Intervention O 2 4 by Donor or GOR 
  X 1    

Authority’s Strategic View Rank 1 3 5  

  Rank 2 2    

  Rank 3 1    

Cosult’s Engineering View Rank 1 3 3   

  Rank 2 2    

  Rank 3 1    

出典：調査団 
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2.1.2.3.2 GISABO にはキガリ市の行政、商業施設が多く存在し、渋滞緩和需要が高いことから、この

点を考慮した重み付けとした。 

2.1.2.3.3 ラウンドアバウトの評価については、環境面に注目した。ランドアバウトは地域のランド

マーク・シンボルとしての機能を有する他、グリーンシティを目指すキガリの開発方針を考

慮し、撤去によるネガティブインパクトが無視できないことから、改良の重みとしては低く

評価した（ランドアバウトの交通流のボトルネックとしての評価、重みは、流入交通量で考

慮した）。 

2.1.2.3.4 警察官によってマニュアル交通

制御が行われている交差点は、

ピーク時の交通需要が高く、渋

滞が顕著な他、警察による規制

の視点からも整備の重要度が高

いと判断された。 

2.1.2.3.5 道路管理者の開発戦略を反映す

ることを目的として、COK の

交差点改良の必要性への認識を

評価項目に加えた（Authority’s 

Strategic View）。またこの他

ネットワーク、交通流を俯瞰す

るコンサルタントの視点も項目

に加えた。 

2.1.2.3.6 交通量、交通事故（バイク交通量の大小）の他、世銀資金により実施が予定される Dedicated 

Bus Lane（DBL）及び公共交通を重要視した。表 2.2 の番号は図 2.2 の回廊おオプションの番

号である。これらオプションのうち、実施が確定している路線に位置する交差点の重みを高

く、また交通量から実施の可能性の少ないものを低く評価した。 

  

図 2.2 DBL 回廊オプション 
出典： Kigali Introduction of Dedicated Bus Lanes Final Report 

V4-0 
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DEDICATED BUS LANE（DBL） 

 
 DBL は CBD のアイコニックなラウンドアバウトである“Roundabout in Town”から”Sonatube“に至る KN3 沿いの

歩道側 1車線をピーク時にバス専用とするものである。 

 
 本 DBL の目的は一般（自家用車）交通の公共交通へのモード転換であり、これにより、増え続ける交通量を抑制

するものである。 

 信号はバス優先を与えることが計画されているが、世銀のスコープでは信号の改善は行わず、制御機を通信ネッ

トワークによって同期させる計画である。しかしながらバス検知デバイスの導入・設置はスコープに含まれてお

らず、交差点部におけるバスの優先通行は行われない。 

 専用レーン下のバスの定時運行、また適正な運行間隔を阻害する大きな要素の一つとして、交差点部の通行があ

る。よって交差点部のバス通行に優先を与える信号制御が必要となり、DBL の目的達成には本計画で整備するバ

ス優先機能を有した信号システムの導入が不可欠である。 
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2.1.2.3.7 道路ネットワークまた MODERATO の制御機能から判断される交差点信号化の重要性

（Cosult’s Engineering View）を評価項目に加えた。 

  
図 2.3 MCA 評価帳票（サンプル） 
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2.1.2.3.8 以下の表 2.3 に MCA の結果を示す。また評価点を 3 段階に分類し、81 点以上を A、71 点以

上を B、それ以下を C 評価とした。 

表 2.3 MCA の結果 

Rank Jct.S/N Jct Type Peak Inflow 
Traffic 

Bus Traffic 
Ratio 

Motorbike 
Ratio 

Any 
Intervention 

Total 
Score 

Rank 
(A,B,C) 

1 S09-31 Un-Signalized 3,994 8.2% 23.4% O 91 A 
2 S03-11 Signalized 4,771 7.0% 20.0% O 90 A 
3 S01-02 Signalized 2,656 20.5% 20.7% O 89 A 
4 S01-03 Signalized 2,696 20.4% 28.5% O 89 A 
5 S03-09 Signalized 4,240 9.8% 13.6% X 87 A 
6 S06-20 Signalized 3,429 3.9% 22.5% X 86 A 
7 S03-10 Signalized 4,383 4.7% 33.4% X 84 A 
8 S03-12 Un-Signalized 3,737 4.5% 19.4% O 84 A 
9 S09-30 Un-Signalized 2,757 9.5% 26.4% X 84 A 

10 S06-19 Signalized 3,808 6.3% 21.2% X 83 A 
11 S04-14 Roundabout 2,651 6.4% 17.5% O 82 A 
12 S08-26 Signalized 3,837 6.9% 18.7% O 82 A 
13 S08-28 Roundabout 3,154 8.6% 17.5% O 81 A 
14 S02-04 Un-Signalized 2,104 14.3% 18.0% O 81 A 
15 S06-18 Signalized 2,931 6.7% 34.5% X 81 A 
16 S10-42 Un-Signalized 1,744 9.8% 13.8% O 77 B 
17 S02-06 Un-Signalized 1,784 8.5% 19.8% O 77 B 
18 S02-07 Un-Signalized 1,935 6.6% 23.3% O 76 B 
19 S10-38 Un-Signalized 2,289 6.1% 27.9% O 76 B 
20 S07-21 Un-Signalized 2,577 4.4% 15.5% X 76 B 
21 S09-36 Un-Signalized 2,461 4.3% 20.4% O 75 B 
22 S02-08 Roundabout 3,086 6.1% 19.3% X 75 B 
23 S10-40 Un-Signalized 2,228 5.9% 20.8% X 73 B 
24 S10-41 Un-Signalized 1,726 5.9% 26.5% X 73 B 
25 S07-23 Signalized 2,550 5.2% 16.2% X 73 B 
26 S10-39 Un-Signalized 2,192 6.9% 25.0% X 72 B 
27 S09-35 Un-Signalized 2,442 6.7% 18.4% O 71 B 
28 S04-15 Signalized 4,243 9.2% 21.5% O 70 C 
29 S07-22 Un-Signalized 2,464 5.0% 17.6% X 70 C 
30 S01-01 Signalized 1,695 16.9% 22.5% O 69 C 
31 S03-13 Un-Signalized 2,965 5.6% 13.8% X 69 C 
32 S09-32 Un-Signalized 2,220 6.0% 22.8% X 69 C 
33 S08-29 Signalized 3,268 7.2% 22.4% O 67 C 
34 S05-16 Un-Signalized 3,080 7.1% 18.5% O 66 C 
35 S10-43 Un-Signalized 1,845 4.1% 13.8% X 63 C 
36 S10-44 Un-Signalized 1,472 5.2% 17.1% X 63 C 
37 S09-37 Un-Signalized 1,448 3.1% 20.1% X 63 C 
38 S08-27 Un-Signalized 1,801 1.9% 18.7% X 62 C 
39 S09-33 Un-Signalized 990 5.8% 19.9% X 58 C 
40 S09-34 Un-Signalized 1,041 5.1% 18.6% X 58 C 
41 S11-50 Un-Signalized 1,890 6.0% 21.3% X 56 C 
42 S08-24 Roundabout 3,039 6.5% 22.4% X 55 C 
43 S08-25 Roundabout 3,632 6.5% 25.3% X 55 C 
44 S05-17 Roundabout 1,918 5.3% 17.2% X 51 C 
45 S11-46 Signalized 2,421 2.7% 18.6% X 50 C 

出典：調査団 
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2.1.2.4 事業方式の検討 

2.1.2.4.1 早期の事業効果の発現、また十分なモニタリング期間の確保を目的として、図 2.4 に示す幾

何構造の改良が不要な交差点への信号設置（Phase 1、「機材調達」）から着手し、次に環境許

可手続きやユーティリティ移設など、準備に時間を要する交差点の改良、信号化（Phase 2、

「施設建設」）を行い、最後に中央官制システムを導入する段階的な案件の実施が考えられ

た。 

2.1.2.4.2 この段階的事業手法は、ルワンダが掲げる中期の国家変革戦略（7years Government 

Programme: National Strategy for Transformation [NST1]）の期限である 2024 年 6 月までに、本

案件の「目に見える成果」を提示するために提案したものであった。 

 
図 2.4 段階的事業実施案 

出典：調査団 

2.1.2.4.3 図 2.4 段階的事業実施案以外の事業オプションとしては、以下の 2.1.2.4.4に説明するルワン

ダ側の負担がない「施設建設」が考えられた。 

2.1.2.4.4 段階的事業には、図 2.4 に示した Phase 1（「機材調達」）に先んじて、信号ケーブルの管路及

び灯機の基礎等の準備工事をルワンダ側で行う必要があり、ルワンダ側の予算の確保、準備

工事調達／実施の可不可を確認する必要があった。この為調査団は以下の比較表（この表で

は比較のポイントを明確にするため、準備工事の必要な「機材調達」、不要な「施設建設」

の二択とした。）を作成し、「機材調達」先行の可能性について協議を行った。 
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表 2.4 事業手法の比較 
 OPTION 1（機材調達） OPTION 2（施設建設） 
 JICA GOR JICA GOR 
RESPONSIBLE 

WORKS BY 

PARTIES 

Procurement & 
Installation 
Signal Terminal 
Equipment 
(Heads, Poles & Arms, 
Detectors)  
Communication Cables 
Central Control System 
ITV System 
Relocation of Existing 
Signals 
 

Construction & 
Installation 
Basic Infrastructure 
(BI: Ducts, Pole 
Foundations, Hand- 
Holes, Controller 
Foundations) 
Relocation of 
obstacles  
(Estimated cost for 
above is approx. 
USD 5mil) 
Storage and 
Installation  
Signal Terminal 
Equipment for the 
junctions (e.g., 
improved by AfDB, 
WB and KIP) except 
the those installed by 
JICA    
Note: 
Basic infrastructure for 
the junctions by AfDB, 
WB and KIP will be 
constructed by AfDB, 
WB and KIP 

Construction 
Basic Infrastructure 
(Ducts, Pole 
Foundations, Hand- 
Holes, Controller 
Foundations) 
Signal Terminal 
Equipment 
(Heads, Poles & Arms, 
Detectors)  
Communication Cables 
Central Control System 
ITV System 
Relocation of Existing 
Signals 

Preparation 
Relocation of 
obstacles 

NOS OF 

PROJECT 

JUNCTIONS 

All of the shortlisted junctions including AfDB, WB 
and KIP (Except Giporoso & Prince House)   

20-23 junctions （Junctions to likely  be 
funded by other donors shall not be 
included） 

PROJECT 

MILESTONES 
Cabinet Approval for the Project: Sep. 2023 
EN&GA: Oct. 2023 
Consulting Service Agreement:   Nov. 2023 
Contract for Equipment Procurement: Mar. 2024 
First Installation of the Terminal Equipment: May 
2025 
Project Completion: Nov.2025 

Cabinet Approval for the Project: Sep 2023 
EN&GA: Oct. 2023 
Consulting Service Agreement:   Nov. 2023 
Contract for Civil Work: Jun. 2024 
First Installation of the Terminal Equipment: 
Aug. 2025 
Project Completion: Nov.2025 

PROS Moderato (Macro) control takes place at most of 
traffic bottlenecks in the city. (Project can 
complete the city traffic control improvement) 
Earlier positive control impact can be expected. 

No budget arrangement is needed by the GOR 
Risk of project delay is minimum 

CONS GOR needs to budget (approx.5 mill USD) for the 
BI and complete its construction before the 
delivery of signal terminal equipment 
Possible delay is anticipated in the construction of 
the Basic Infrastructure due to the budget 
challenges 

Almost of half of the bottleneck will be covered 
with the MODERATO controlling just after the 
JICA Grant 
Rest of the junction control needs to be 
implemented with other funds (approx.8 mil 
USD) 

出典：調査団 
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2.1.2.4.5 協議の結果、限られた予算配分、調達等における遅延のリスクを考慮して、ルワンダ側は

Option 2（施設建設）を選択した。このほか 2.1.2.2 で触れた他ドナー案件との調整が必要で

あり、これには時間を要することから、NST1 を本案件実施のマイルストーンとして絶対条

件視しないこととした。 

2.1.2.4.6 これにより本案件は先行的に信号端末の「機材調達」をせず、信号設置と交差点改良からな

る土木工事「施設建設」と、中央管制システムを導入する（機材調達）の 2 パッケージを前

提とすることになった。 

表 2.5 調達パッケージング 
 施設建設 機材調達 

スコープ 

 通信電力供給インフラ設置（給電施設、管

路、管理孔、電線、ファイバケーブル等） 
 信号端末機器設置（灯機、ポール、アーム、

制御機、感知機、ITV 等） 
 交差点改良工事（撤去工、路側工、舗装

工、安全施設工等） 
 既存信号移設工 

 中央管制システム設置工（サーバ類、通信

機器、センターディスプレー、HMI 等） 
 初期運用指導 

調達先 ゼネコン メーカもしくは商社 

出典：調査団 

2.1.2.5 無償対象交差点の選定 

2.1.2.5.1 表 2.5 のオプション 2 の赤字ハイライトの記載の通り、無償対象の交差点数は 20-23 と見積も

れたため、表 2.3 のランク B と評価された 27 交差点を更に絞り込む必要が生じた為、再検討

の結果、以下の 5 交差点を対象から除くこととした。 

表 2.6 対象交差点選定再検討結果（除外交差点） 
S09-32 

 
 The distance to the nearest critical 

junction, S09-31, is about 800m, which 
does not give much synchronisation effect. 

 
 T-junctions have less potential for vehicle 

conflicts than X-junctions. The narrower 
road width also reduces the risk of 
accidents at pedestrian crossings. 

 

The peak traffic volume (in-flow) is 
2,220 pcu/h, which is not much, being 
the 30th largest volume out of 45 
junctions. 
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S07-23 

 
 Distance is to the nearest critical 

junction,S07-22 is more than 1000m which 
gives not much synchronize impact. 

  

S02-06 

 

 
 Junction forms a T-shape, reducing the 

chance of traffic crossing at the junction 
 The distance between the junctions (S02-

06, 07), which can be grouped together for 
central control purposes, is approximately 
500m, but the main flow is through traffic, 
which has less chance of being disturbed 
by other traffic. 

 

S02-07 

 

 
 When the S02-06 is removed from the 

target, leaving S2-07, which is located in 
close proximity, is not expected to have a 
sufficient effect on controlling traffic flows.  

S01-02 

 
 

 Junction expected to be improved by WB 
 

出典：調査団 

2.1.2.5.2 上記の検討プロセスを経て、無償対象交差点を図 2.5 に示す 20（22）4交差点とした。 

 
4 端末機器（信号機等）の設置は 20 交差点とし、2 交差点相当の機材をスペアパーツ（将来追加設置機材）として調

達する。 

It has smaller crossing traffics at the 
junction 

One of major traffics, the left turner is 
not controlled by the signal because 
of the provision of the channelization 
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2.2 基本計画（施設計画／機材計画） 

2.2.1 交通管理システム 

2.2.1.1.1 キガリ市にはバス優先などに交差点毎の状況にリアルタイムに感応する制御、及びネット

ワーク全体を俯瞰した制御を行う両方の機能が必要であり、これらが相互に機能補完するこ

とにより渋滞緩和が達成される。 

2.2.1.1.2 我が国の管制システムは、ネットワークを関連するエリア分けにグルーピングし制御を行う

マクロ制御と、交差点の個々の状況にリアルタイムに対応するミクロ制御の２つから構成さ

れており、キガリの交通事情への親和性が高い。 

本邦管制システムの概要： 

本邦管制システムはマクロ制御（中央制御：MODERATO）とミクロ制御（端末制御）から構成される。 

マクロ制御は分割された管制エリア（サブエリア：面）毎に重要交差点を設定し、この重要交差点においてサイクル、ス
プリット、オフセット5を交通管制システムにおいてオンライン・リアルタイムで自動算出し、交通流をコントロールする（面
的制御）。 

ミクロ制御は端末装置（制御機）で行い、各交差点の交通状況に応じてサイクル、スプリット、オフセットを微調整す
る。ミクロ制御には公共交通優先(PTPS)、緊急車両優先(FAST)、歩行者需要感応（RECALL）、左（右）折車
感応（GAP）、車両走行速度抑制（ジレンマ）制御等がある。 

 

図 2.6 日本の信号システムの概要 
出典：日本信号 

  

 
5 サイクル：信号灯が青→黄→赤と一巡する時間を[サイクル]といい、その長さを“秒”で表す。 
 スプリット：１サイクルの時間のうち、各現示に割り当てられる時間配分を［スプリット］といい１サイクルの時

間に対するパーセントで表す。 
 オフセット：道路を走る車が信号により停止することなく、各交差点をスムーズに通過できるように、隣接する交

差点の青信号開始時間にずれを持たせる。この時間のずれを［オフセット］といい、１サイクルの時間に対する

“パーセント”又は“秒”で表す。 
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2.2.2 交通改善プログラム 

2.2.2.1.1 本案件は、キガリの地形的制約により道路新設、拡幅等の改良プログラムの実施が困難であ

ることを踏まえ、交通ボトルネックである交差点の処理能力を交通管制システムにより最大

化させることを主目的としている。 

2.2.2.1.2 よって交通管制システムは、時間変動や交通需要に即し現示が変動する柔軟性の高いシステ

ムとする。 

2.2.2.1.3 上記により本案件は、今後交通需要の増加が見込まれ、かつ公共交通モードの戦略的導入が

計画される路線の交差点を、できる限り網羅することとした。 

2.2.2.1.4 このほか事業・工事からの社会負担ゼロを目指し、用地取得や既存道路施設の移転移設を最

小限とし、また事業のクイックインパクトを享受することが可能な計画とする。 

2.2.2.1.5 上記を反映した、改善プログラムのカテゴリー（種類）、及びそれらの対象交差点を表 2.7 通

り整理する。 

表 2.7 改善プログラムの概要 
施設建設 機材調達据付据付 

大 規 模 幾 何 構 造 改 良 
（ラウンドアバウトの改良）  

小規模幾何構造改良  
（左折レーン設置） 交差点信号化 信号端末装置調達 

交 通 管 制 シ ス テ ム 設 置 

対象交差点 

S02-08 

S06-20 
S09-30 
S09-31 
S07-22 

S03-09 
S03-10 
S06-19 
S03-11 
S01-03 
S06-18 
S03-12 
S07-21  
S08-26 
S02-04 
S10-40 
S10-41 
S10-39 
S10-42 
S03-13 

S04-14 
S08-28 

1 4 15 2 
交差点は MCA の高スコア順 

出典：調査団 

2.2.2.1.6 機材調達据付据付の信号端末装置供与対象交差点である S04-14（Sonatube）及び S08-28

（Chez Lando）は、現状ラウンドアバウトであり、AfDBのKigali Urban Transport Improvement 

Project (KUTI)での改良が期待される。 

2.2.2.1.7 この 2 交差点はキガリ道路ネットワークの要所であり、改良後に交通管制システム下に置か

れることが望ましい。しかしながら AfDB の事業実施は本無償完了後になると想定されるた

め、本無償で交通管制システム対応端末機材を調達、確保し、一旦スペアパーツとして実施

機関（COK）へ引き渡し、AFDB 事業完了後、COK が設置する計画した。 
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2.2.3 交差点計画 

2.2.3.1 計画方針 

2.2.3.1.1 交差点改良設計は現況の交差点エリアを拡大することなく、用地取得を必要とせず、かつ既

存施設の移転、移設を最小限とする計画とする。 

2.2.3.2 設計基準 

2.2.3.2.1 設計基準は以下を用いる。 

 Road Geometric Design Manual, Final December 2014, RTDA 

 Road Pavement Design Manual, Final December 2014, RTDA 

 Drainage Manual, Draft, November 2014, RTDA 

この他、 

 平面交差の計画と設計、2007 年交通工学研究会 

 Guide for Design of Pavement Structures, 1993, AASHTO 

を必要に応じて参照する。 

2.2.3.2.2 道路種別を「Class 2」とし、設計速度は 50km/h とする。以下の表 2.8 に幾何構造基準値をま

とめる。 

表 2.8 幾何構造基準値 

Elements Parameters Remarks 50kmh 
Road Reserve(m) 44m Equivalent to National Road 
Lane Width(m) 3.5m Decided by Design Class 
Nos. of Lane 2/4 Decided by Design Class 
Shoulder Width (m) 2.0m or Existing Decided by Design Class 
Median Width (m) Existing Decided by Design Class 
Normal Cross-fall (%) 2.5% General Requirement 
Shoulder Cross-fall (%) 2.5% General Requirement 

Head 
Room 

General(m) 5.1m General Requirement 
Under Structure(m) 5.5m General Requirement 

Under Power Cable(m) 7.0 (high power) 
6.0(high power) General Requirement 

Lateral 
Clearance  

H<0.2m (m)  General Requirement 
0.2m≤H (m)  General Requirement 
Guardrail (m)  General Requirement 

Minimum Radii (m) 80 (4%) 
90(6%) Decided by Design Class 

Maximum Grade (%)  8%(Desirable) 
11%(Absolute) Decided by Design Class 

K value Stopping Sight Distance (Crest) 7 Decided by Design Class 
K value Stopping Sight Distance (sag) 13 Decided by Design Class 
K value Passing Sight Distance (Crest) 138 Decided by Design Class 

出典：Road Geometric Design Manual, Final December 2014, RTDA 
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2.2.3.3 設計対象車両と導流路軌跡 

2.2.3.3.1 設計対象車両は大きく小型車（乗用車）、普通自動車（大型バス）、セミトレーラの３種類で

計画を行う。この 3 種類の導流路軌跡はルワンダ道路基準と日本基準を比較し、設計対象車

両が安全に走行可能である導流路半径の大きい日本基準で計画を行う。 

表 2.9 設計対象車両と導流路半径 
基準 ルワンダ道路基準 日本基準 

設計対象車両 外側最小半径 
(m) 

内側最小半径

(m) 
導 流 路 半 径

(m) 
外側最小半径

(m) 
内側最小半径

(m) 
導 流 路 半 径

(m) 

小型車 7.3 4.2 3.1 8.0 4.0 4.0 

普通自動車 12.8 7.4 5.4 13.0 7.5 5.5 

セミトレーラ 13.7 5.8 7.9 13.0 4.5 8.5 

出典：調査団 

2.2.3.4 交差点部の横断構成 

2.2.3.4.1 交差点部の横断構成は日本基準により決定する。ただし、滞留長においては用地条件により

十分確保できない箇所や左折車線を設置できない箇所がある場合は、現地の状況に即した計

画を行う。テーパ長および本線シフト長は日本基準に示されている最小値もしくは現地の状

況に応じて計算された計算値の大きい値を採用する。 

 

出典：平面交差の計画と設計（基礎編、応用編、事例集）；社団法人交通工学

研究会 
図 2.7 交差点部横断構成名称 

 

表 2.10 交差点部横断構成の基準 
交差点部横断構成 最小値(m) 計算値(m) 

テーパ長 20 V x W/6 
本線シフト長 35 V x W/3 

V：設計速度（50km/h）, W：本線横方向シフト量（m） 
出典：調査団 

2.2.3.4.2 既存交差点に右折導流路がある場合、この機能を維持し、信号制御の対象としないこととす

る。 

La：滞留長 
Lb：テーパ長 
Lc：本線シフト長 

Lc   Lb      La 
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2.2.3.4.3 DBL区間であるKN3交差部については、一般交通へ残さ

れた 1 車線で直進、右折、左折交通を捌くこと避け、ま

た僅かな左折交通が主である直進交通を阻害しない様、

照明灯などの既存施設の位置に考慮しつつ、左折(付加)

車線を設置する（原則、他の道路においても左折車線を

設置した）。 

2.2.3.4.4 また DBL 対象路線である KN3 では、バス優先時間帯に

おいて一般右折交通とバス直進交通の交錯を避けるた

め、一部交差点を右折禁止とする。右折禁止交差点は、

既設導流路の有無により設定した（原則導流路「有」は

右折禁止としない）。 

右折禁止（S06-19） 右折禁止なし（S06-20、S02-08） 

  
右折禁止(S03-09,S03-10) 右折禁止なし(S03-11,S03-12) 

  
右折禁止(S03-13) SONATUBE Roundabout 

図 2.9 DBL 路線右折禁止交差点（KN3：ピーク時） 
出典：調査団 

図 2.8 既存導流路の取扱い 
出典：調査団 
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2.2.4 舗装設計 

2.2.4.1.1 本計画において大幅な舗装の改良/新設を必要とする交差点は、S02-08:Kanogo ラウンドアバ

ウトのみである。 

2.2.4.2 設計交通量 

2.2.4.2.1 キガリ・マスタープラン 2050、交通レポート 2020 年版によれば、2050 年までの交通増加は

年率 1.5％～2.2％と予測されている。この低い増加は BRT の供用とグリーンシティ実現によ

るものであると説明されている。 

2.2.4.2.2 一方 RTDA の Road Pavement Design Manual ではショート・ターム（５年間）の伸び率を大型

車（トラック類）4%、その他を 3％と設定しており、2.2.4.2.1 の伸び率より現実に近いと判

断した。よって本設計に用いる伸び率を RTDA に準ずることとした。 

2.2.4.2.3 また同マニュアルでは設計年数を表 2.11 の通り設定しており、本計画では「Major 

rehabilitation of exsiting pavement」を参照し 15 年とした。 

表 2.11 舗装設計年数 

 
出典：Road Pavement Design Manual、RTDA 
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2.2.4.2.4 舗装設計に用いる 80 kN 等価単軸荷重（ESAL）は、表 2.12 の通り 20 百万となる。 

表 2.12 ESAL の計算 

 Cars /  
Taxi-car 

Minibus & 
Pax Van 
9-16 seats 

Buses & 
Coach 
≥ 26 seats 

Light goods 
Vehicles 

Heavy goods 
Vehicles 

Growth rate 3% 3% 3% 4% 4% 
2022 19,080 754 581 1,562 1,560 
2023 19,652 777 598 1,624 1,622 
2024 20,242 800 616 1,689 1,687 
2025 20,849 824 634 1,757 1,754 
2026 21,474 849 653 1,827 1,824 
2027 22,118 874 673 1,900 1,897 
2028 22,782 900 693 1,976 1,973 
2029 23,465 927 714 2,055 2,052 
2030 24,169 955 735 2,137 2,134 
2031 24,894 984 757 2,222 2,219 
2032 25,641 1,014 780 2,311 2,308 
2033 26,410 1,044 803 2,403 2,400 
2034 27,202 1,075 827 2,499 2,496 
2035 28,018 1,107 852 2,599 2,596 
2036 28,859 1,140 878 2,703 2,700 
2037 29,725 1,174 904 2,811 2,808 
2038 30,617 1,209 931 2,923 2,920 
2039 31,536 1,245 959 3,040 3,037 
2025-2039 
(15 years) 387,759 15,321 11,793 35,163 35,118 

Vehicle Types VEF Traffic 
(Vehicles/year) W18 

Cars /  
Taxi-car 0.0008 141,532,035 113,226 

Minibus & Pax Van 
9-16 seats 0.0008 5,592,165 4,474 

Buses & Coach 
≥ 26 seats 2.1830 4,304,445 9,396,603 

Light goods Vehicles 0.0008 12,834,495 10,268 
Heavy goods Vehicles 2.7250 12,818,070 34,929,241 
Total     44,453,811 
Total( direction factor ) 0.5 22,226,906 
Total( lane distribution factor ) 0.9 20,004,215 

出典：調査団 
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2.2.4.2.5 RTDA は ESAL と CBR から舗装設計を行うデザイン・カタログを作成している。しかしなが

らこのカタログは ESAL 上限値 10 百万まであり、20 百万と見積もられる対象交差点には適

用できない。よってカタログ上限値を超えた場合に適用が一般的な AASHTO により設計を

行う。 舗装設計計算の結果は図 2.10 の通りである。 

 

図 2.10 舗装設計結果 
出典：調査団 

  

FLEXIBLE PAVEMENT DESIGN (based on AASHTO)
 

Design Conditions: SN Design Equation:
- Design Period 15 years log10 W18 = ZR *So + 9.36*log10(SN+1) - 0.20
- Loading: Rwanda Transport Development Agency  +{log10[ΔPSI / (4.2 - 1.5)] / [0.40+1094/[SN+1]5.19]}
- Design ESAL: 20.00 x 106  + 2.32*log10MR - 8.07

Design Inputs:
R ＝ 95 %

ZR ＝ -1.645
So ＝ 0.45 PAVEMENT STRUCTURE Drainage

W18 ＝ 20.00 x 10 6  (18KIP ESAL)
Di (mm)
 (Input)

Di (inch) mi
(Input)

SNi

MR ＝ 20,250 psi  AC Wearing Course 0.42 50 1.969 - 0.827
ΔPSI ＝ 1.70 (4.6-2.5)  AC Binder a1 0.42 0.000 - 0.000

 AC Base 0.3 125 4.9212598 - 1.476
(For try & error computation)

7.301 = 7.353  Aggregate Base a2 0.3 0.0000 1.2 0.000
 (CBR>80%)

Output:
SN = 4.2 o.k. !!!

 Granular Subbase a3 0.109 375 14.7638 1.2 1.931

 (CBR>30%)

Total 550 4.234
4.2

SN=a1xD1+a2xm2xD2+a3xm3xD3

MR = 1500*CBR(%) if a CBR value ≦ 10% is entered. Drainage Coefficients (Input)
Otherwise, MR = value in from other sources m2 Aggregate Base 1.20
Input MR or  CBR m3 Granular Subbase 1.20

Module of Pavement Materials
Surface Wearing Course 406,000 psi, MS = 1,000 kg

Binder Course 400,000 psi, MS = 1,000 kg
AC Base 400,000 psi, MS = 1,000 kg

Base Crushed Aggregate Base 30,000 psi, CBR> 80%
Subbase Granular Subbase 11,000 psi, CBR> 30%

50 mm

%)
Total Design SN=

Required SN=
Subgrade (CBR = 17.0

Layer Thickness and Design SN

Layer Coefficient Thickness
ai

(Input)

mm

mm

AC Wear i ng Cour se

Dense Bi t umen Macadam( DBM)

Gr anul ar  Sub- Base ( > CBR 30)

125

375

Note: Input approx.SN and  
repeat  as suggested
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2.2.5 号端末機材計画 

2.2.5.1.1 我が国のマクロ及びミクロ制御からなるシステムの利点を活かし、以下の様な端末機器の配

置とする。 

 

 
図 2.11 信号端末機器配置計画 

出典：調査団 
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2.2.5.1.2 交差点の流入毎には画像感知機を設置し、全交通流を把握する（全感応方式）。これらの感

知機情報を使うことにより、中央を介さず、リアルタイムに端末制御機で変動に呼応する信

号制御を行うことが可能である。 

2.2.5.1.3 制御機直近の信号柱には GPS を添架する。この GPS は制御機の時計機能を管理、調整する

ものであり、この機能により時間帯別の制御プログラム（サイクル、現示）の時刻のズレ6

を防ぐことが可能である。 

2.2.5.1.4 この他制御機には交通管制システムとの通信のため必要なネットワーク機器（イーサネット

通信アダプタ）を実装する。これによりファイバネットワークを経て、中央装置との IP通信

が可能となる。 

2.2.5.1.5 交差点部上流 130m の位置にはバス交通検知（PTPS 制御）を目的として、画像式感知機を設

置する。 

2.2.5.1.6 DBL 路線の一部交差点のピーク時については、右折禁止とバス優先を組み合わせた現示計画

とする。 

2.2.5.1.7 この他交差点各枝 300m 手前に超音波式化感知機を設置し、単路部の渋滞、交通流を検知す

る。この感知機情報は直近制御機を経由し交通管制システム装置へ送られる。 

  

 
6 従来型の制御機に内蔵されている時計には時刻の補正機能がなく、停電や電力の変動他の影響を受け、正確な時間

管理に課題があった。GPS はこの欠点を克服し、衛星との通信・同期により内蔵時計の時刻を補正する。これによ

り時間別現示プログラムの正確な表示、また交差点毎の現示表示のズレを解消する。この GPS と連動する制御機能

は、日本警察の仕様「警交仕規第 1012 号「版 4」」にて標準化されている。 
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図 2.12 右折禁止とバス優先現示組み合わせ例（S06-19） 

出典：調査団 

2.2.5.1.8 図 2.12 はピーク時に右折禁止を施す交差点の信号流れ図の一例である（S6-19）。流れ図上段

はオフピーク時、下 2 段はピーク時の信号現示を示す（中段は AM ピーク：CBD 方面の交通

量が大、下段は PM ピーク：郊外方面の交通量が大）。 

2.2.5.1.9 下 2 段はバス優先（PTPS：図左右方向がバス交通）を特に意識したものであり、φ1 は短階

梯で交差交通となる主交通の左折を含み、φ2 は長階梯でバス交通を含む直進主交通を捌く。

φ1 は需要の少ない対抗交通（AM は郊外行き、PM は CBD 行き）を短時間赤信号で停止さ

せ、主交通である直進に多くの青時間を配分することを意図したものである。 

交差点名称 1φ 2φ 3φ 4φ 5φ 備考

・標準

・右禁PTPS現示

・右禁PTPS現示

S06-19

1G

2G

1AT

2AT

2p

4G2p

1P 3G3p

4P

2p

1P 3G3p

4P 4G

2p

1P 3G3p

4P 4G

2AL

1AL

2G

1G

1AL

2AL
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2.2.5.1.10 この他交通管制官が交通管制システム介入時に、現場の交通状況を視覚的に確認することを

目的として、ITV カメラを設置する（重要交差点のみ7：S03-09、S06-20、S09-31、S08-19、

S03-11、S01-03、S06-18、S03-12、S02-08、S08-26、S02-04、S10-40、S10-39、S07-22、S10-

42:15 カ所）。 

 
図 2.13 ITV システム 

出典：調査団 

2.2.6 交通管制システム 

2.2.6.1.1 我が国の交通管制システムは以下の 3 層から構成される。 

上位装置：交通管制センター全般に係る処理を行う。 

下位装置：端末装置の制御に関するリアルタイム性の高い処理を行う）。 

端末装置（路上に設置され信号制御・情報提供等を行う）。 

 
7 重要交差点：MODERATO制御においてサブエリア内のサイクル、スプリットの計算を行う交差点（交通流を制御す

る上でクリティカルとなる交差点）。 
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図 2.14 現行の我が国の管制システム 

出典：e-Gov 

2.2.6.1.2 MODERATO 制御は図 2.14 の「UC 型下位装置」で行われる。 

2.2.6.1.3 本案件においては現在のキガリのニーズを反映し、交通管制システムに必要な最低限の整備

に止めることとするが、他の下位装置及び上位装置への拡張性は担保するものとする。 

2.2.6.1.4 交通管制システムの端末は、技プロで提案の通り COK と RNP に設置し、相互介入ができる

システムとする。 

 
図 2.15 交通管制システム制御システム・ダイアグラム 

出典：調査団 
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2.2.7 ネットワーク設計 

2.2.7.1.1 交通管制システムに必要な端末からの交通情報と信号機によって表示される制御情報の交換

のため、交通管制システムと端末機器はファイバケーブルにより接続される必要がある。 

2.2.7.1.2 キガリ市にはファイバケーブルのナショナルバックボーン・ネットワークがなく、行政機関

のデータ交換も民間のファイバネットワークを介して行われている。 

2.2.7.1.3 COKまた RNPは市内に幅広いネットワークを有する Korean Telecom Rwanda Network（KTRN）

を利用しており、この KTRN のネットワークは対象交差点を概ねカバーしている。 

2.2.7.1.4 COK、RNPの両者は、この KTRNネットワークを利用し、交差点と交通管制システムの通信

を行いたい意向を持っている。よってこの KTRN ネットワークを端末と交通管制システムの

通信手段とする。 

 
図 2.16 KTRN ファイバネットワーク 

出典：調査団 

  

— KTRN Network 
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2.2.7.1.5 2013 年 6 月、KTRN の母体である KT ルワンダネットワークス社とルワンダ政府は、ICT 分

野の国家目標達成に不可欠な広範で高速なブロードバンドネットワーク、またオンライン

サービス容量を拡大のための官民パートナーシップ（PPP）契約を締結した。 

2.2.7.1.6 KT ルワンダネットワークス社は、4G LTE 技術に基づくユニバーサルブロードバンドアクセ

スを提供し、高速モバイルブロードバンドのプロバイダとして、固定-モバイル統合インフ

ラを管理している。 

2.2.7.1.7 KTRN はダークファイバの芯線貸しサービスは行っておらず、L2VPN8を提供している。

L2VPN の提供価格は 1 接続あたり 500 ドル/月と非常に高いが、競合する Liquid の接続価格

の 470 ドル/月であり、市場の価格設定が先進国に比べ高額である。 

2.2.7.1.8 KTRNのネットワークは COK、RNPのいずれへも接続されており、交差点側の接続工事のみ

が必要となる。また L2VPN を利用する限りユーザ側で設定する項目はなく、ユーザはイー

サーネットケーブルを KTRN が提供する LAN へ接続するのみである。 

2.2.7.1.9 COK、RNPのいずれにも交通管制システム及び ITVサーバのハウジングが可能なサーバ室あ

る。このサーバ室はアクセス制限されており、セキュリティ面の問題はない。また両サーバ

室とも空調設備、消化設備、無停電電源装置（UPS）があり、インフラは整っている。 

2.2.7.1.10 本案件の交通管制システム、ITVシステムのサーバ類は COK、RNPのいずれにも設置可能で

ある。次のステージである詳細設計時に両機関と協議し、設置場所を決定する。 

  

 
8 通信事業者が光ファイバの両端に通信装置を設置して、L2 (Layer 2) である Ethernet 回線として提供するサービスで

ある。1 対 1 で提供する Point-to-Point のサービスの場合は専用線サービスとも言われる。また複数ポイントを同一

LAN の HUB のポートのように提供する Multi-Point サービスもある。どちらも、事業者は他のユーザとの多重化や

帯域幅の設定が可能である。 
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2.3 概略設計図 

別添 

2.4 施工計画／調達計画 

2.4.1 施工方針・調達方針 

2.4.1.1.1 本案件の調達は表 2.7 の通り「施設建設」と「機材調達据付」の二つからなる。 

2.4.1.1.2 「施設建設」の対象交差点はキガリ市の道路ネットワークの要所であり、現状ボトルネック

である。キガリ市には世銀が資金支援している Rwanda Urban Mobility Project（RUDP）、

AfDB 資金を活用として実施が予定されている交差点改良プログラム Kigali Urban Transport 

Improvement Project（KUTI）があり、これらと本案件が同時に施工された場合、既存道路

ネットワークへの大きな負荷が予想される。このため施工計画は、これら関連案件との調整

を十分に行った上、作成される必要がある。 

2.4.1.1.3 本「施設建設」は都市内の工事であり、近隣に商業施設や教育施設もあることから、安全管

理を徹底し、また社会環境への負荷を最小限にする。 

2.4.1.1.4 特に対象交差点同士が同一路線上に隣接、もしくは近接している場合、道路横断を伴う工事

を同時に行うことは適切ではない。よって同一路線隣接及び近接交差点での横断工事の同時

施工を制限する。 

2.4.1.1.5 また対象交差点の内 8 カ所には既存の信号があり。これらは交通管制システム・エリア外の

交差点に移設する計画であるが、既存信号は新規日本製信号設置直前まで機能して必要があ

り、既存撤去・新設設置時期の調整のため、既存信号移設は本邦コントラクターの「施設建

設」スコープに含める。 

2.4.1.1.6 既設信号は単に撤去移設するだけではなく、移設先で機能させる必要がある。しかしながら

既設信号は LEDON Intelligent Technology Co., Ltd.製であり、本邦コントラクターが移設先の

交通流に合わせた調整を行うことは困難であることから、これら信号の維持管理を行ってい

るルワンダ・コントラクターを使った指定外注工事とする。 
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表 2.13 既設信号交差点機材システムインベントリー 

 

No JCT ID Local Name Layout Pole Type Nos Remarks
AR This pole has one arm with 2lights 

AT(G) 1
AL 1
AR 1 This pole has two arms( each has 2 lights

AT(G) 2
AL 1
AR

AT(G)
AL
AR

AT(G)
AL
AR

AT(G)
AL
AR

AT(G)
AL
AR 1

AT(G) 3
AL 2

Pedestrian Light 2
AR This pole has one arm with 2lights 

AT(G) 1
AL 1
AR 1 This pole has one arm with 2lights 

AT(G)
AL 1
AR This pole has one arm with 2lights 

AT(G) 1
AL 1
AR

AT(G)
AL
AR

AT(G)
AL
AR

AT(G)
AL
AR 1

AT(G) 2
AL 3

Pedestrian Light 4
AR This pole has one arm with 3lights 

AT(G) 1
AL 1
AR This pole has one arm with 3lights 

AT(G) 1
AL 1
AR This pole has one arm with 3lights 

AT(G) 1
AL 1
AR This pole has one arm with 3lights 

AT(G) 1
AL 1
AR

AT(G)
AL
AR

AT(G)
AL
AR 0

AT(G) 4
AL 4

Pedestrian Light
AR This pole has one arm with 2lights 

AT(G) 1
AL 1
AR This pole has one arm with 2lights 

AT(G) 1
AL 1
AR 1 This pole has one arm with 3lights 

AT(G) 1
AL 1
AR This pole has one arm with 1light 

AT(G) 1
AL 1
AR

AT(G)
AL
AR

AT(G)
AL
AR 1

AT(G) 4
AL 4

Pedestrian Light 4

1

2

3

4

5

6

Total

Total

1

2

3

4

2

3

4

5

6

4

5

6

Total

1

6

Total

1

2

3

1

2

3

4

5

Rwandex Gikondo
junction

Sopetrade Junction

Rwandex Majerwa
road Junction

Rwandex
Sonatubes Road

Bralirwa Junction

S03-09

S06-20

S03-10

S06-19

1

2

3
1

2

1

2

3

4

1
2

3

4
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No JCT ID Local Name Layout Pole Type Nos Remarks
AR This pole has one arm with 2lights 

AT(G) 1
AL 1
AR This pole has one arm with 2lights 

AT(G) 1
AL 1
AR This pole has one arm with 2lights 

AT(G) 1
AL
AR

AT(G)
AL
AR

AT(G)
AL
AR

AT(G)
AL
AR 0

AT(G) 3
AL 2

Pedestrian Light 8
AR This pole has one arm with 3lights 

AT(G) 1
AL 1
AR This pole has one arm with 3lights 

AT(G) 1
AL 1
AR This pole has one arm with 3lights 

AT(G) 1
AL 1
AR This pole has one arm with 3lights 

AT(G) 1
AL 1
AR

AT(G)
AL
AR

AT(G)
AL
AR 0

AT(G) 4
AL 4

Pedestrian Light 11 4 poles have double light
AR This pole has one arm with 3lights 

AT(G) 1
AL 1
AR This pole has one arm with 3lights 

AT(G) 1
AL 1
AR This pole has one arm with 3lights 

AT(G) 1
AL 1
AR This pole has one arm with 3lights 

AT(G) 1
AL 1
AR

AT(G)
AL
AR

AT(G)
AL
AR 0

AT(G) 4
AL 4

Pedestrian Light 11
AR 1 This pole has one arm with 3lights 

AT(G) 1
AL 1
AR This pole has one arm with 2lights 

AT(G) 1
AL 1
AR

AT(G) 1 This pole has one arm with 2lights 
AL 1
AR

AT(G) 1 This pole has one arm with 2lights 
AL 1
AR

AT(G)
AL
AR

AT(G)
AL
AR 1

AT(G) 4
AL 4

Pedestrian Light 7

6

7

8

5

5

6

Total

Total

1

2

3

4

2

3

4

5

6

4

5

6

Total

1

1

2

3

3

4

5

6

Total

1

2

Nyabugogo
Kimisagara Junction

Yamaha Junction

Gishushu Junction

Rwandex Zion
temple road

junction

S01-03

S06-18

S08-26

S03-11 1

2 3

1

4

2

3

1

2

3

4

1

2

3
4
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図 2.17 既設信号システム移設計画案 

出典：調査団 

2023 年 6 月現在、既設信号はルワンダ国のコントラクター「MICON REAL LINE LTD.」によって維持管理されている。 

MILCON は信号の他、街路灯の管理も行っている。「MILCON」は LEDON Intelligent Technology Co., Ltd.からの
機材の調達、輸入実績があり、同社の機器の設置、調整を行うことが可能な技術者を有している。 

2.4.1.1.7 このほか信号端末機器に必要となる電力の引き込みを、Energy Utility Corporation Limited 

（EUCL）への指定外注工事とする。 

2.4.1.1.8 資機材の調達に関しては、可能な限りルワンダのリソースを活用するものとするが、品質の

確保にリスクがある主要資機材については本邦調達とする。 

2.4.1.1.9 またルワンダの人的資源を有効に活用、また教育訓練することにより、施工技術、品質管理

の技術移転を図る。 

2.4.2 工程計画 

2.4.2.1.1 施設建設には信号端末機材の調達、据え付け、試運転が含まれる。通常信号端末機材の調達

には 1 年程度必要であり、さらに日本かルワンダまでの輸送に 2 ヶ月程度掛かる。よって機

材の到着までには調達準備期間を含めると 16～17ヶ月の月数が必要となる。これが工程上の

クリティカルである。 

2.4.2.1.2 信号端末装置が設置された交差点より定周期での運用をはじめ、制御、交通流のモニタリン

グを行い、管制システム設計にフィードバックする。よって信号機を含む交差点は完了毎に

施主に引き渡す。 

2.4.2.1.3 機材調達は施設建設開始の 10 ヶ月後から入札をはじめ、13 ヶ月後からシステム機材の制作

に取りかかる。 
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2.4.2.1.4 施設建設の 28 ヶ月目、機材調達据付の 16 ヶ月目から制御システムの調整を行い、施設建設

開始の 30 ヶ月後に同時終了する。
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2.4.3 調達上の留意事項 

2.4.3.1.1 本プロジェクトは二つのコンポーネントに分かれ、一つ目は交差点改良工事、信号端末設備

の設置及び関連インフラの工事からなる施設建設、二つ目は管制センターに配置する交通管

制システム機器の機材調達据付である（表 2.5 参照）。 

2.4.3.1.2 これら 2 つのコンポーネントは相互に関係しているものの、プロジェクト終了後のメインテ

ナンスに大きな違いがあり、フォローアップの必要性また内容頻度に大きな違いがある。

よってこの 2 つのコンポーネントを別々の調達とすることが合理的である。 

2.4.3.1.3 施設建設において信号設置工事及びその調整は主要コンポーネットとなるため、施工業者の

調達に当たっては、事前審査（Prequalification/：PQ）により、近年の同種工事の経験を確認

する。 

2.4.3.1.4 また JICA「無償資金協力事業におけるコンサルタント業務の手引き 2016年5月改訂」では、

施工業者事前資格審査について以下の通り説明している。 

「無償資金協力調達ガイドライン」においては、大規模または複雑な業務、特注設備及び特殊役務の調達契約に対し
ては、当該契約を請け負うにあたり必要となる資格条件を設定し、入札参加者に事前資格審査（P/Q：
Prequalification）を実施することが可能とされています。特に、施設建設案件の工事請負契約の場合は、入札参加
者の経験・技術力や財務状況が案件遂行に大きな影響を及ぼしますので、P/Q を実施します。 

P/Q については以下のとおり、A と B の２つのパターンがあります。競争性の観点から基本的には申告制（海外工事実
績、類似工事実績、技術者数については評価しない）の B パターンの適用を検討し、特定工事（大規模または特殊工
法を含む）施設建設案件については A パターンを適用しています。また、特定工事施設建設案件でなくとも特に評価が
必要と認められる項目がある案件は、当該項目については A パターンを適用し評価を行うことになります。当該案件がこ
れに該当するかについては、その都度コンサルタントが JICA と相談することとします。 

A パターン 

特定工事（大規模または特殊工法を含む）の施設建設案件の場合は、企業形態、財務状況の条件に加えて、海外
工事実績、類似工事実績及び技術者数について、「過去１０年間に○○億円以上の海外での工事実績が△△件以
上あること」等の条件を設定します。 

B パターン 

企業形態と財務状況については上記 A パターンと同様ですが、海外工事実績、類似工事実績及び技術者数について
は、「海外工事実績がある場合はその工事実績を記載すること」という、申告制（評価しない）とします。 

（中略） 

P/Q 基準項目は次の 5 項目とします。ただし、これ以外の項目を加えることが必要不可欠と判断される特殊な場合は、
JICA にも確認してください。 

ア. 企業形態 

イ. 財務状況 

ウ. 海外での工事実績 

エ. 類似工事実績 

オ. 技術者数 

2.4.3.1.5 本プロジェクトの施設建設は交差点改良、信号インフラを含む特定工事と判断され、A パ

ターンの選択が適当である。 
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2.4.3.1.6 機材調達据付については MODERATO システムを提供できる本邦メーカーが限られるため、

B パターンとし、特に海外実績は問わないものとする。また交通管制、管理システムの導入

実績のある商社も応札可能者とするが、この場合 MODERATO システムが提供出来るエビデ

ンス（例：MODERATO システムメーカーとの応札に係る合意文書または指定下請けに係る

協定文書）の提出を求める。 

2.4.4 施工区分・調達据付区分 

2.4.4.1.1 前述の通り本プロジェクトは 2 つのコンポーネントを含む。この 2 つのコンポーネントの施

工区分、調達据え付け区分を以下の表 2.14 に整理する。 

表 2.14 調達施工据え付け区分 
コンポーネント 施設建設 機材調達据付 

調達 交差点改良に係る資材、機材（信号灯
器、感知機、制御機、防護施設、電力供
給用ケーブル、情報伝達用ケーブル、信号
柱、感知機柱、電線管、ハンドホール蓋） 
交差点改良土木工事に係る資材、機材
（舗装材、コンクリート 2 次製品） 

交通管制センターに設置する管制機材（ケーブル類
を含む） 
 
 

施工・据え付け
設置 

交差点改良に係る工事（土工、排水工、
境界工、信号機器設置、感知機設置、配
線工事、ハンドホール設置工事、交通切り
回し工、試運転調整工） 

管制システム機器設置据え付け（配線工事含む） 
交通管制システム試運転調整 
初期操作指導 
瑕疵期間システムモニタリング 

出典：調査団 

2.4.5 施工監理計画・調達管理計画 

2.4.5.1.1 本プロジェクトの実施にあたっては、まず日本およびルワンダ国両政府間で本プロジェクト

の無償資金協力に係る交換公文（E/N）、JICA と「コ」国政府間で贈与契約（G/A）の締結が

行われ、これらの締結後、コンサルタントは JICA より発出される推薦状を受け、実施機関

である COK と詳細設計、入札補助業務および施工監理に関わるコンサルタント契約を結ぶ。 

2.4.5.1.2 コンサルタント契約に含まれる内容は以下のとおりである。 

[A] 施設建設 

a. 入札図書の作成 

 本調査報告書の結果に基づき、入札契約図書の作成を行い COK の承認を得る。入札

契約図書作成業務の内容は以下のとおりである。 

 設計図、数量計算 

 入札指示書、工事契約書の作成 

b. 工事入札の実施 

コンサルタントは COK が実施する工事入札を補佐、支援する。入札補助業務の内容は以下

のとおりである。 
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 入札公示 

 事前資格審査 

 入札説明会および現場説明 

 技術及び価格評価 

 契約交渉 

c. 施工監理 

2.4.5.1.3 JICAによる工事契約認証を受け、実施機関は工事業者に対し工事着工命令書を発給し、コン

サルタントは施工監理業務に着手する。 

2.4.5.1.4 施工監理業務では工事の進捗状況を COK、現地 JICA 事務所へ報告するとともに、施工業者

対し作業進捗状況、品質、安全管理への指示、また案件の支払いに関わる事務業務を行う。 

表 2.15 施工監理業務の内容 
監理項目 業務内容 

施工計画・施工図
承認 

施工業者より提出される施工計画書、工程表、施工図が契約書、契約図面、仕
様書等に適合しているかどうかを照査して承認を与える。 

工程管理 施工業者より工事の進捗状況の報告を受け、工期内に工事が完了するように必要
な指示を出す。 

品質管理 工事材料や施工の品質が契約図面や仕様書に適合しているかどうかを検査して承
認を与える。 

出来高監理 完成断面や平面形状等を検査し、出来形が監理基準を満足しているかチェックを行
うと同時に数量の確認をする。 

証明書の発行 施工業者への支払、工事の完了、瑕疵担保期間の終了等に際して必要な証明書
を発行する。 

報告書の提出 施工業者が作成する工事月報、完成図面、完成写真等を検査し、「ウ」国政府側
と JICA に提出する。また、工事完了後に完了報告書を作成し、JICA へ提出する。 

出典：調査団 

「B」機材調達据付 

2.4.5.1.5 納入業者調達に係る a.入札図書作成、b.入札のプロセスは[A]施設建設と同じである。機材調

達据付監理では施設建設工事の進捗に目を配り、機材保管場所、期間及び搬入時期の監理を

行い、納入業者と共にシステム機材の初期操作指導を COK に対し行う。 
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表 2.16 調達監理業務の内容 
監理項目 業務内容 

図面承認 調達業者より提出される調達計画書、工程表、機材配置図が契約書、契約図面、仕様書
等に適合しているかどうかを照査して承認を与える。 

工場立ち会い検査 機材の製造完了後システムの動作確認を行い仕様書に示される数量、機能の検証を行う。 
第三者期間による
船積み前機材検査 

工場立ち会い検査完了後請負者がすべての資機材を梱包し輸出準備の完了後、第三者
機関による検査の実施を計画する。また検査実施時の立ち会いを行う。 

工程管理 施工業者より工事の進捗状況の報告を受け、工期内に機材据え付けが完了するように必要
な指示を出す。 

試運転調整 現場での据え付け工事後、試運転を行い要求機能が満足されているか確認を行う。試運転
調整は単体機材と総合的なシステムについて実施する。 

出来高監理 調達計画書及び図面との整合を検査する。 

証明書の発行 調達業者への支払、工事の完了、瑕疵担保期間の終了等に際して必要な証明書を発行す
る。 

報告書の提出 調達業者が作成する図書を精査しコメントを添え「ウ」国政府側と JICA に提出する。また調
達完了後に完了報告書を作成し JICA へ提出する。 

出典：調査団 

2.4.6 品質管理計画 

2.4.6.1.1 施設建設工事の品質管理はプロジェクトで作成する仕様書に基づき実施する。仕様書は

AASHTOまたはわが国の基準、試験方法に準拠する。品質管理計画（案）を表 2.17に示す。 

表 2.17 品質管理計画（案） 
工事 対象項目 検査、監理試験等 検査、試験頻度 

土工（埋設管敷
設）、アスファルト
舗装工、路体、
路床、構造物埋
戻し 

材料管理 

CBR 試験、土質試験（比重、粒度、含水量、液
性・塑性限界、密度）、骨材試験（比重、粒度、
強度、吸水率）、瀝青材（品質証明書、成分分
析表） 

施工前 

日常管理 締固め密度試験、含水比、瀝青材（安定度、フ
ロー値、空隙率、マーシャル試験、温度） 

施工直後 
施工箇所一層毎 1 日 1 回 

コンクリート工 

バッチャープ
ラント（必要
に応じて） 

計量機器、練り混ぜ性能、静荷重検査 ・計量制
御装置、動荷重検査、練り混ぜ性能 

施工前、毎月（動荷重は
3 ヶ月毎） 

材料 
セメント、水・規格証明により検査を行う 
細骨材、粗骨材試験・粒度 ・比重 ・吸水率 ・単
位重量・耐久性・アルカリ骨材反応 

施工前及び使用材料変更
時 

コ ン ク リ ー ト
基準試験 

試験練りを実施し配合を決定する。スランプ ・空
気量 ・温度 ・試験体強度 

施工前 

日常管理 

フレッシュコンクリート：・空気量 ・スランプ ・温度 最初の連続 5 台、以降
50m3 ごと、供試体作成時 

コンクリート打設：・打設方法 ・締固め 
・打継ぎ位置・養生方法 ・レイタンス処理 

打設時立合検査 

コンクリート供試体：・供試体圧縮強度試験・コン
クリート管理図作成 

1 日 1 回供試体作製 打
設後 7 日及び 28 日 

鉄筋 

材料 鉄筋材は製造工場のミルシートにより確認する。 
・品質 ・引張試験 ・曲げ試験 

施工前 

設置検査 
日常管理 

組上がったものに対し以下について検査を行う 
・材料サイズ ・寸法 ・配置 ・ラップ長 
・かぶり ・固定状況・打継目処理状況 

コンクリート施工前： 
打設範囲毎に全数検査 

出典：調査団 
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2.4.7 建設資材調達計画 

2.4.7.1.1 本プロジェクトの主な工種は信号インフラ設置工事及び道路工事である。道路工事に必要な

主要材料（コンクリートやアスファルト材料）のほとんどはルワンダで調達が可能である。

しかしながらその供給量、品質については再度確認する必要がある。 

2.4.7.1.2 本プロジェクトで使用されるケーブル類は地下配線とする必要がある。地下ケーブルは絶縁

処理を施す必要があるが、地下配線が一般的でないルワンダでは入手困難である。またケー

ブル用可とう配管材も一般的でない。よって日本を含めた外国から輸入する必要がある。 

2.4.7.1.3 表 2.18 に資機材の調達先リストを示す。 

表 2.18 主要材料の調達先リスト 
建設資材名 現地調達 日本調達 第三国調達 摘 要 

鉄筋  ○ ○  
セメント ○    

コンクリート混和剤  ○ ○  
鉄筋  ○ ○  

仮設用鋼材 ○    
アスファルトコンクリート ○    

砕石・砂 ○    
型枠材 ○    

支保工・足場工 ○    
コンクリートパイプ ○    

可とう管  ○ ○  
電線ケーブル  ○ ○  

信号端末機材  ○   
中央装置 

（サーバ、ビデオウオール） 
 ○   

出典：調査団 

2.4.8 初期操作指導・運用指導等計画（ソフトコンポーネント） 

2.4.8.1.1 必要性：交通管制システムの機能維持のためには機能を構成するハード、ソフトの定期的な

監視が不可欠である。また定数などのシステム稼働に係る要素は、交通状況の変化に応じて

アップデートする必要がある。これらのモニタリング、変化の感知のためには、適切な能力

を持った人材の確保、配置が必要である。 

2.4.8.1.2 管制システム機能の中核である MODERATO は、日常的な交通変動には対応するが、道路や

人、車が集中する施設などの新設による交通流パターンの変化には追従できない。よってシ

ステム管理者は、十分な知識とスキル、および必要な変更を加える技術を持つ必要がある  

2.4.8.1.3 システム管理者の MODERATO オペレーション技術の習得には、本邦交通管制及び

MODERATO に精通する技術者からの支援は不可欠である。 
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2.4.8.1.4 以上を背景として、事業の円滑な立ち上がり、また協力効果の持続性、発展性を確実なもの

とするために、ソフトコンポーネントによる支援が必要である。 

2.4.8.1.5 目的：ソフトコンポーネントの目的は、交通管理技術の移転により、管理者が交通状況を正

確に把握し、必要なコントロールを管制機器により実施可能はスキルが備わることである。 

2.4.8.1.6 以下の表 2.19 に交通管制を行う上で必要となる技術をまとめる。 

表 2.19 交通管制に必要な技術 
A.信号設計設置維持管理 B.広域交通制御・管制 

1. 交通信号制御の基本事項 
2. 制御方式の種類と選定 
3. 信号制御実施上の留意事項 
4. 信号現示設計 
5. 信号交差点の交通容量の計算 
6. 交差点遅れと信号サイクル長 
7. 信号灯機及び現場機器の設置法 
8. 配線設計 
9. 現場制御機器の維持管理 

1. 広域交通制御の基本概念 
2. 制御原理 
3. 交通情報の整理 
4. 制御モードの決定 
5. サブエリアの設定 
6. サイクル、スプリット、オフセットの設定 
7. 制御介入及び解除 
8. 定数概略設定 
9. MODERATO システム構成 
10. HMI 操作 

出典：調査団 

2.4.8.1.7 本ソフトコンポーネンットは上記 A.B をカバーする。特に B 広域交通制御・管制

（MODERATO）は我が国の特筆する技術であり、この技術を正しく、更に効果的に使うこ

とにより、広域交通流の最適化が達成される。 

2.4.8.2 コンポーネントの成果 

プログラム A：.信号設計設置維持管理 

2.4.8.2.1 座学及び現地調査を通じて、交通現況の把握、交通管制理論を習得する。また現地調査の結

果から重要交差点の設定、サブエリアのグルーピングの設定の技術を習得する。 

プログラム B.広域交通制御・管制 

2.4.8.2.2 B-1 システム定数の設定: 感知器から収集された情報からシステム定数の設定について習得す

る。 

2.4.8.2.3 B-2 交通管制業務の実施: 試運転によりシステム全体を稼働させ、支援を得て交通管制業務を

実施する。 
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2.4.8.3 成果達成度の確認方法 

2.4.8.3.1 各活動の達成度を確認するため成果項目、確認事項及び方法を表 2.20 にまとめる。 

表 2.20 成果の達成度の確認事項とその方法 
成果項目 成果達成度の確認事項 確認方法 
プログラム-A 
信号設計設置維持管理 
管制エリアの交通状況の把握 
管制理論の習得 

(1) 管制エリアの交通流を把握したか 
(2) 交差点解析方法を把握したか 
(3) 交通管理理論を把握したか 
(4) 重要交差点、サブエリアの設定ができたか 
(5) 信号制御詳細設計はできたか 

(1) 本邦専門家による口頭
試問（チェックシート及び
ディスカッション） 

プログラム-B 
B-1..システム定数の設定 

(1) 定数設定について理解したか 
(2) 既存のデータに基づき定数設定を行うことが

出来たか 

(1) 定数設定結果 

B-2. 交通管制業務の実施 (1) システムの始動ができたか 
(2) システムをトラブルなくオペレーションできたか 
(3) 緊急車両通行に係る特別措置を執ることが

できたか 

(1) 管制オペレーション時間
（AM ピーク、PM ピーク）が
6 時間以上 

出典：調査団 

2.4.8.4  ソフトコンポーネントの対象 

2.4.8.4.1 ソフトコンポーネントの対象は現在雇用されている COK 技術者を対象とするが、共同で維

持管理を行うことを予定しているルワンダ国警察（RNP）の Traffic and Road Safety (TRS) 

department のオフィサーを含むものとする。 

2.4.8.4.2 表 2.21 に想定されるソフトコンポーネント対象者を示す。 

表 2.21 ソフトコンポーネント対象者 
組織 部署 分掌 プログラム 人数 
COK City Engineer システム運用計画 A, B-1,B-2 4 
Rwanda National 
Police 

Traffic and Road Safety 
(TRS) department 交通規制、管理 A, B-2 3 

COK City Engineer センター運用 B-1,2 4 
COK City Engineer 保守 B-2 4 

出典：調査団 

2.4.8.5 ソフトコンポーネントの実施工程 

2.4.8.5.1 ソフトコンポーネントの実施工程案を表 2.22 に示す。 
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表 2.22 ソフトコンポーネントの実施工程案 

 
出典：調査団 

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

1 1

1 1

1 1 1

1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

ラップアップ　COK
JICA「ル」事務所報告

（移動）キガリ→東京

システムテスト

B2

A

B1

感知器情報の分析

暫定定数の設定（実習）

システム始動確認、端末機器稼働確認

(OJT)

信号定数設定確認

3

（移動）東京→キガリ

プログラム・ブリーフィング

COK JICA「ル」事務所

管制対象地域の交通流の把握 (現地

調査）

信号制御計画（実習）

交通管制、制御システム、制御定数設

計手順（座学）

4 5 9 1 2 9 104 5 6 7 87 8
1回目

1 2 3
2回目

22 2317 18 19 20 2114 15 1611 12 136
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3 環境社会配慮 

3.1 初期環境調査 

3.1.1 環境社会影響を与える事業コンポーネントの概要 

3.1.1.1.1  事業の目的：本事業は、キガリ市において交通管制システム及び信号管制システムの整備、

交差点改良等を実施することにより、公共交通を含む市内交通流の円滑化および安全向上を

図り、もってキガリ市の持続的な経済・社会の発展に寄与するものである。 

3.1.1.2  事業内容 

3.1.1.2.1 施設、機材等の内容： 

【施設】交通管制機材設置に伴う付帯的な交差点改良工事（20 交差点）、路面標示 

・既存信号システムの交換：9 交差点 

・新たな信号システムの設置：6 交差点 

・幾何学構造の変更を含む信号システムの改良：4 交差点 

・ラウンドアバウトから信号交差点に変更：1 交差点 

【機材】交通管制機材（信号機及び信号機の統合制御機材）（22 交差点）、対象交差点におけ

る信号制御システム、交通管制センターシステム 

信号システム機材の供与のみ：2 交差点 

3.1.1.2.2 コンサルティング・サービス： 

詳細設計、入札補助、施工監理、施設/機材の運営・維持管理、データ解析・システム運用等

に係る技術指導・マニュアル作成等 

3.1.1.2.3 調達・施工方法：一般的な資機材は現地調達し、現地調達困難な一部の資機材は日本調達と

する。 

3.1.1.3 本事業の受益者（ターゲットグループ） 

3.1.1.3.1 直接受益者（交差点改良等により交通状況が改善される人口：1.745 千人） 

3.1.1.3.2 最終受益者（交差点改良等により恩恵を受ける地域人口：約 1,263 万人 

3.1.2 ベースとなる環境および社会の状況 

3.1.2.1 自然環境 

3.1.2.1.1 気候：ルワンダ国には 6 月～9 月および 1 月～2 月の年 2 回の乾期と 3 月～5 月および 10 月～

12 月の年 2 回の雨期があり、雨期の 6 ヶ月間に年間雨量の約 70％が集中する。年間降水量は

西南部が多く年間約 2,000mm、北東部では少なく 600mm 程度である。気温は年間を通して
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大きな変化はない。キガリ市はケッペンの気候区分ではトロピカルサーバンナ気候に属し、

年間平均気温は 21℃、年間降水量は 990mm で、キガリ西部および北西部の山間部ではより

降水量が多い。赤道付近に位置するため、明確な四季はない。 

 
図 3.1 キガリの気候 

3.1.2.1.2 地形・地質：キガリ市はルワンダ国のほぼ中

央に位置し、面積は 730km2、標高 1,300～

1,800m の高地上にある複数の丘から形成され

ている。キガリ市周縁部は、市域外西部から

北部にかけて標高が高い地域が広がってい

る。地質は花崗岩と変堆積岩が基盤となって

おり、これら地盤には片岩、砂岩及び泥岩が

含まれる。丘陵地帯の斜面の土壌流出が激し

い場所では土壌の肥沃度が失われている。 

3.1.2.1.3 湿地帯：丘と丘との間の低地の谷間には湿地

帯が存在し、その面積は市の約 10.6％を占め

ている。湿地帯はミネラルを含んだ土壌であ

り、水質の改善、洪水や土壌侵食の被害の軽

減、多様な動植物の生息地、農地、建築材料

である粘土を提供するなど、キガリ市の環境

保全上、重要な地帯である。近年、都市化や農業や産業の拡大、丘陵地帯の斜面の土壌流出

に伴う重たい泥の蓄積による湿地帯への影響が懸念されている。 

3.1.2.1.4 保護区・森林地帯:キガリ市内には国立公園などの自然保護区は存在しない。まとまった森林

地帯は西部や北部の標高が高い地帯に残されているが、本調査の対象となる市街地にはない。 

3.1.2.2  対象交差点周辺の自然環境 

3.1.2.2.1 ラウンドアバウト内および道路沿いにはキガリ市衛生環境課（Health and Environment Unit）

により様々な植物が植えられ、美しい景観を作り出している。植栽されているの園芸種で、
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図 3.2 キガリの河川と湿地帯の分布状況 

出典： KIGALI State of Environment and 
Outlook Report 2013 
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道路周辺地域も含めて自然植生はほとんど残されていない。主な街路樹は、路肩にはジャカ

ランダ（Jacaranda mimosifolia）、カエンボク（Spathodea campanulata）、中央分離帯には枝を

横に枝を張らないココヤシ（Cocos nucifera）やアショカ（Polyalthia longifolia）である。こう

した植生は様々な昆虫や野鳥に生息場所を提供している。交差点改良工事等により既存の植

生が除去された場合、工事後の交差点の形状に合わせた新たな植栽が必要になる。 

 
交差点内外の植栽状況 

3.1.2.3  社会環境 

3.1.2.3.1 行政区分・人口:キガリ市（731km2）は、ニャルゲンゲ郡（Nyarugenge District: 134 km²）、ガ

サボ郡（Gasabo District：430km2）、キチュキロ郡（Kicukiro District: 167 km2）の 3 郡から構成

され、中央政府や地方政府（キガリ市政府）はニャルゲンゲ郡に位置している。また、郡は

セクターと呼ばれる小規模な行政区分に分割されており、ニャルゲンゲ郡が 10セクター、ガ

サボ郡が 15 セクター、キチュキロ郡が 10 セクターにそれぞれ分割されている。 

3.1.2.3.2 第 4 回人口住宅センサス（Fourth Population 

and Housing Census, Rwanda, 2012）によると、

2012 年時点のキガリ市の人口は 1,132,686 人

（ニャルゲンゲ郡：284,561 人、ガサボ郡：

529,561 人、キチュキロ郡：318,564 人）、人口

密度は 1,552人/km2となっており、ルワンダの

総人口のおよそ 11％がキガリ市在住である｡

ルワンダ統計局（National Institute of Statistics 

of Rwanda）が 3 年毎にサンプル調査として実

施している第 6 回統合世帯生活状況調査

（Integrated Household Living Conditions Survey 

6、2019-2020）ではルワンダの総人口は 1,210

万人規模と推定され、2012 年の 1,051 万人か

ら 15％増加している。 

3.1.2.3.3  経済活動: Establishment Census 2020 による

と、ルワンダ国内の全 226,359 事業所の内、

23.5％に相当する 53,400 がキガリ市内にあ

る。キガリ市内の事業所はニャルゲンゲ郡の

CBD 地区や国道 3 号沿いに集中している。ま

図 3.3 キガリ市内の事業所の分布状況 

出典：Establishment Census 2020 
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た、就業者数はルワンダ国全体の 706,140 人の内、28.8％に相当する 203,589 人がキガリ市の

労働者である。就業者の活動分野では、卸小売業・自動車とオートバイの修理および宿泊施

設とフードサービスの比率が高い。 

3.1.2.3.4 道路用地：ラウンドアバウト内や路肩などの道路用地は街路樹と同じくキガリ市衛生環境課

により日常的に清掃作業が行われており、ゴミ等はほとんど落ちていない。道路用地の境界

線は明確に確認でき、不法占拠やストリートベンダーは全く存在していない。したがって、

既存の道路用地内での工事であれば、深刻な影響を受ける人々はインフォーマルも含めて居

ないと判断される。 

3.1.2.3.5 対象交差点内の文化財：空港から市

内に入る途中の Sonatube ラウンドア

バウト内には 2019 年にキガリ市によ

り設置された彫像がある。この彫像

は、3 名の男女がルワンダの伝統的

なダンスを踊っている姿を示したも

ので、空港からくる訪問者に対して

歓迎と温かいもてなしを伝えるために設置された。ラウンドアバウトの中央に配置されてい

るため、交差点改良工事の内容によっては移設工事が必要となる。この Sonatube ラウンドア

バウトについては、AfDB による交差点改良が計画されており、本調査では無償にて信号機

材の供与を検討する。 

3.1.2.3.6 貧困状況：「Integrated Household Living Conditions Survey（EICV5）-2016/2017-」では実質年

間消費量が RWF 159,375 を貧困ライン、極度の貧困ラインを RWF105,064 としている。貧困

率は全国で 38.2％、キガリ市で 13.9％（ニャルゲンゲ郡：11.8％、ガサボ郡：15.8％、キチュ

キロ郡：11.4％）、極度の貧困率は全国で 16.0％、キガリ市で 4.2％（ニャルゲンゲ郡：4.6％、

ガサボ郡：4.5％、キチュキロ郡：3.5％）となっており、キガリ市の貧国率は全国平均の約

1/3 である。 

3.1.2.3.7 ジェンダー：ルワンダは女性の社会進出が進んでいる国の一つである。世界経済フォーラム

の「The Global Gender Gap Report 2022」では、男女格差を測るジェンダー・ギャップ指数が

0.811（経済参画：0.747 教育水準：0.960 健康衛生：0.974 政治参画：0.563）で世界 6 位

となっている（日本は 0.656 で世界 116 位）。 

3.1.2.3.8 Establishment Census 2020によると、就業者数では国全体、キガリ市共に 39％が女性であり、

女性は重要な労働力になっている。キガリ市内の重要な交通手段であるバイクタクシーでは、

ドライバーは男性であるが、女性も積極的に利用している。 
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3.1.2.4 公害 

3.1.2.4.1 大気：国内のほとんどの地域につ

いて大気質はルワンダ国の大気質

基準をわずかに上回るか、安全な

範囲内である。ただし、都市部で

は粒子状物質（PM10）と窒素酸

化物（NOx）が定期的に基準値を

超えることが確認されている。特

にキガリ市では、人口増加、経済

活動の拡大、交通量の増加に伴

い、大気汚染が懸念されており、

窒素酸化物は混雑した道路付近で

より高くなっている。キガリ市の

2020 年の大気質の概要を図 3.4 に

示す。 

3.1.2.4.2 REMA は全国 24 地点の大気汚染計測センサーの測定値を Android 用アプリ（Air Quality Index 

Rwanda）を通じて随時、確認できるサービスを提供している。本調査の対象地域内には 4 カ

所の計測センターが設置されている。 

図 3.5 Air Quality Index (AQI) Rwanda のイメージ 
出典：https://aq.rema.gov.rw 

3.1.2.4.3 騒音・振動：騒音、振動共に環境基準は定められているものの、キガリ市内において騒音、

振動のモニタリングは行われていないため、有効なデータは存在していない。ただし、幹線

道路では歩道と路肩が十分に確保されており、運転マナーが良く交差点等での不必要なクラ

クションないため、道路沿いの住民への騒音、振動による影響は限定的であると想定される。 

 
図 3.4 キガリ市の 2020 年の大気質の概要 

出典：RWANDA State of Environment and Outlook Report 
2021 

Gacuriro Station (PM2.5) 

Kimihurura Station (PM2.5) 

Mont Kigali Station (PM2.5) 

Gitega Station (PM10) 
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3.1.3 相手国の環境社会配慮制度・組織 

3.1.3.1  ルワンダ国の環境行政 

3.1.3.1.1 ルワンダ国で環境行政を管轄するのは環境省（Ministry of Environment：MOE）である。以前

は天然資源省（Ministry of Natural Resources：MINIRENA）であったが、2017 年に MOE と土

地・森林省（Ministry of Lands and Forestry）に分けられた。現在は、環境と水および森林を含

む天然資源の分野を総括的に管轄する省として再度、編成されている。 

3.1.3.1.2 MOE は本省と傘下の外部機関のルワンダ環境管理庁（Rwanda Environment Management 

Agency：REMA）、ルワンダ土地管理利用局（Rwanda Land Management and Use Authority：

RLMUA）、ルワンダ水資源委員会（Rwanda Water Resources Board：RWB）、ルワンダ気象庁

（Rwanda Meteorology Agency：RMA）、Rwanda Green Fund から構成されている。この内、実

質的に環境行政を担当するのは REMAで、環境保護や天然資源の持続可能な管理、気候変動

を管轄している。 

3.1.3.2  ルワンダ国の環境影響評価(EIA)制度 

3.1.3.2.1 ルワンダ国では環境法（LAW No 48/2018 OF 13/08/2018 ON ENVIRONMENT）の第 30 条で環

境影響がある全てのプロジェクトに対して実施前の環境影響に関する調査を義務付けている。

EIA を必要とする事業リストおよび手順に関する大臣令（MINISTERIAL ORDER No 001/2019 

OF 15/04/2019 ESTABLISHING THE LIST OF PROJECTS THAT MUST UNDERGO 

ENVIRONMENTAL IMPACT ASSESSMENT, INSTRUCTIONS, REQUIREMENTS AND 

PROCEDURES TO CONDUCT ENVIRONMENTAL IMPACT ASSESSMENT）では必要となる基

本的な手続き、該当プロジェクトリストが規定されている。また、具体的な手続き内容を解

説 す る 「GENERAL GUIDELINES AND PROCEDURE FOR ENVIRONMENTAL IMPACT 

ASSESSMENT 2006」や道路セクターのガイドラインとして「SECTOR GUIDELINES FOR 

ENVIRONMENTAL IMPACT ASSESSMENT (EIA) FOR ROADS DEVELOPMENT PROJECTS IN 

RWANDA 2009」が発表されている。これらのガイドラインで情報の公開とステークホル

ダー協議の実施が規定されている。 

3.1.3.2.2 EIA に関する大臣令では、EIA は Full EIA と Partial EIA に分けられ、それぞれについて実施

が義務付けられる事業リストが示されている。道路セクターについては「国際道路、国道、

地方道の建設と改修および大型橋梁の改修」が Full EIA が必要なリストに含まれている。ま

た、道路セクターガイドラインでは、4 車線以上 10km 以上の改築工事、道路用地 15m 以上

30km 以上の修理工事、道路用地 15m 以下 60km 以上の修理工事、100 世帯以上に影響を与え

る道路工事、河川沿いや氾濫原での道路工事などで EIA の実施を求めている。ただし、現在

では量的な基準ではなく、プロジェクトの概要を示したプロジェクト概要書（Project Brief）

の内容から EIA が必要か否かが判断されている。また、REMA により General Guidelines およ

びセクター別ガイドラインの改訂作業が行われている。 



 

3-7 

3.1.3.2.3 EIA報告書に係る諸手続きの担当は、以前は REMAであったが、2009年から開発と環境保全

を同時に実施する政策方針からルワンダ国開発委員会（Rwanda Development Board：RDB）

の環境応諾局（Environmental Compliance Department）へ移管された。 

3.1.3.2.4 事業実施者はプロジェクト概要書（Project Brief）を準備し、事前に登録されている機関や専

門家を通じて通常はオンラインで RDB へ提出する。RDB はプロジェクトのスクリーニング

を行い、EIA が必要か否かを判断する。General Guidelines 2006 によると、プロジェクト概要

書には以下の内容が含まれていなければならない。 

 事業実施者の氏名、役職、住所 

 事業名、目的、内容（規模、設計図面、活動、製品、投入資源などを含む） 

 プロジェクトサイトおよび周辺状況の記述、代替地がある場合はその記載 

 プロジェクトおよびその立地場所で厳守すべき既存の法律や規則 

 プロジェクト実施の全ての段階で想定される環境影響と緩和策 

 代替案の記述 

 その他の関連情報 
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3.1.3.2.5 環境の監督官庁である Rwanda Development Board（RDB）へプロジェクト概要書（Project 

Brief）を提出し、EIA の要否ついて審査を依頼した。 

図 3.6 EIA 実施手続きの流れ 
出典：SECTOR GUIDELINES FOR EIA FOR ROADS DEVELOPMENT PROJECTS IN RWANDA 

3.1.3.2.6 RDB の審査の結果、本案件は工事中の住民、道路利用者への影響が無視できないとの評価か

ら、Partial EIA が必要となった。 
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3.1.3.2.7 Partial EIA の構成は以下の通りである。 

CHAPTER 1. Proposed Project Description 

1.1. Project Basic information 

1.2. Funds and source of funding or financier(s) 

1.3. Background of the Project 

1.4. Project justification and objectives 

1.5. Description of Project components and Activities during Project life cycle 

1.5.1. Multi-Criteria Analysis (MCA) for selection of the junctions and proposed interventions 

1.5.2. Types of Intervention 

1.5.3. Specific Activities during Project Life Cycle 

1.6. Project location and Area of influence 

1.7. Project design 

CHAPTER 2. A Baseline Condition or Description of the Environment 

2.1. General Conditions 

2.1.1. Socio-environmental conditions 

2.1.2. Social environment 

2.1.3. Pollution Status 

2.2. Specific Conditions 

2.2.1. Critical and Non-critical locations 

2.2.2. Field survey outcome 

2.2.3. Noise and Air Pollution Baseline Survey 

CHAPTER 3. The Environmental and Social Management and Monitoring Plan (ESMP) 

3.1. Risk Identification 

3.2. Impact Assessment 

3.3. Mitigation Measures and Monitoring approach 

3.4. Monitoring Plan2 
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3.1.3.2.8 ルワンダ国の環境関連法規制と JICA 環境社会配慮ガイドラインを比較した結果は以下の通り。 

表 3.1 ルワンダ国における環境配慮に係る法制度と JIC 環境社会配慮ガイドラインの比較 
 ルワンダ国環境関連法規 JICA ガイドライン 比較結果 
1. 法令、基準、
計画等との整合
性 

ル ワ ン ダ 国 で は 環 境 法 （LAW No 
48/2018 OF 13/08/2018 ON 
ENVIRONMENT）の第 30 条で環境
影響がある全てのプロジェクトに対して
実施前の環境影響に関する調査を義
務付けている。 

プロジェクトは、相手国政府(地方政府
を含む)が定めている環境社会配慮に
関する法令、基準を遵守しなければな
らない。また、相手国政府が定めた環
境社会配慮の政策、計画等に沿ったも
のでなければならない。 

特に差異無し 

2. 回避策・緩和
策の検討 

「GENERAL GUIDELINES AND 
PROCEDURE FOR 
ENVIRONMENTAL IMPACT 
ASSESSMENT 2006」や「SECTOR 
GUIDELINES FOR 
ENVIRONMENTAL IMPACT 
ASSESSMENT (EIA) FOR ROADS 
DEVELOPMENT PROJECTS IN 
RWANDA 2009」で EIA に回避策や
緩和策、およびその実施計画の記載が
義務付けられている。 

プロジェクトを実施するに当たっては、そ
の計画段階で、プロジェクトがもたらす
環境や社会への影響について、できる
限り早期から、調査・検討を行い、これ
を可能な限り回避し、これが可能でな
い場合に最小化、軽減、緩和するよう
な代替案や緩和策を検討し、その結果
をプロジェクト計画に反映しなければな
らない。 

特に差異無し 

3. 代替案の検討 EIA ガイドラインにプロジェクトの申請時
に提出する Project Brief に代替案の
記述が義務付けられている。 

プロジェクトによる望ましくない影響を回
避し、最小限に抑え、環境社会配慮
上よりよい案を選択するため、複数の代
替案が検討されていなければならない。 

特に差異無し 

4. 検討する影響
スコープ 

EIA ガイドラインでは検討項目として、
負の社会影響、土地の劣化、水質汚
染、大気汚染、野生生物や生息地へ
のダメージ、気候や水循環への負の影
響、廃棄物について明記されている。 

環境社会配慮に関して調査・検討すべ
き影響の範囲には、大気、水、土壌、
廃棄物、事故、水利用、気候変動、
生物多様性、生態系サービス等を通じ
た、人間の健康と安全及び自然環境
(越境の又は地球規模の環境影響を
含む)並びに以下に列挙するような事項
への社会配慮を含む。 

ほぼ差異無し 

5. 社会的合意 EIA ガイドラインに EIA 審査手続き段
階での情報公開やステークホルダーの
パブリックコンサルテーションへの参加の
権利が示されている。 

プロジェクトは、それが計画されている
国、地域において社会的に適切な方法
で合意が得られるよう十分な調整が図
られていなければならない。特に、環境
や社会に与える影響が大きいと考えられ
るプロジェクトについては、プロジェクト計
画の代替案を検討するような早期の段
階から、情報が公開された上で、地域
住民等のステークホルダーとの十分な協
議を経て、その結果がプロジェクト内容に
反映されていることが必要である。 

特に差異無し 

6. モニタリング EIA ガイドラインに事業者によるモニタリ
ングの実施および環境管理機関への
報告および環境管理機関によるモニタ
リング結果のレビューおよび負の影響が
確認された時の対策の義務が記載さ
れている。 

相手国等が環境社会配慮を確実に実
施しているか確認するために、JICA は
原則として、カテゴリ A、B 及び FI のプロ
ジェクトについては、一定期間、相手国
等によるモニタリングの内重要な環境社
会影響項目につき、相手国等を通じ、
そのモニタリング結果を確認する。 
モニタリング結果の確認に必要な情報
は、書面等の適切な方法により、相手
国等より報告される必要がある。 

特に差異無し 
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3.1.3.3  ルワンダ国の環境基準 

3.1.3.3.1 大気の環境基準は許容限界基準値として「MINISTERIAL ORDER No 003/16.01 OF 15/07/2010 

PREVENTING ACTIVITIES THAT POLLUTE THE ATMOSPHERE」の付表に示されている。 

表 3.2 大気質の許容限界基準 

物質 時間 工業地域 住宅地域他 管理地域 
硫黄酸化物（SOx） 年間平均 80 60 15 
（μg/m3） 24 時間平均 125 80 30 
窒素酸化物（NOx） 年間平均 80 60 15 
（μg/m3） 24 時間平均 150 80 30 
粒子状物質（SPM） 年間平均 360 140 70 
（（μg/m3） 24 時間平均 500 200 100 
微小粒子状物質（PM2.5） 年間平均 35 - - 
（μg/m3） 24 時間平均 75 - - 
鉛（Pb） 年間平均 1.0 0.75 0.50 
（μg/m3） 24 時間平均 1.5 1.00 0.75 
一酸化炭素（CO） 8 時間平均 5.0 2.0 1.0 
（mg/m3） 1 時間平均 10.0 4.0 2.0 
オゾン（O3） 8 時間平均 200 - - 
（μg/m3） 1 時間平均 120 - - 

出典：MINISTERIAL ORDER No 003/16.01 OF 15/07/2010 PREVENTING ACTIVITIES THAT POLLUTE 

THE ATMOSPHERE 

3.1.3.3.2 騒音については Rwanda Standard (RS) 236、振動につては RS 237 に許容限界基準値が定めら

れている。 

表 3.3 騒音の許容限界基準値 

地域区分 
最大許容値（dB） 
昼（6:00 ~ 21:00） 夜（21:00 ~ 6:00） 

工業地域 75 70 
商業地域 65 55 
住宅地域 55 45 
静穏を要する地域 50 40 

出典：RS 236 

表 3.4 地盤振動の許容限界基準値 

最大許容値 

5 mm/s PPV：Peak-Particle-Velocity（振動速度振幅の最大値） （終日） 

出典：RS 237 
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3.1.4  代替案（ゼロオプションを含む）の比較検討 

3.1.4.1.1 本事業は機材調達据付のみを含めて 22交差点の主として信号システムの改良工事を行うもの

である。22 交差点の内、2 つの交差点については、幾何学構造の変更工事および信号化（案）

に加えて、高架橋（フライオーバー）案も検討された。この 2 つの交差点について、代替案

の比較検討を行った。 

3.1.4.1.1.1 Kanogo ラウンドアバウト 

表 3.5 Kanogo ラウンドアバウトの代替案の検討 

項 目 ゼロオプション 
（何もしない） 

ラウンドアバウトから信号十字
路へ改築案 

フライオーバー 
（高架橋）建設案 

交通容量／ 
受胎緩和効果 

増え続ける交通量
に対応できない。 
× 

予測される交通量に対して十
分な交通容量を確保できる。 
○ 

予測される交通量に対して十
分な交通容量を確保できる。 
○ 

建設費 建設費は発生しな
い。 
○ 

建設費が発生するが、許容の
範囲内である。 
○ 

巨額の建設費が必要になる。 
△ 

用地取得／ 
住民移転 

－ － － 

建設時の影響 － 建設工事に伴い渋滞や騒音
が発生するが、建設期間が短
いためその影響は限定的であ
る。 
○ 

建設工事に伴い渋滞や騒音
が発生し、工事が長期間にな
ることから、既存交通に影響を
およぼす。また、下流域にある
湿地への濁水による影響が懸
念される。 
△ 

自然環境への影響 － ラウンドアバウトの内の植生の
除去が必要になるが、影響は
限定的である。 
○ 

ラウンドアバウトの内の植生の
除去が必要になるが、影響は
限定的である。 
○ 

社会環境絵の影響 － 交差点の本質的な役割に変
化はない。 
－ 

交差点の本質的な役割に変
化はない。 
－ 

評価  採択案  

○：妥当、△：やや問題あり、×：妥当でない、－：影響なし 
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図 3.7 Kanogo ラウンドアバウトの改良計画図（選定案） 

3.1.4.1.1.2 Kinamba 交差点（連続変形三差路） 

表 3.6 Kinamba 交差点の代替案の検討 

項 目 ゼロオプション 
（何もしない） 

信号制御交差点へに改良案 フライオーバー 
（高架橋）建設案 

交通容量／ 
受胎緩和効果 

増え続ける交通量

に対応できない。 
× 

予測される交通量に対して十

分な交通容量を確保できる。 
○ 

予測される交通量に対して十

分な交通容量を確保できる。 
○ 

建設費 建設費は発生しな

い。 
○ 

建設費が発生するが、許容の

範囲内である。 
○ 

巨額の建設費が必要になる。 
△ 

用地取得／ 
住民移転 

－ － － 

建設時の影響 － 建設工事に伴い渋滞や騒音が

発生するが、建設期間が短い

ためその影響は限定的であ

る。 
○ 

建設工事に伴い渋滞や騒音が

発生し、工事が長期間になる

ことから、既存交通に影響を

およぼす。また、周辺住民へ

の騒音や振動の影響が懸念さ

れる。 
△ 

自然環境への

影響 
－ 配慮が必要となる植生の除去

はない。 
－ 

配慮が必要となる植生の除去

はない。 
－ 

社会環境絵の

影響 
－ 交差点の本質的な役割に変化

はない。 
－ 

交差点の本質的な役割に変化

はない。 
－ 

評価  採択案  

○：妥当、△：やや問題あり、×：妥当でない、－：影響なし 
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図 3.8  Kinamba 交差点の改良計画図（選定案） 

3.1.5  スコーピングおよび環境社会配慮調査の TOR 

3.1.5.1.1  スコーピング案：2022 年 12 月の現地調査に基づいた環境スコーピングの結果を以下に示す。

想定される主なマイナスの影響は工事期間中に発生する土埃や騒音、周辺道路の渋滞など一

時的で影響範囲も限定的なものであり、適切な緩和策により軽減が可能である。 

表 3.7 スコーピング結果 

分類 No. 影響項目 評価 
評価理由 工事前 

工事中 
供用時 

汚染

対策 

1 大気汚染 ✔  工事中：建設工事による土埃や建設機械から排気ガスが発生す

る。 
供用時：渋滞が緩和され走行効率が向上するので、汚染物質の

総発生量は少なくなると想定される。 
2 水質汚濁 ✔  工事中：降雨の際に濁水が発生する。ただし、道路沿いに排水路

が整備されているので周囲に広がる恐れはない。 
供用時：留意すべき水質汚濁を引き起こす行為はない。 

3 廃棄物 ✔  工事中：信号機の交換に伴い、既設の信号機が不要となる。ま

た、建設工事に伴い既設の建設廃棄物、建設労働者や現場事

務所から一般廃棄物が発生する。 
供用時：留意すべき廃棄物の発生はない。 

4 土壌汚染 ✔  工事中：土壌汚染を引き起こす作業はないが、事故等により大量

の燃料やオイルが漏れた場合には工事現場および周辺の土壌が汚

染される。 
供用時：留意すべき土壌汚染を引き起こす行為はない。 

5 騒音・振動 ✔  建設中：建設工に伴い騒音・振動が発生する。 
供用時：走行速度が速くなるのに伴いタイヤと路面の摩擦による騒

音が増加するが、渋滞中のアイドリングによるエンジン音が減少する

ので、大幅に騒音レベルは高くならないと想定される。 
6 地盤沈下   地盤沈下を引き起こす行為はない。 
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7 悪臭 ✔  工事中：長期間の工事の場合、整備の不十分な工事車両や機械

からの排気ガスは悪臭を伴い、周辺住民の生活に影響を与える。 
供用時：留意すべき悪臭を発生させる行為はない。 

8 底質   底質に変化を及ぼす行為はない。 

自然

環境 

9 保護区   プロジェクトサイトおよび影響範囲内に保護区はない。 
10 生態系 ✔  工事前：交差点改良工事により道路沿いやラウンドアバウト内に植

栽されている植生が除去される。 
供用時：留意すべき生態系への影響はない。 

11 水象   工事中：建設工事による河川や水路、地下水への影響はない。 
供用時：水象に変化を与える行為はない。 

12 地形、地質   工事に伴う地形の改変はない。 

社会

環境 

13 住民移転・ 
用地取得 

  交差点改良工事が既存の道路用地内に限定されれば、インフォー

マルな住民も含めて、住民移転は発生しない。 
14 貧困層   特別に貧困層のみに対して配慮すべき影響は発生しない。 
15 少数民族・先

住民族 
  少数民族、先住民族の居住地区ではない。 

16 雇用や生計手

段等の地域経

済 

  工事中：交差点周辺に露天商やストリートベンダーは存在せず、雇

用、生計手段等への影響は発生しない。 
供用時：交通渋滞の改善により通勤時間が短縮され、地域経済

の発展に貢献する。 
17 土地利用や地

域資源利用 
  留意すべき土地利用や地域資源利用の変化はない。 

18 水利用   水利権や水利用に影響を与える行為はない。 
19 既存の社会イ

ン フ ラ や 社 会

サービス 

✔  工事前：上下水道管や電線、通信線などのユーティリティ施設の移

設・保護が必要になる。 
工事中：交通渋滞やバス停の一時的な移設、道路沿いの施設へ

のアクセスの阻害が発生する。 
供用時：留意すべき既存インフラやサービスへの影響はない。  

20 社 会 関 係 資

本や地域の意

思 決 定 機 関

等の社会組織 

  交差点の機能は本質的に変わらないので、周辺の社会組織に影

響を与えない。 

21 被害と便益の

偏在 
  交差点の機能は本質的に変わらないので、被害と利益の偏在は発

生しない。 
22 地域内の利害

対立 
  交差点の機能は本質的に変わらないので、地域内の利害対立を

引き起こすことはない。 
23 文化遺産 ✔  工事前：Sonatube ラウンドアバウト内にはキガリ市が設置した彫像

があり、交差点改良工事の内容によっては移設が必要になる。 
供用時：留意すべき文化遺産への影響はない。 

24 景観 ✔-  工事中：建設工事に伴う植生の除去により景観が悪化する。 
供用時：景観を変化させるような新たな構造物の出現はない。 

25 ジェンダー   ジェンダー問題に影響を与える行為はない。 
26 子どもの権利   子供の権利を阻害する行為はない。 
27 HIV/AIDS 等

の感染症 
  プロジェクトサイトは市街地にあるため建設労働者として新たな感染

者が流入する可能性は低い。 
28 労働環境（労

働 安 全 を 含

む） 

✔  工事中：建設労働者による排泄物やゴミなどにより衛生環境が悪

化する可能性がある。 
供用時：留意すべき労働環境への影響はない。 

その他 

29 事故 ✔  工事中：街中での建設工事なので、事故が発生した場合、歩行者

や一般車両を事故に巻き込んでしまう恐れがある。 
供用時：交差点の改良により交差点通過の際にドライバーが混乱

する可能性があるが、短期間かつ限定的である。 
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30 地球温暖化   工事中：建設機械や運搬車両の稼働により CO2 が発生するが、

発生量は極めて限定的である。 
供用時：渋滞が緩和され走行効率が向上するので、車両排気ガス

由来の総 CO2 発生量は少なくなると想定される。 
31 越境の影響   越境汚染を起こす行為はない。 

3.1.5.2 評価手法の基本方針 

3.1.5.2.1 スコーピング結果において環境社会影響が想定された各環境項目に係る予測および評価手法

の基本方針を以下に示す。 

表 3.8 予測および評価手法の基本方針 

分類 No. 影響項目 評価 
調査項目 調査手法 工事前 

工事中 
供用時 

汚染
対策 

1 大気汚染 ✔  1. 大気質 
2. 環境基準 
3. 建設工事の影響 

・ 既存資料調査 
・ 工事の内容や工法の確認 

2 水質汚濁 ✔  1. 水質 
2. 建設現場周辺の土地利用 
3. 建設工事の影響 

・ 既存資料調査 
・ 沿道の排水状況や周辺の
土地利用の確認 
・ 工事の内容や工法の確認 

3 廃棄物 ✔  1. 建設工事に伴う廃棄物の処分方
法 
2. 既設の信号機の再利用計画 

・ 関係者へのヒアリング 
・ 類似事例の調査 

4 騒音・振動 ✔  1. 騒音・振動レベル 
2. 環境基準 
3. 病院や学校の位置 
4. 建設工事の影響 

・ 既存資料調査 
・ 工事の内容や工法の確認 

7 悪臭 ✔  1. 建設工事の影響 ・ 工事の内容や工法の確認 
自然
環境 

10 生態系 ✔  1. 交差点周辺の道路用地内の植生 
2. 建設工事の影響 
3. 植生の回復計画 

・ 現地踏査 
・ 関係者へのヒアリング 

社会
環境 

19 既存の社会
インフラや社
会サービス 

✔  1. 道路沿いのユーティリティの設置状
況 
2. 交差点を通行する車両及び歩行
者の状況 
3. 建設工事の影響 

・ 現地調査 
・ 既存資料調査 
・ 関係者へのヒアリング 
・ 類似事例の調査 

23 文化遺産 ✔  1. 交差点内の文化遺産 
2. 建設工事の影響 

・ 現地踏査 
・ 関係者へのヒアリング 

24 景観 ✔  1. 交差点周辺の道路用地内の植生 
2. 建設工事の影響 
3. 植生の回復計画 

・ 現地踏査 
・ 関係者へのヒアリング 

28 労 働 環 境
（労働安全
を含む） 

✔  1. 建設工事現場周辺の衛生状況 
2. 類似工事の状況 

・ 現地踏査 
・ 関係者へのヒアリング 

その他 
29 事故 ✔  1. 労働災害 

2. 交通事故発生件数 
・ 既存資料調査 
・ 関係者へのヒアリング 
・ 類似事例の調査 
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3.1.6 環境社会配慮調査結果（予測結果を含む） 

3.1.6.1.1 大気汚染：工事期間中、工事による土埃や重機やトラックからの排気ガスなどによる大気汚

染が発生する。ただし、信号の取付工事や交差点の幾何学構造変更の際の縁石・分離帯の設

置工事は短期間かつごく小規模であることから、大気汚染の周辺住民・歩行者への影響は限

定的である。ラウンドアバウトの改良工事では周辺への大気汚染が懸念されるが、対象ラウ

ンドアバウト周辺に居住者はおらず、影響を受ける人々は歩行者のみである。 

3.1.6.1.2 水質汚濁：工事規模の大きいラウンドアバウトの改良工事では降雨の際に濁水が発生し、周

辺の水環境に影響を与える懸念がある。ラウンドアバウト沿いには排水路が整備されている

ので周囲に広がる恐れはないが、すく下流域には湿地帯があるため豪雨などで排水路が溢れ

た場合、濁水が湿地帯に流入する恐れがある。 

3.1.6.1.3 廃棄物：建設工事に伴い既設の建設廃棄物、建設労働者や現場事務所から一般廃棄物が発生

する。また、7 交差点の信号システムの交換に伴い、既設の信号システムが取り外される。

これらの信号システムは信号化されていない交差点へ移設される予定である。 

3.1.6.1.4 騒音・振動：工事期間中、重機の稼働やトラックの走行により騒音・振動が発生する。ただ

し、信号の取付工事や交差点の幾何学構造変更の際の縁石・分離帯の設置工事は短期間かつ

ごく小規模であることから、騒音・振動の周辺住民・歩行者への影響は限定的である。ラウ

ンドアバウトの改良工事では周辺に居住者はおらず、騒音・振動の影響を受ける人々は歩行

者のみである。 

3.1.6.1.5 悪臭：整備の不十分な工事車両や機械からの排気ガスは悪臭を伴い、周辺住民の生活に影響

を与える可能性がある。ただし、ラウンドアバウトの改良工事以外は小規模かつ短期間の建

設工事であり、工事に伴う公害レベルの悪臭が発生する可能性はないと想定される。ラウン

ドアバウトの改良工事においても周辺に居住者はおらず、公害レベルの悪臭問題は発生しな

いと想定される。 

3.1.6.1.6 生態系：ラウンドアバウトの改良工事より道路沿いやラウンドアバウト内に植栽されている

植生が除去される。それ以外の交差点改良工事では、極小規模の既存植生の除去が必要とな

る可能性があるが、その影響は極めて限定的であると想定される。 

3.1.6.1.7 既存の社会インフラや社会サービス：工事前に既設の上下水道管や電線、通信線などのユー

ティリティ施設の移設・保護が必要になる。対象交差点は全て市街地に立地していることか

ら、工事中期間中、交通渋滞やバス停の一時的な移設、道路沿いの施設へのアクセスの阻害

が発生する。 

3.1.6.1.8 文化遺産：ラウンドアバウトの改良工事も含めて、建設工事により影響を受ける文化財など

は存在しない。 

3.1.6.1.9 景観：建設工事に伴う植生の除去により一時的に景観が悪化する。 

3.1.6.1.10 労働環境：キガリ市内ではゴミの投げ捨て行為はほとんど見られず、警察による監視もある

ことから、ゴミによる労働環境の悪化はないと想定される。ただし、公共のトイレは限られ
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た箇所しか設置されていないので、建設労働者による排泄物などにより衛生環境が悪化する

可能性がある。 

3.1.6.1.11 事故：全ての交差点が市街地に立地しているので、建設工事に伴う事故が発生した場合、歩

行者や一般車両を巻き込んでしまう恐れがある。交差点改良工事後、新たな交差点を通過の

際にドライバーが混乱する可能性があるが、既に信号化された交差点は一般的であることか

ら、その影響は短期間かつ限定的である。 

3.2 影響評価 

3.2.1.1.1 調査結果に基づいた影響評価を行った結果、最終的に「A」と判断された項目はなく、「B」

と評価された項目については、緩和策の検討、環境管理計画・モニタリング計画の策定を行

う。また、交差点の改良計画や信号の取り付け工事は全て既存の道路用地内で実施されるた

め、追加的な道路用地の取得や住民移転は違法占拠も含めて発生しない。想定される主なマ

イナスの影響は工事期間中に発生する土埃や騒音、周辺道路の渋滞など一時的で影響範囲も

限定的なものである。したがって、本事業は JICA「環境社会配慮ガイドライン」（2022 年 1

月）おいて環境カテゴリは「C」が適当であると判断される。 

表 3.9 スコーピング案および調査結果 

 影響項目 

スコーピング時 
の影響評価 

調査結果に 
基づく影響評価 評価理由 

工事前 
工事中 供用時 工事前 

工事中 供用時  

1 

大気汚染 ✔  B- B+ 工事中：掘削工事などによる土埃や建設機械から排気ガ
スが発生する。 
供用時：渋滞が緩和され走行効率が向上するので、汚染
物質の総発生量は少なくなると想定される。 

2 
水質汚濁 ✔  B- D 工事中：降雨の際に濁水が発生する。ただし、道路沿いに

排水路が整備されているので周囲に広がる恐れはない。 
供用時：留意すべき水質汚濁を引き起こす行為はない。 

3 

廃棄物 ✔  B- D 工事中：信号機の交換に伴い、既設の信号機が不要とな
る。また、建設工事に伴い既設の建設廃棄物、建設労働
者や現場事務所から一般廃棄物が発生する。 
供用時：留意すべき廃棄物の発生はない。 

4 

土壌汚染 ✔  D D 工事中：土壌汚染を引き起こす作業はなく、事故等により
大量の燃料やオイルが漏れた場合には工事現場内の土
壌が汚染されるが、周辺に汚染された土壌が悪影響を及
ぼすような農地はない。 
供用時：留意すべき土壌汚染を引き起こす行為はない。 

5 

騒音・振動 ✔  B- D 建設中：建設工に伴い騒音・振動が発生する。 
供用時：走行速度が速くなるのに伴いタイヤと路面の摩擦
による騒音が増加するが、渋滞中のアイドリングによるエン
ジン音が減少するので、大幅に騒音レベルは高くならないと
想定される。 

6 地盤沈下   D D 地盤沈下を引き起こす行為はない。 

7 

悪臭 ✔  D D 工事中：小規模かつ短期間の建設工事であり、工事に伴
う公害レベルの悪臭が発生する可能性はないと想定され
る。 
供用時：留意すべき悪臭を発生させる行為はない。 

8 底質   D D 底質に変化を及ぼす行為はない。 
9 保護区   D D プロジェクトサイトおよび影響範囲内に保護区はない。 
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 影響項目 

スコーピング時 
の影響評価 

調査結果に 
基づく影響評価 評価理由 

工事前 
工事中 供用時 工事前 

工事中 供用時  

10 
生態系 ✔  B- D 工事前：交差点改良工事により道路沿いやラウンドアバウ

ト内に植栽されている植生が除去される。 
供用時：留意すべき生態系への影響はない。 

11 
水象   D D 工事中：建設工事による河川や水路、地下水への影響は

ない。 
供用時：水象に変化を与える行為はない。 

12 地形、地質   D D 工事に伴う地形の改変はない。 

13 住民移転   D D 交差点改良工事は既存の道路用地内に限定されるので、
インフォーマルな住民も含めて、住民移転は発生しない。 

14 貧困層   D D 特別に貧困層のみに対して配慮すべき影響は発生しな
い。 

15 少数民族・先
住民族 

  D D 少数民族、先住民族の居住地区ではない。 

16 

雇用や生計手
段等の地域経
済 

  D B+ 工事中：交差点周辺に露天商やストリートベンダーは存在
せず、雇用、生計手段等への影響は発生しない。 
供用時：交通渋滞の改善により通勤時間が短縮され、地
域経済の発展に貢献する。 

17 土地利用や地
域資源利用 

  D D 留意すべき土地利用や地域資源利用の変化はない。 

18 水利用   D D 水利権や水利用に影響を与える行為はない。 

19 

既存の社会イ
ン フ ラ や 社 会
サービス 

✔  B- D 工事前：上下水道管や電線、通信線などのユーティリティ
施設の移設・保護が必要になる。 
工事中：交通渋滞やバス停の一時的な移設、道路沿い
の施設へのアクセスの阻害が発生する。 
供用時：留意すべき既存インフラやサービスへの影響はな
い。  

20 

社会関係資本
や地域の意思
決定機関等の
社会組織 

  D D 交差点の機能は本質的に変わらないので、周辺の社会組
織に影響を与えない。 

21 被害と便益の
偏在 

  D D 交差点の機能は本質的に変わらないので、被害と利益の
偏在は発生しない。 

22 地域内の利害
対立 

  D D 交差点の機能は本質的に変わらないので、地域内の利害
対立を引き起こすことはない。 

23 
文化遺産 ✔  D D 工事前：改良工事を行うラウンドアバウト内およびその周辺

に文化遺産はない。 
供用時：留意すべき文化遺産への影響はない。 

24 

景観 ✔-  B- D 工事中：建設工事に伴う植生の除去により景観が悪化す
る。 
供用時：景観を変化させるような新たな構造物の出現は
ない。 

25 ジェンダー   D D ジェンダー問題に影響を与える行為はない。 
26 子どもの権利   D D 子供の権利を阻害する行為はない。 

27 HIV/AIDS 等
の感染症 

  D D プロジェクトサイトは市街地にあるため建設労働者として新
たな感染者が流入する可能性は低い。 

28 
労 働 環 境(労
働安全を含む) 

✔  B- D 工事中：建設労働者による排泄物などにより衛生環境が
悪化する可能性がある。 
供用時：留意すべき労働環境への影響はない。 

29 

事故 ✔  B- D 工事中：街中での建設工事なので、事故が発生した場
合、歩行者や一般車両を事故に巻き込んでしまう恐れが
ある。 
供用時：交差点の改良により交差点通過の際にドライバー
が混乱する可能性があるが、短期間かつ限定的である。 
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 影響項目 

スコーピング時 
の影響評価 

調査結果に 
基づく影響評価 評価理由 

工事前 
工事中 供用時 工事前 

工事中 供用時  

30 

地球温暖化   D B+ 工事中：建設機械や運搬車両の稼働により CO2 が発生
するが、発生量は極めて限定的である。 
供用時：渋滞が緩和され走行効率が向上するので、車両
排気ガス由来の総 CO2 発生量は少なくなると想定され
る。 

31 越境の影響   D D 越境汚染を起こす行為はない。 
A+/-: 重大な正または負の影響見込まれる。 
B+/-: 多少の正または負の影響が見込まれる。 
C+/-: 影響の度合いは不明（検討の必要あり。調査の進捗に併せて影響が明らかになる場合もある） 
D: 影響なし 

3.3 緩和策および緩和策実施のための費用 

3.3.1.1.1 建設工事期間中の負の環境社会影響が想定された各環境項目に係る緩和策とその概算費用を

以下に示す。 

表 3.10 緩和策および概算費用 
 影響項目 緩和策 概算費用 
1 大気汚染 工事中: 

・施工業者は定期的な散水などのダスト対策を準備し、実践する。 
・施工業者は建設機械の稼動状態を良好に保つと共に、可能な限り電動機器を使
用し、排気ガスの発生量を減少させることに努める。 
・施工業者は道路の表面などの工事現場をきれいな状態に保ち、また、輸送トラックの
走行速度を制限して、ダストの発生量を減少させる。 
・施工業者および施工監理コンサルタントは事前に工事計画を周辺住民に説明する。 
・施工監理コンサルタントはダストや排気ガスの状態、住民からの意見をモニタリングし、
問題があるようなら、施工業者と共に工事方法の見直しを行う。 

 
工事費に
含まれる。 

2 水質汚濁 工事中: 
・建設工事は可能な限り乾期に実施する。 
・オイルや燃料漏れがないように、施工業者は建設機械の稼動状態を良好に保つ。 
・建設業者は燃料やオイルを適切に管理する。 
・水路での機械の洗浄を禁止する。 
・施工監理コンサルタントは事前に適切な排水計画を検討する。 
・土壌流出を防止するため、工事終了後、速やかに植生が失われた場所に再植栽を
行う。 
・施工業者および施工監理コンサルタントは濁水による問題が生じた場合、工事方法
の見直しを行う。 

 
工事費に
含まれる。 

3 廃棄物 工事中: 
・施工監理コンサルタントはキガリ市と共に撤去する信号システムの再利用計画を作成
する。 
・施工業者は適切な廃棄物処理計画を策定し、キガリ市の承認を得た上で実践す
る。 
・施工業者は工事現場内に簡易トイレやゴミ捨て場を用意する。 
・固形廃棄物の分別回収を行う。 
・施工監理コンサルタントは廃棄物処理状況をモニタリングし、問題があるようなら、施
工業者と共に処理方法の見直しを行う。 

 
工事費に
含まれる。 
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 影響項目 緩和策 概算費用 
5 騒音・振動 工事中: 

・施工業者は、住宅地や学校周辺において長期間にわたって複数の建設機械の稼動
が集中しないように、施工計画を検討する。 
・施工業者は建設機械の状態を良好に保ち、異常な騒音を防ぐ。 
・住宅地では夜間工事を禁止する。 
・施工業者は可能か限り低騒音の機械を導入する。 
・施工業者および施工監理コンサルタントは事前に工事計画を周辺住民に説明する。 
・施工業者および施工監理コンサルタントは工事現場周辺の騒音について住民や歩
行者からの意見をモニタリングし、問題があるようなら、工事方法の見直しを行う。 

 
工事費に
含まれる。 

10 生態系 工事中: 
・植生の消失は最小限かつ工事現場内に限定して実施する。 
・除去された植生は、キガリ市の指導のもとに処理する。 
・施工監理コンサルタントはキガリ市と共に再植栽計画を作成し、速やかに実施する。 

 
工事費に
含まれる。 

19 既存の社会
インフラや社
会サービス 

工事前: 
・施工業者および施工監理コンサルタントは電信柱や水道管、光ケーブルなどの既存イ
ンフラ施設の所有者と協議を行い、移設や保護計画を策定し、実施する。 
・施工業者および施工監理コンサルタントは現状の交通量をを確実に確保できる工事
方法やを交通管理計画を検討する。 
工事中: 
・施工業者および施工監理コンサルタントは事前に工事計画に関する情報を道路利
用や周辺住民に公開し、利用者に対し迂回などの対応を促す。 
・施工業者は工事による交通渋滞を緩和するため、交通整理や事前に準備した交通
管理計画を実施する。 

 
工事費に
含まれる。 

24 景観 工事中: 
・植生の消失は最小限かつ工事現場内に限定して実施する。 
・施工監理コンサルタントはキガリ市と共に再植栽計画を作成し、速やかに実施する。 

 
工事費に
含まれる。 

28 労働環境(労
働 安 全 を 含
む) 

工事中: 
・施工監理コンサルタントおよび施工業者は事故防止対策を事前に作成し、実践す
る。 
・施工業者は工事現場内に簡易トイレやゴミ捨て場を用意する。 

 
工事費に
含まれる。 

29 事故 工事中: 
・施工監理コンサルタントおよび施工業者は事故防止対策を事前に作成し、実践す
る。 
・施工業者は工事現場周辺の事故を防止するため、交通整理や案内板の設置を行
う。 

 
工事費に
含まれる。 
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3.4 モニタリング計画 

3.4.1.1.1 工事中および供用時を含めた環境モニタリングフォーム（案）を以下に示す。施工監理コン

サルタントは工事期間中の各環境モニタリング項目について体制を確立し、実施および監督

する責任を負う。 

環境モニタリングフォーム（案） 
環境項目 実施者 

・組織 
項目 地点 方法 頻度 モニタリング

結果 
【工事中】 
大気質 ・施工監理ｺﾝ

ｻﾙﾀﾝﾄ 
・施工業者 

・砂ぼこり 工事現場近
隣 

目 視 に よ る
確 認 お よ び
歩 行 者 へ の
聞取り調査 

目視：毎日 
聞取り調査：
毎 月 ま た は
必 要 に 応 じ
て 

 

水質汚濁 ・施工監理ｺﾝ
ｻﾙﾀﾝﾄ 
・施工業者 

・降雨時の濁水 工事現場近
隣 

目 視 に よ る
確認 

降雨時  

廃棄物 ・施工監理ｺﾝ
ｻﾙﾀﾝﾄ 
・施工業者 

・建設廃棄物の
処分方法 
・既設信号機の
保管状態 

工 事 現 場 、
廃棄物処分
場 お よ び 信
号の保管場
所 

目 視 に よ る
確 認 お よ び
関 係 者 と の
打合せ 

目視：毎日 
打 合 せ ： 毎
月 ま た は 必
要に応じて 

 

騒音・振動 ・施工監理ｺﾝ
ｻﾙﾀﾝﾄ 
・施工業者 

・工事に伴う騒
音・振動 

工事現場近
隣 

周辺住民や
歩 行 者 へ の
聞取り調査 

毎 週 ま た は
必 要 に 応 じ
て 

 

生態系 ・施工監理ｺﾝ
ｻﾙﾀﾝﾄ 
・施工業者 

・不必要な植生
除去の有無 

工事現場 目 視 に よ る
確 認 お よ び
施 工 業 者 と
の打合せ 

目視：毎日 
打 合 せ ： 毎
月 ま た は 必
要に応じて 

 

既 存 の 社
会インフラや
社会サービ
ス 

・施工監理ｺﾝ
ｻﾙﾀﾝﾄ 
・施工業者 

・既存インフラ施
設の移設状況 
・交通渋滞 

工事現場お
よびその近隣 

目 視 に よ る
確 認 お よ び
施 工 業 者 と
の打合せ 

目視：毎日 
打 合 せ ： 毎
月 ま た は 必
要に応じて 

 

景観 ・施工監理ｺﾝ
ｻﾙﾀﾝﾄ 
・施工業者 

・不必要な植生
除去の有無 

工事現場 目 視 に よ る
確 認 お よ び
施 工 業 者 と
の打合せ 

目視：毎日 
打 合 せ ： 毎
月 ま た は 必
要に応じて 

 

労 働 環 境
（労働安全
を含む） 

・施工監理ｺﾝ
ｻﾙﾀﾝﾄ 
・施工業者 

・職場の衛生状
態 
・事故防止対策
の効果 

工事現場 目 視 に よ る
確 認 お よ び
施 工 業 者 と
の打合せ 

目視：毎日 
打 合 せ ： 毎
月 ま た は 必
要に応じて 

 

事故 ・施工監理ｺﾝ
ｻﾙﾀﾝﾄ 
・施工業者 

・事故防止対策
の効果 

工事現場お
よびその近隣 

目 視 に よ る
確 認 お よ び
歩 行 者 お よ
び建設労働
者への聞取り
調査 

目視：毎日 
聞取り調査：
毎 月 ま た は
必 要 に 応 じ
て 

 

【供用時】 
交通マネジ
メント 

・キガリ市役所 ・車両の走行状
況 

交差点近隣 渋滞状況の
変化 

完成から 3
年間 
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3.5 用地取得・住民移転 

3.5.1 用地取得・住民移転の必要性 

3.5.1.1.1 本事業では全ての工事が既存の道路用地内で実施されるため、用地取得および違法占拠も含

めて住民移転は必要とされない。 

3.5.2 用地取得・住民移転にかかる法的枠組み 

3.5.2.1.1 ルワンダ国では、土地管理法（LAW No 43/2013 OF 16/06/2013 GOVERNING LAND IN 

RWANDA）の第 17 条で国民は基本的に国から土地を賃貸する事で土地を所有する事が出来

ると定められている。土地の賃貸期間は 3～99 年で、更新が可能である。また、道路管理法

（LAW No 55/2011 OF 14/12/2011 GOVERNING ROADS IN RWANDA）により幹線国道の中央

から左右 22m の土地は道路用確保地（Road Reserve）として政府の所有地となっている。用

地所得・住民移転手続きは公益のための土地収用法（LAW No 32/2015 OF 11/06/2015 

RELATING TO EXPROPRIATION IN THE PUBLIC INTEREST）に規定されている。用地取得

の補償額は、Institute of Real Property Valuers in Rwanda が作成する Rwanda Lands and Property 

Incorporated Thereon Reference Prices（最新版は 2021 年 12 月）を基準として査定される。 

3.6 その他（グローバルイシュー等） 

3.6.1 気候変動にかかる政策および将来の傾向予測 

3.6.1.1.1  気候変動にかかる国家政策：ルワンダ国は「国が決定する貢献（Nationally Determined 

Contributions：NDC）」を 2020 年 5 月に発表している。この NDC によると、年間 CO2排出量

は 2015 年時点で 5.3 Million tCO2e、その内 13％が運輸セクター由来である。NDC では 2030

年の特段の対策のない自然体ケース（Business as usual）の年間 CO2排出量 12.1 Million tCO2e

に対して、4.6 Million tCO2e（38％）を削減し、7.5 Million tCO2eにする戦略が示されている。

また、2030 年までの行動計画も記載され、運輸部門の適応策としてインフラとサービスの改

善が明記されている。更に、気候変動に対する国家戦略である「National Strategy for Climate 

Change and Low Carbon Development, September 2022」では運輸セクターのアクション・プログ

ラムとして、1. 低炭素で気候対応力のある交通ネットワークの整備、2. 低炭素で SMART な

都市インフラの整備が挙げられている。本事業の目的はこれらの政策と合致したものである。 

3.6.1.1.2  気候変動の傾向と予測：「Third National Communication under the United Nations Framework 

Convention on Climate Change, September 2018」によると、気温については 1971 年から 2016 年

の 46 年間でキガリ市の年平均気温は 2.02℃上昇しており、2050 年までに更に 0.21℃上昇す

ると予測されている。キガリ市の年間降水量については 1961 年から 2016 年の 56 年間で

54.32mm減少しており、年間降雨日も 36日減少している。降水量については今後も減少傾向

が続くとの予想されている。 

3.6.2  気候変動の適応策 

3.6.2.1.1 JICA 気候変動対策支援ツール／適応策「気候リスク評価・適応策検討のガイダンス」（2023

年 3 月）に従い気候リスク評価を行なった。 
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3.6.2.1.2 本事業における気候ハザード：ルワンダ国では激しい豪雨による洪水が定期的に発生してお

り、異常気象による長時間の豪雨時の洪水に伴う道路の浸水や水没が考えられる。また、キ

ガリ市は丘陵地帯に発展した都市であるため、本事業の対象交差点の一部は傾斜地に隣接し

ている。斜面崩壊対策や雨水排水路が整備されているが、異常気象で豪雨が長く続いた場合、

土砂災害の発生が想定される。 

3.6.2.1.3 本該事業における曝露：本事業で暴露の対象となるのは、信号システムに係る設備、特に地

下配電・光ケーブル等の埋設した設備が考えられる。 

3.6.2.1.4 本事業における脆弱性：地下に埋設された信号システムに係る配電・光ケーブルなどの設備

は防水対策がほどこされているが、道路が完全に水没した際には機能しなくなる可能性があ

る。 

3.6.2.1.5 本事業における気候リスク：異常気象に伴い長時間におよぶ豪雨が発生した場合、道路の水

没や土砂災害、斜面崩壊による信号システムに係る設備、特に地下に埋設した配電線や光

ケーブル等の設備の損傷・損壊が考えられる。 

3.6.2.2  事業における適応策 

3.6.2.2.1 ・信号システム関連設備および道路排水路のメンテナンス頻度を適切な時期に実施する。 

3.6.2.2.2 ・豪雨や浸食被害に対応できるよう、道路排水能力や斜面崩壊対策を向上させる。 

  気候ハザード（Hazard）    
  H1 洪水・浸水

の発生 
H2 土砂災害
の発生 

   

 現状での発
生状況 （頻
度等） 

＋ ＋ 
   

 将来の見込
み 

→ → 

脆 弱 性
（Vulnerability） 

今 後 重 要 （ 顕
著）となりうる気
候 リ ス ク
（Climate Risk) 

適 応 オ プ シ ョ ン
（Potential 
Adaptation 
Options) 

暴
露
（Exposure

） 

信号システム
に係る設備
（地上部分） 

 0 
土砂災害によ
り信号システ
ムに係る設備
が損傷・損壊
する。 

斜面崩壊対策が
行われている。 

異常気象による
長時間の豪雨 

斜面崩壊対策を
向上させる。 

信号システム
に係る設備
（地下配電・
光ケーブル等
の埋設部分） 

0 
豪雨に伴う道
路の水没により
埋設した配電
線や光ケーブル
等が損傷・損
壊する。 

0 
斜面崩壊によ
り信号システ
ムに係る設備
が損傷・損壊
する。 

設備には防水対
策が施されてい
る。 
道路排水路が整
備され、定期的
にメンテナンスされ
ている。 

異常気象による
長時間の豪雨 

適切な信号システ
ム関連設備および
道路排水路のメン
テナンスを行う。 
道路排水能力や
斜面崩壊対策を
向上させる。 

図 3.9 気候リスクマトリックス 

出典：調査団 
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3.7 温室効果ガス発生量への影響 

3.7.1.1.1 キガリ市内の交通量は今後の増加を続け、それに伴い自動車由来の二酸化炭素排出量も増加

する。一方で、本事業を実施することにより旅行速度が向上し、将来の温室効果ガス発生量

の削減が期待される。「気候変動対策支援ツール（JICA Climate-FIT：緩和策 Mitigation） 4. 

道路、橋梁などによる渋滞緩和 計算シート」を用いて、本事業がない場合の将来の排出量

（Without）と本事業を実施した場合の排出量（With）を試算し、温室効果ガスの削減量を算

定した。 

計算条件： 

道路区間：サブエリア内延長 1.2 km × 7 エリア ＝ 8.4 km 

道路区間における車種の交通量（2028 年）： 

ピーク時の交通量 1649 pcu × ピーク時間 6 h × 365 日＝ 3,611,280（台／年） 

pcu (passenger car unit)：1 時間あたりの乗用車換算台数 

ベースラインシナリオ下の道路区間における平均車速：4 km/h 

事業実施後の道路区間における平均車速：32 km/h 

ベースラインシナリオ下の平均車速における CO2排出係数：0.00016 t-CO2/km 

事業実施後の平均車速における CO2排出係数：0.00035 t-CO2/km 

平均車速の CO2 排出係数は「国土技術総合研究所 道路環境影響評価等に用いる自動車排出

係数の算定根拠（平成 22 年度版）」による 

2028 年のベースラインシナリオにおける GHG 排出量：10,739 t-CO2e/y 

2028 年のプロジェクトシナリオにおける GHG 排出量：7,371 t-CO2e/y 

2028 年の事業実施による GHG 排出削減量：3,367 t-CO2e/y 
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4 相手国負担事業の概要 

4.1 負担事項 

4.1.1.1.1 本プロジェクトにおけるルワンダ国側分担事項は、以下のとおりである。 

4.1.1.1.1.1  一般事項 

 銀行取極め（Ｂ／Ａ） 

 支払授権書（Ａ／Ｐ）の通知及び手数料の負担 

※他国の例と異なり、本案件では上記支払い関連の手続きを施主であるキガリ市（COK）が

行い、手数料もキガリ市が負担する。この手続きに際し、ルワンダ国財務省は助言、支援を

行う。 

4.1.1.1.1.2 事業実施事項 

 建設用地の取得・仮設用地のリース、移転補償、支障物件（樹木を含む）の撤去・移設 

 輸入製品の関税、通関手数料の支払い 

 認証契約の枠内で調達される製品、役務に課される関税、国内税、付加価値税の還付9 

 サイト近傍までの電気、水道、排水、その他付帯施設の移設・設置（信号施設への電源

供給含む）に関わる、関係機関との調整および許認可手続き 

 日本側改修区間以外の道路の維持管理、保全 

 無償資金協力で建設される施設の適切な使用と維持管理 

 端末機器と交通管制システムとの通信料 

 本無償資金協力で賄われる経費以外の、施設建設、機材調達据付に必要な経費を負担す

ること 

4.1.1.1.1.3 ユーティリティの移設に関しては水道、電気はルワンダ側が費用を負担し、通信事業者

の施設に関しては事業者の負担で実施される。 

4.2 交通管制システム継続的使用、エリアの拡張 

4.2.1.1.1 アフリカ開発銀行の支援で改良が予定されている Sinatube 交差点、Chez Lando 交差点につい

ては、本事業により整備される信号制御システムに組み込まれることが妥当である。ルワン

ダ側負担により、機材調達据付コンポーネントで調達される信号端末機器を２交差点に設置

し、システムへの接続を行うことをルワンダ側と確認している。 

 
9 ルワンダ国内の生産活動に付随する税金は、本邦企業が一旦納め、その後還付される。還付請求は税務署へ毎月オ

ンラインで行う。 
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4.2.1.1.2 この他自国資金及び他ドナーファンドによる市内道路開発プロジェクトにおいて、無償で導

入される中央システムの有効かつ発展的活用、また管制エリアの拡大によるネットワーク交

通流の更なる円滑化を目指し、日本製信号導入の前向きな検討が行われることが期待される。
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5 プロジェクトの運営・維持管理計画 

5.1 運営維持管理体制 

5.1.1 交通管制システム 

5.1.1.1.1 交通管制センターはルワンダではじめて設置されるものであり、高速道路管理センターの様

な同種の施設も存在しない。その運用は実施機関である COK と RNP の共同で行われる。 

5.1.1.1.2 COKは主として交通量や交通流の経年変化などに合わせ、システムの定数の見直しや機器の

稼働状況のモニタリングなど、エンジニアリング面を担当し、RNP は事故やイベントなどに

より、交通流を迂回、規制するなどのオペレーション面を担当する。 

5.1.1.1.3 COKの組織図は以下の通りである。公共インフラは技術局の管轄であり、局長の下、道路イ

ンフラチームが実務を担当する。インフラチームには 9 人の職員が配置されており、そのう

ち 2 名の交通信号担当である。 

  
図 5.1 COK 組織図 

出典：COK 
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5.1.1.1.4 本案件で導入が予定されている MODERATO システムは、原則、オペレーションのためのマ

ンパワーは必要としない。これは合理的な交通管制の他、制御の省力化もシステム開発の目

的の一つであることによるものである。 

5.1.1.1.5 よって COK は管制システムの管理の為の新たなセクション配置は計画せず、信号担当者を

中心に交通エンジニアが維持管理を行う。 

5.1.1.1.6 一方でシステムの定数等の改変が必要な場合、システム・プロバイダーである本邦信号メー

カーの関与が必要となる。交通流の定期的なモニタリングや定数の変更などを含むフレーム

ワーク契約を本邦メーカーと結ぶなど、今後、システムの維持管理方法の検討が必要となる。 

5.1.2 端末機器 

5.1.2.1.1 端末施設維持管理は外部委託によって実施する。現在 COK は現地コントラクターとフレー

ムワークコントラクトを結び、維持管理作業を委託している。 

表 5.1 フレームワークコントラクトの内容 
業務種類 内容 摘要 
定期点検 端末装置の機能を確認し、予防措置が必要と判断される場合に保守材

料等の交換、電気的または機械的調整、手直し等を行う。 
 

保守作業 端末装置の稼動状況について巡回して確認し、機能及び外観に何らか
の障害が発生した場合、発生するおそれがあると認められた場合、または
ＣＯＫの担当部門から連絡をうけた場合に当該場所へ急行し、正常な機
能及び外観を保持するために行う措置、点検等を行う。 

 

灯器等点検清掃 信号灯器の機能維持のための点検、清掃を行う。  

出典：調査団 

5.1.2.1.2 今後信号交差点が増えることから、契約内容を交差点の数また機器の種類に合わせ、充実さ

せる必要がある。 



 

6-1 

6 プロジェクトの概算事業費 

6.1 協力対象事業の概略事業費 

6.1.1 日本側負担経費 

施工業者契約認証まで非公表 

 

6.2 運営・維持管理費 

6.2.1 端末機器 

6.2.1.1.1 端末機器の維持管理費用は、表 6.1 のフレームワーク契約のコストである。COK によると現

契約にはスペアパーツの保管、管理は含まれていないとのことであるが、本案件のコンポー

ネントにはスペアパーツが含まれており、今後必要となる。 

6.2.1.1.2 また交通管制システムと端末の通信費用の負担が必要となる。2.2.7.1.7 で説明した KTRN の

月額接続料は 500 ドル/交差点であり、交差点 20 箇所の合計接続料は 10,000 ドルとかなり高

額となる。この接続料については、今後 COK、RNP を含めルワンダ行政機関と KTRN で価

格交渉が行われることのことであるが、COK と RNP の負担割合、またその他の関係機関や

受益者による負担についても検討が必要である。 

6.2.2 交通管制システム 

6.2.2.1.1 交通管制システムについては、システム及びサーバ更新に係るコストの積立てが必要である。 

6.2.2.1.2 また交差点の追加の際はシステムの改変が余儀なくされ、これには本邦メーカーの関与が必

要となることから、このコストについても積立てが必要である。 

6.2.2.1.3 以下の表 6.1 に月、年額の維持管理費用の見積もり金額を示す。 

表 6.1 概算維持管理費用 

Estimated O&M Cost 
Unit Rate 

Qty 
Amount 

Remarks 
(USD) (USD) 

Terminal 
Devices 

Periodic Maintenance 300 20 6,000 Out-sourcing 
Emergency Repair 

(Signal Flash not caused by power outage) 400 1 400 Out-sourcing 

Fiber Connections 500 20 10,000 KTRN 
Traffic Control 

System 
Software update reservation costs  1 3,600 Incl.Server 

Parameter Updates  1 800 5 jct /annually 
Total    20,800 Monthly 

    249,600 Annually 
出典：調査団 



 

7-1 

7 プロジェクトの評価 

7.1 事業実施のための前提条件 

7.1.1 前提条件 

7.1.1.1.1 事業実施のための前提条件は以下のとおりである。なお、支障物件の移転や撤去さらに補償

及び関係機関からの承認書類は、原則、E/N 後に開始し、施工業者の事前審査公示までに完

了する必要がある。 

7.1.1.1.2 本計画による交差点改良事業で支障物移転・撤去が必要な場合、COK が対応する。 

7.1.1.1.3 ラウンドアバウト改良工事に伴いアイランドの植栽（芝、低木）の撤去が余儀なくされるた

め、これに対する環境対策が必要になる。 

7.1.1.1.4 ,環境管理機関である RDB によるプロジェクト・ブリーフ（本調査で作成）の審査結果に従

い、COK により環境対策が必要になる。 

7.1.1.1.5 キャンプサイト用地・資機材保管用地の確保が必要になる。 

7.1.1.1.6 工事期間中の交通安全を確保するため、COKは道路利用者や地域住民へ交通安全の啓蒙活動

を行う。 

7.1.1.1.7 プロジェクト用調達資機材に対する通関手続きへの支援及び協力、そして費用の支払い。 

7.1.1.1.8 工事完了後の維持管理が必要になる。COK が行うべきこれらの内容は、本報告書「4 相手国

負担事業の概要」「5 プロジェクトの運営・維持管理計画」に詳述されている。 

7.1.1.1.9 本プロジェクトは COK にとって初めての無償資金協力事業となる。よって無償資金協力事

業に於ける供与側の負担事項を理解し、実行することが必要になる。この他事業実施時に交

わされるコンサルタント及び施工者及び機材調達者との契約書の内容、契約システムを正し

く理解し,則することが求められる。 

7.2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項 

7.2.1.1.1 プロジェクトの効果を発現・持続するため、ルワンダ側が取り組むべき事項は以下のとおり

である。 

7.2.1.1.1.1 本プロジェクトの遂行を円滑に実施するために、本報告書「5 プロジェクトの運営・維持

管理計画」に述べられた予算を確保する。 

7.2.1.1.1.2 本プロジェクトの交差点改良時期は、他ドナー特に世銀により公共交通改善事業との並

行実施が予定される。よって COK 主導で交通管理に係る協議会を組織し、工事迂回路情

報の共有を行い、現況交通に与える負荷を最小化する。 
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7.3 外部条件 

7.3.1.1.1 プロジェクトの効果を発現・持続するための外部条件は、以下のとおりである。 

7.3.1.1.1.1 RNP の交通管制への参加を効果的なものにするため、役割・分担を明確にし、文書で確

認する必要がある。 

7.3.1.1.1.2 公共交通優先の交通戦略の実施に伴い、必要となる道路インフラが十分でないと考えら

れ、結果的に過剰な一般交通への負担が懸念される。バランスのある道路開発の実施が

必要である。 

7.3.1.1.1.3 キガリ市内道路開発に係る COK、RTDA の責任分担にグレーゾーンがある。市が管轄す

る道路については COK が主体となり、計画及びその実施を行うできである。 

7.3.1.1.1.4 上記の外部条件を満足させることにより、本プロジェクトの効果発現が期待される。 

7.4 プロジェクトの評価 

7.4.1 妥当性 

7.4.1.1.1 ルワンダ国の開発計画である「Vison 2050」では経済インフラの開発を重要課題の一つとし

て挙げている。このインフラ開発により人、物の移動が円滑化され、経済が活性化されるこ

とが期待されている。経済インフラ開発は、以下の 4 つの取り組みが実現されることにより

達成される。 

 インフラ及び運輸セクターのガバナンスが改善される。 

 国際幹線、地方間連絡道路ネットワークが連絡され、アクセス性が改善される。 

 運輸インフラの競争力の向上により、経済活動が円滑化される。 

 国民が質の高い交通インフラを利用することが可能となる。 

7.4.1.1.2 交差点の改良及び高度管理により、道路交通の効率性（競争性）が向上し、また国民が質の

高い交通インフラを享受することが可能となる。 
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7.4.2 有効性 

7.4.2.1 定量的効果 

7.4.2.1.1 プロジェクトの定量的効果は交通シミュレーション

で確認した。シミュレーションは以下のケースで

行った。 

 ケース 0：現状（再現のみ、2022 年） 

 ケース 1：改善なし 

 ケース 2：単独信号化（マイクロ制御のみ） 

 ケース 3：同期信号化（マクロ制御とミクロ制

御の両方）  

7.4.2.1.2 シミュレーションに使用したソフトウェアは CUBIC 社（米）の Synchro Studio 11、また作図

に使用したソフトウェアは Vissim である。 

7.4.2.1.3 対象交差点すべてにおいてシュミレーションを行うのは、作業量に比して得られるフィード

バックが少なく現実的ではないので、MODERATO の特徴であるサブエリア内での制御効果

確認を目途として、検討サブエリアを設定し、上記 3 ケース（ケース 0 は再現の確認のみ）

を検討した。効果の指標として一般的な「遅れ」を使用した。 

7.4.2.1.4 「遅れ」は信号制御や他の車両などとの相

互作用により、交通流が自由走行時に比べ

て余分に要した通行時間を指す（英：

delay）。赤信号のために停止した時間、先

行車に追従するために希望する速度よりも

遅い速度で走行したために遅れた時間、一

時停止標識にしたがって交差交通の切れ目

を待っていた時間、駐車車両や歩行者、転

向車両などを避けるために生じた時間など

が含まれる。 

7.4.2.1.5 遅れ時間には、遅れ時間の総和を表す総遅れ時間（台・秒）、車両１台あたり平均遅れ時間

（秒/台）、単位時間あたりの総遅れ時間（台･秒/秒）などがあり、車両１台あたり平均遅れ

時間は、個々の車両に対するサービス水準を表す評価指標として用いられ、総遅れ時間や単

位時間あたりの遅れ時間は、交通運用状態を表す交通管理上の評価指標として用いられるこ

とが多い。 

7.4.2.1.5.1 上記ケースでのシュミレーションはピーク時間の交通量を用いて行った。 

7.4.2.1.6 本案件での整備効果はケース 0 と比較によって確認されるが、またケース 2 と 3 の比較に

よって、MODERATO 効果が検証できる。 

 
図 7.1 検討サブエリア 

出典：調査団 
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7.4.2.1.7 シュミレーションしたすべての交差は信号化によって改善され、ラウンドアバウトは通常の

X 交差形状に修正される。シミュレーションの結果は表 7.1 の通りである。 

表 7.1 シミュレーションの結果 

Year Case Description 

Roundabout 
(Current) 

Signalized Junction 
(Current) 

Un-signalized 
Junction 
(Current) 

Delay 
(sec/veh) LOS Delay 

(sec/veh) LOS 10 Delay 
(sec/veh) LOS 

Existing Case-0 Existing 
Geometry 13.8 B  25.9  C 207.3 F 

2025 

Case-1 Without 
Improvement 18.8 C  99.4  F 308.8 F 

Case-2 Improved  
(standalone)  16.0 B  12.3  B  14.2  B 

Case-3 Improved  
(synchronization)  15.2 B  11.4  B  11.5  B 

2035 

Case-1 Without 
Improvement 83.7 F  190.7   F 2001.8 F 

Case-2 Improved  
(standalone)  28.8 C  31.5  C  16.6  B 

Case-3 Improved  
(synchronization)  27.5 C  26.4  C  14.1  B 

出典：調査団 

7.4.2.1.8 上記検討結果を用い、交差点を中央制御下に置き、MODERATO 制御した場合のネットワー

クへ及ぼす効果を推計した。 

7.4.2.1.9 検討の方法は、MODERATO 制御下でのモデル区間の走行時間から速度を算出し（ピーク時）、

上記 Case 0 (2022 年)と Case 3（2028 年）11の比較を行う。この速度差による走行費用の低減

をネットワーク全体に拡大して、時間短縮便益を算出した。 

  

 
10 Level of Service  

Level of 
Service 

Vehicle Delay (sec) Definition Yield/Stop Signs Signalized/ Roundabouts 
A <=10 <=10 Good operation 
B 11 to 15 11 to 20 Acceptable delays & spare capacity 

C 16 to 25 21 to 35 Satisfactory, but accident study required for Unsignalized 
junctions 

D 26 to 35 36 to 55 Operating near capacity 
E 36 to 50 56 to 80 At capacity requires other type of traffic control 
F >50 >80 Poor 

 
11 表 7.1 で用いた 2025 年交通量を伸び率を考慮し 2028 年の交差点遅れ時間を算出。フリーフローの走行時間から遅れ

時間を減じ、旅行時間、平均速度を算出した。 
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表 7.2 整備効果の検討結果 

指標名 
基準値 

（2022 年実績値） 

目標値（2028 年） 
【事業完成 3 年後】 

摘要 

交通混雑時間帯の平均旅行時間（分） 5.6 2.3 検討サブエリア交差点 

交通混雑時間帯の平均旅行速度（km/h） 13.0 32.0 検討サブエリア交差点 

対象交差点全体の時間短縮便益（億円
／年） - 2.6 全対象交差点 

出典：調査団 

7.4.2.2 定性的効果 

7.4.2.2.1 本プロジェクトの実施により期待される定性的な効果を以下に示す。 

a. 都市の効率化  

市内道路ネットワークの移動時間の短縮が可能となり、大キガリ都市圏の経済活動の活発

化・生活の安定化が見込まれ、都市の効率化また二次的に貧困削減に寄与する。 

b. 交差点内の事故減少 

交差点改良により渋滞が原因の接触事故等が減少し交通安全の向上が図られる。また現状の

ラウンドアバウトから信号交差点に改良されることによって、歩行者の横断距離が短くなり、

人身事故の減少が期待される。 

c. 雇用の拡大 

本プロジェクトで雇用されるルワンダ国技術者及び労務者へのフロー効果の他、キガリ市内

に参入が予定される商業施設などへのアクセス時間、コストの縮減により、通勤圏が拡大し、

多くのエリアで新たな雇用機会がもたらされることが期待される。 
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1 調査団 

1.1 第一次調査（2022 年 12 月/2023 年 1 月） 

1.1.1 官団員 

総括／団長 JICA 経済基盤部 国際協力専門員 川原 俊太郎 （12 月 4 日～10 日） 
計画管理 JICA 経済基盤部 副調査役 小出 剛士 （12 月 4 日～10 日） 

1.1.2 コンサルタント団員（（株）オリエンタルコンサルタンツグローバル） 

業務主任／交通計画  井澤 徹郎  （11 月 26 日～12 月 10 日） 
副業務主任／運営維持管路計画(2)  野澤 誠  （1 月 8 日～22 日） 
交通管理／運営維持管理計画(1)  横井 昭  （11 月 26 日～12 月 10 日） 
（補強：安全施設計画） 
管制システム設計  風間 洋  （11 月 26 日～12 月 10 日） 
（補強：個人コンサルタント） 
交差点設計  酒井 大樹  （1 月 8 日～1 月 22 日） 
調達事情／施工計画／積算  岩田 英治  （11 月 26 日～12 月 10 日） 
環境社会配慮／社会状況調査  渡辺 幹治  （11 月 26 日～12 月 10 日） 
（補強：個人コンサルタント） 
交通量調査  カセ キソ ルッカス ジュン（11 月 26 日～12 月 10 日） 
通信環境調査  菊池 豊  （12 月 3 日～12 月 8 日） 
（補強：ナインレイヤーズ） 

1.2 第一次補完調査 （2023 年 2 月） 

1.2.1 官団員 

計画管理 JICA 経済基盤部 副調査役 小出 剛士 （2 月 8 日～18 日） 

1.2.2 コンサルタント団員 

業務主任／交通計画  井澤 徹郎  （2 月 9 日～2 月 20 日） 

1.3 第二次調査・ドラフト概略設計説明（DOD）（2023 年 7 月） 

1.3.1 官団員 

総括／団長 JICA 経済基盤部 国際協力専門員 川原 俊太郎 （7 月 5 日～13 日） 
計画管理 JICA 経済基盤部 副調査役 小出 剛士 （7 月 5 日～13 日） 

1.3.2 コンサルタント団員 

業務主任／交通計画  井澤 徹郎  （7 月 5 日～16 日） 
副業務主任／運営維持管路計画(2)  野澤 誠  （7 月 3 日～15 日）
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2 主要面会者リスト(敬称略) 

組織 職位 職位（英語） 氏名 
キガリ市役所 市長 Mayor Pudence Rubingisa 
 技術局長 City Engineer Asaba Katabarwa 

 交通管理上級技術者 Traffic Management Senior 
Engineer Sheila Uwase 

 E モビリティ専門家 E-Mobility Specialist Francois Zirikana 

 信号、街路灯担当 
Traffic Lights, Street Lights & 
Signage Infrastructure 
Technician 

Bosco  Utegerejeyezu 

インフラ省 事務次官 Permanent Secretary  Fidele Abimana 
 事務局長 Director General Fabrice Barisanga 
 援助調整担当 Donor Coordination Janvier Twagirimana 

 公共交通システム技術者 Public Transport System 
Engineer Richard Bugabiro 

ルワンダ国警
察 

指揮調整センター担当委
員 

Commissioner for Command 
and Coordination Centre ACP Elie Mberabagabo 

 交通・道路安全委員長 Commissioner of Traffic 
&Road Safety ACP Gerard Mpayimana, 

ルワンダ交通
開発公社 都市道路技術者 Metropolitan Urban Road 

Engineer Dieudonne Niyigena 

NPD キガリ・インフラ開発プ
ロジェクト技術者 Design Engineer, KIP Philippe Dufatanye 

KTRN 
チーフ・インフラストラ
クチャ＆サービス・オフ
ィサー 

Chief Infrastructure & Service 
Officer Godfrey.Nkurunziza 

在ルワンダ日
本大使館 大使 Ambassador  福島 功 

JICA ルワンダ
事務所 所長 Chief Representative 丸尾 信 

 所長 Chief Representative 塩塚美那子 
 次長 Deputy Chief Representative 三好 恭平 
 企画調整員 Coordinator 小澤 健 
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3 協議録 

 



 

A-4 

 



 

A-5 

 



 

A-6 

 



 

A-7 

 



 

A-8 

 



 

A-9 

 



 

A-10 

 



 

A-11 

 



 

A-12 

 
 



 

A-13 

 



 

A-14 

 



 

A-15 

 



 

A-16 

 



 

A-17 

 



 

A-18 

 



 

A-19 

 



 

A-20 

 



 

A-21 

 



 

A-22 

 



 

A-23 

 



 

A-24 

 



 

A-25 

 



 

A-26 

 



 

A-27 

 



 

A-28 

 



 

A-29 

 



 

A-30 

 



 

A-31 

 



 

A-32 

 



 

A-33 

 



 

A-34 

 



 

A-35 

 



 

A-36 

4 交通量調査結果 

キガリ都市交通改善プロジェクト（JICA）より受領 

表 4.1 交差点交通量（1／3） 

 

  

Motorcycle/
Moto-taxi/

Tricycles

Cars /
Taxi-car

Minibus & Pax
Van

9-16 seats

Buses & Coach
≥ 26 seats

Light goods
Vehicles

Heavy goods
Vehicles

NMT / Bicycle  /
Others

JCT ID PCU 0.3 1.0 1.8 2.3 1.8 2.3 0.3
PCU Sum 380.5 647.0 227.5 58.5 122.5 258.8 0.0 1,694.8
Veh.Sum 1,522.0 647.0 130.0 26.0 70.0 115.0 0.0 2,510.0
Ratio MB 22.5%
PCU Sum 549.5 902.0 406.0 139.5 294.0 364.5 0.0 2,655.5
Veh.Sum 2,198.0 902.0 232.0 62.0 168.0 162.0 0.0 3,724.0

8:00-9:00 Ratio MB 20.7%
PCU Sum 769.8 1,172.0 423.5 126.0 117.3 87.8 0.0 2,696.3
Veh.Sum 3,079.0 1,172.0 242.0 56.0 67.0 39.0 0.0 4,655.0

8:00-9:00 Ratio MB 28.5%
PCU Sum 379.8 985.0 180.3 121.5 106.8 330.8 0.0 2,104.0
Veh.Sum 1,519.0 985.0 103.0 54.0 61.0 147.0 0.0 2,869.0

7:00-8:00 Ratio MB 18.0%
PCU Sum 352.8 863.0 82.3 69.8 70.0 346.5 0.0 1,784.3
Veh.Sum 1,411.0 863.0 47.0 31.0 40.0 154.0 0.0 2,546.0

7:00-8:00 Ratio MB 19.8%
PCU Sum 451.3 906.0 80.5 47.3 87.5 362.3 0.0 1,934.8
Veh.Sum 1,805.0 906.0 46.0 21.0 50.0 161.0 0.0 2,989.0

17:00-18:00 Ratio MB 23.3%
PCU Sum 596.5 1,941.0 120.8 67.5 133.0 227.3 0.0 3,086.0
Veh.Sum 2,386.0 1,941.0 69.0 30.0 76.0 101.0 0.0 4,603.0

17:00-18:00 Ratio MB 19.3%
PCU Sum 574.8 2,845.0 225.8 191.3 187.3 216.0 0.0 4,240.0
Veh.Sum 2,299.0 2,845.0 129.0 85.0 107.0 96.0 0.0 5,561.0

7:00-8:00 Ratio MB 13.6%
PCU Sum 1,461.8 2,277.0 122.5 83.3 222.3 216.0 0.0 4,382.8
Veh.Sum 5,847.0 2,277.0 70.0 37.0 127.0 96.0 0.0 8,454.0

8:00-9:00 Ratio MB 33.4%
PCU Sum 956.0 3,178.0 232.8 99.0 161.0 144.0 0.0 4,770.8
Veh.Sum 3,824.0 3,178.0 133.0 44.0 92.0 64.0 0.0 7,335.0

7:00-8:00 Ratio MB 20.0%
PCU Sum 724.0 2,497.0 134.8 33.8 106.8 240.8 0.0 3,737.0
Veh.Sum 2,896.0 2,497.0 77.0 15.0 61.0 107.0 0.0 5,653.0

17:00-18:00 Ratio MB 19.4%
PCU Sum 410.3 2,012.0 120.8 45.0 113.8 263.3 0.0 2,965.0
Veh.Sum 1,641.0 2,012.0 69.0 20.0 65.0 117.0 0.0 3,924.0

17:00-18:00 Ratio MB 13.8%
PCU Sum 463.8 1,742.0 63.0 108.0 78.8 195.8 0.0 2,651.3
Veh.Sum 1,855.0 1,742.0 36.0 48.0 45.0 87.0 0.0 3,813.0

8:00-9:00 Ratio MB 17.5%
PCU Sum 911.3 2,581.0 290.5 99.0 161.0 200.3 0.0 4,243.0
Veh.Sum 3,645.0 2,581.0 166.0 44.0 92.0 89.0 0.0 6,617.0

17:00-18:00 Ratio MB 21.5%
PCU Sum 569.0 2,090.0 166.3 51.8 78.8 123.8 0.0 3,079.5
Veh.Sum 2,276.0 2,090.0 95.0 23.0 45.0 55.0 0.0 4,584.0

7:00-8:00 Ratio MB 18.5%
PCU Sum 330.8 1,398.0 85.8 15.8 38.5 49.5 0.0 1,918.3
Veh.Sum 1,323.0 1,398.0 49.0 7.0 22.0 22.0 0.0 2,821.0

18:00-19:00 Ratio MB 17.2%
PCU Sum 1,011.0 1,549.0 157.5 38.3 127.8 47.3 0.0 2,930.8
Veh.Sum 4,044.0 1,549.0 90.0 17.0 73.0 21.0 0.0 5,794.0

17:00-18:00 Ratio MB 34.5%
PCU Sum 807.0 2,719.0 175.0 63.0 43.8 0.0 0.0 3,807.8
Veh.Sum 3,228.0 2,719.0 100.0 28.0 25.0 0.0 0.0 6,100.0

18:00-19:00 Ratio MB 21.2%
PCU Sum 772.8 2,503.0 89.3 45.0 19.3 0.0 0.0 3,429.3
Veh.Sum 3,091.0 2,503.0 51.0 20.0 11.0 0.0 0.0 5,676.0

17:00-18:00 Ratio MB 22.5%
PCU Sum 398.8 2,044.0 101.5 11.3 19.3 2.3 0.0 2,577.0
Veh.Sum 1,595.0 2,044.0 58.0 5.0 11.0 1.0 0.0 3,714.0

17:00-18:00 Ratio MB 15.5%

16

17

18

19

20

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

Bus 8.5%

S05-16

Bus 7.1%

S03-13

Bus 5.6%

S04-14

Bus 6.4%

S04-15

Bus 9.2%

S05-17

Bus 5.3%

S06-18

Bus 6.7%

S06-19

Bus 6.3%

Sum

Bus 16.9%

Bus 20.5%

S01-02

S01-01

Bus 20.4%

S01-03

Bus 14.3%

S02-04

S06-20

Bus 3.9%

S07-21

Bus 4.4%

S02-06

Bus 4.5%

Bus 6.6%

S02-07

S02-08

Bus 6.1%

S03-09

Bus 9.8%

S03-10

Bus 4.7%

S03-11

Bus 7.0%

S03-12
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表 4.2 交差点交通量（2／3） 

 

Motorcycle/
Moto-taxi/

Tricycles

Cars /
Taxi-car

Minibus & Pax
Van

9-16 seats

Buses & Coach
≥ 26 seats

Light goods
Vehicles

Heavy goods
Vehicles

NMT / Bicycle  /
Others

JCT ID PCU 0.3 1.0 1.8 2.3 1.8 2.3 0.3
PCU Sum 434.0 1,898.0 112.0 11.3 8.8 0.0 0.0 2,464.0
Veh.Sum 1,736.0 1,898.0 64.0 5.0 5.0 0.0 0.0 3,708.0

17:00-18:00 Ratio MB 17.6%
PCU Sum 413.8 1,995.0 122.5 11.3 7.0 0.0 0.0 2,549.5
Veh.Sum 1,655.0 1,995.0 70.0 5.0 4.0 0.0 0.0 3,729.0

17:00-18:00 Ratio MB 16.2%
PCU Sum 680.8 2,139.0 166.3 31.5 19.3 2.3 0.0 3,039.0
Veh.Sum 2,723.0 2,139.0 95.0 14.0 11.0 1.0 0.0 4,983.0

8:00-9:00 Ratio MB 22.4%
PCU Sum 789.3 2,581.0 201.3 33.8 26.3 0.0 0.0 3,631.5
Veh.Sum 3,157.0 2,581.0 115.0 15.0 15.0 0.0 0.0 5,883.0

17:00-18:00 Ratio MB 21.7%
PCU Sum 972.3 2,534.0 238.0 27.0 52.5 13.5 0.0 3,837.3
Veh.Sum 3,889.0 2,534.0 136.0 12.0 30.0 6.0 0.0 6,607.0

8:00-9:00 Ratio MB 25.3%
PCU Sum 337.5 1,372.0 35.0 0.0 40.3 15.8 0.0 1,800.5
Veh.Sum 1,350.0 1,372.0 20.0 0.0 23.0 7.0 0.0 2,772.0

8:00-9:00 Ratio MB 18.7%
PCU Sum 551.3 2,276.0 214.7 57.0 37.3 18.0 0.0 3,154.3
Veh.Sum 2,205.3 2,276.0 122.7 25.3 21.3 8.0 0.0 4,658.7

7:00-8:00 Ratio MB 17.5%
PCU Sum 731.3 1,876.0 173.3 63.0 122.5 301.5 0.0 3,267.5
Veh.Sum 2,925.0 1,876.0 99.0 28.0 70.0 134.0 0.0 5,132.0

17:00-18:00 Ratio MB 22.4%
PCU Sum 727.0 1,577.0 215.3 47.3 91.0 99.0 0.0 2,756.5
Veh.Sum 2,908.0 1,577.0 123.0 21.0 52.0 44.0 0.0 4,725.0

7:00-8:00 Ratio MB 26.4%
PCU Sum 934.3 2,521.0 250.3 78.8 162.8 47.3 0.0 3,994.3
Veh.Sum 3,737.0 2,521.0 143.0 35.0 93.0 21.0 0.0 6,550.0

7:00-8:00 Ratio MB 23.4%
PCU Sum 505.8 1,416.0 122.5 11.3 78.8 85.5 0.0 2,219.8
Veh.Sum 2,023.0 1,416.0 70.0 5.0 45.0 38.0 0.0 3,597.0

7:00-8:00 Ratio MB 22.8%
PCU Sum 197.0 684.0 50.8 6.8 31.5 20.3 0.0 990.3
Veh.Sum 788.0 684.0 29.0 3.0 18.0 9.0 0.0 1,531.0

7:00-8:00 Ratio MB 19.9%
PCU Sum 194.0 690.0 49.0 4.5 64.8 38.3 0.0 1,040.5
Veh.Sum 776.0 690.0 28.0 2.0 37.0 17.0 0.0 1,550.0

7:00-8:00 Ratio MB 18.6%
PCU Sum 450.3 1,675.0 143.5 20.3 101.5 51.8 0.0 2,442.3
Veh.Sum 1,801.0 1,675.0 82.0 9.0 58.0 23.0 0.0 3,648.0

7:00-8:00 Ratio MB 18.4%
PCU Sum 502.3 1,733.0 92.8 13.5 45.5 74.3 0.0 2,461.3
Veh.Sum 2,009.0 1,733.0 53.0 6.0 26.0 33.0 0.0 3,860.0

7:00-8:00 Ratio MB 20.4%
PCU Sum 290.5 1,041.0 45.5 0.0 26.3 45.0 0.0 1,448.3
Veh.Sum 1,162.0 1,041.0 26.0 0.0 15.0 20.0 0.0 2,264.0

7:00-8:00 Ratio MB 20.1%
PCU Sum 639.3 1,446.0 108.5 31.5 45.5 18.0 0.0 2,288.8
Veh.Sum 2,557.0 1,446.0 62.0 14.0 26.0 8.0 0.0 4,113.0

18:00-19:00 Ratio MB 27.9%
PCU Sum 548.0 1,438.0 122.5 33.8 22.8 27.0 0.0 2,192.0
Veh.Sum 2,192.0 1,438.0 70.0 15.0 13.0 12.0 0.0 3,740.0

17:00-18:00 Ratio MB 25.0%
PCU Sum 464.5 1,516.0 101.5 51.8 63.0 31.5 0.0 2,228.3
Veh.Sum 1,858.0 1,516.0 58.0 23.0 36.0 14.0 0.0 3,505.0

7:00-8:00 Ratio MB 20.8%
PCU Sum 457.8 1,093.0 87.5 13.5 40.3 33.8 0.0 1,725.8
Veh.Sum 1,831.0 1,093.0 50.0 6.0 23.0 15.0 0.0 3,018.0

17:00-18:00 Ratio MB 26.5%

36

37

38

39

40

31

32

33

34

35

26

27

28

29

30

21

22

23

24

25

Bus 5.9%

S10-39

Bus 7.1%

S10-40

Bus 6.9%

S10-41

Bus 4.3%

S09-37

Bus 3.1%

S10-38

Bus 6.1%

S09-34

Bus 5.1%

S09-35

Bus 6.7%

S09-36

Bus 8.2%

S09-32

Bus 6.0%

S09-33

Bus 5.8%

S08-29

Bus 7.2%

S09-30

Bus 9.5%

S09-31

Bus 6.9%

S08-27

Bus 1.9%

S08-28

Bus 8.6%

S08-25

Bus 6.5%

S08-26

Bus 5.0%

S07-23

Bus 5.2%

S08-24

Bus 6.5%

S07-22

Sum
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表 4.3 交差点交通量（3／3） 

 

Motorcycle/
Moto-taxi/

Tricycles

Cars /
Taxi-car

Minibus & Pax
Van

9-16 seats

Buses & Coach
≥ 26 seats

Light goods
Vehicles

Heavy goods
Vehicles

NMT / Bicycle  /
Others

JCT ID PCU 0.3 1.0 1.8 2.3 1.8 2.3 0.3
PCU Sum 399.0 1,011.0 148.8 22.5 101.5 60.8 0.0 1,743.5
Veh.Sum 1,596.0 1,011.0 85.0 10.0 58.0 27.0 0.0 2,787.0

8:00-9:00 Ratio MB 22.9%
PCU Sum 255.0 1,453.0 64.8 11.3 29.8 31.5 0.0 1,845.3
Veh.Sum 1,020.0 1,453.0 37.0 5.0 17.0 14.0 0.0 2,546.0

17:00-18:00 Ratio MB 13.8%
PCU Sum 252.0 1,093.0 71.8 4.5 26.3 24.8 0.0 1,472.3
Veh.Sum 1,008.0 1,093.0 41.0 2.0 15.0 11.0 0.0 2,170.0

17:00-18:00 Ratio MB 17.1%
PCU Sum 450.0 1,738.0 47.3 18.0 82.3 85.5 0.0 2,421.0
Veh.Sum 1,800.0 1,738.0 27.0 8.0 47.0 38.0 0.0 3,658.0

17:00-18:00 Ratio MB 18.6%
PCU Sum 401.8 1,119.0 45.5 67.5 120.8 135.0 0.0 1,889.5
Veh.Sum 1,607.0 1,119.0 26.0 30.0 69.0 60.0 0.0 2,911.0

18:00-19:00 Ratio MB 21.3%

41

42

43

44

45
Bus 6.0%

S10-44

Bus 5.2%

S11-46

Bus 2.7%

S11-50

S10-42

Bus 9.8%

S10-43

Bus 4.1%

Sum
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5 多基準意思決定(マルチクライテリア)分析結果 

表 5.1 多基準意思決定(マルチクライテリア)分析結果 

Rank Jct.S/N Jct Type Peak Inflow 
Traffic 

Bus Traffic 
Ratio 

Motorbike 
Ratio 

Any 
Intervention 

Total 
Score 

Rank 
(A,B,C) 

1 S09-31 Un-Signalized 3,994 8.2% 23.4% O 91 A 
2 S03-11 Signalized 4,771 7.0% 20.0% O 90 A 
3 S01-02 Signalized 2,656 20.5% 20.7% O 89 A 
4 S01-03 Signalized 2,696 20.4% 28.5% O 89 A 
5 S03-09 Signalized 4,240 9.8% 13.6% X 87 A 
6 S06-20 Signalized 3,429 3.9% 22.5% X 86 A 
7 S03-10 Signalized 4,383 4.7% 33.4% X 84 A 
8 S03-12 Un-Signalized 3,737 4.5% 19.4% O 84 A 
9 S09-30 Un-Signalized 2,757 9.5% 26.4% X 84 A 

10 S06-19 Signalized 3,808 6.3% 21.2% X 83 A 
11 S04-14 Roundabout 2,651 6.4% 17.5% O 82 A 
12 S08-26 Signalized 3,837 6.9% 18.7% O 82 A 
13 S08-28 Roundabout 3,154 8.6% 17.5% O 81 A 
14 S02-04 Un-Signalized 2,104 14.3% 18.0% O 81 A 
15 S06-18 Signalized 2,931 6.7% 34.5% X 81 A 
16 S10-42 Un-Signalized 1,744 9.8% 13.8% O 77 B 
17 S02-06 Un-Signalized 1,784 8.5% 19.8% O 77 B 
18 S02-07 Un-Signalized 1,935 6.6% 23.3% O 76 B 
19 S10-38 Un-Signalized 2,289 6.1% 27.9% O 76 B 
20 S07-21 Un-Signalized 2,577 4.4% 15.5% X 76 B 
21 S09-36 Un-Signalized 2,461 4.3% 20.4% O 75 B 
22 S02-08 Roundabout 3,086 6.1% 19.3% X 75 B 
23 S10-40 Un-Signalized 2,228 5.9% 20.8% X 73 B 
24 S10-41 Un-Signalized 1,726 5.9% 26.5% X 73 B 
25 S07-23 Signalized 2,550 5.2% 16.2% X 73 B 
26 S10-39 Un-Signalized 2,192 6.9% 25.0% X 72 B 
27 S09-35 Un-Signalized 2,442 6.7% 18.4% O 71 B 
28 S04-15 Signalized 4,243 9.2% 21.5% O 70 C 
29 S07-22 Un-Signalized 2,464 5.0% 17.6% X 70 C 
30 S01-01 Signalized 1,695 16.9% 22.5% O 69 C 
31 S03-13 Un-Signalized 2,965 5.6% 13.8% X 69 C 
32 S09-32 Un-Signalized 2,220 6.0% 22.8% X 69 C 
33 S08-29 Signalized 3,268 7.2% 22.4% O 67 C 
34 S05-16 Un-Signalized 3,080 7.1% 18.5% O 66 C 
35 S10-43 Un-Signalized 1,845 4.1% 13.8% X 63 C 
36 S10-44 Un-Signalized 1,472 5.2% 17.1% X 63 C 
37 S09-37 Un-Signalized 1,448 3.1% 20.1% X 63 C 
38 S08-27 Un-Signalized 1,801 1.9% 18.7% X 62 C 
39 S09-33 Un-Signalized 990 5.8% 19.9% X 58 C 
40 S09-34 Un-Signalized 1,041 5.1% 18.6% X 58 C 
41 S11-50 Un-Signalized 1,890 6.0% 21.3% X 56 C 
42 S08-24 Roundabout 3,039 6.5% 22.4% X 55 C 
43 S08-25 Roundabout 3,632 6.5% 25.3% X 55 C 
44 S05-17 Roundabout 1,918 5.3% 17.2% X 51 C 
45 S11-46 Signalized 2,421 2.7% 18.6% X 50 C 
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7 概略設計図 



A-108



A-109



A-110



A-111



A-112



A-113



A-114



A-115



A-116



A-117



A-118



A-119



A-120



A-121



A-122



A-123



A-124



A-125



A-126



A-127



A-128



A-129



A-130


	社基JR(P)24007 キガリ交通管理 01
	序文
	要約
	目次
	位置図
	完成予想図
	現況写真
	図表目次
	略語集
	1 プロジェクトの概要
	1.1 無償資金協力の背景
	1.1.1 調査の目的
	1.1.2 当該セクター及び対象サイトの現状
	1.1.3 キガリ市道路交通の課題と対応策
	1.1.4 交通量調査
	1.1.5 自然条件
	1.1.6 電力事情
	1.1.7 通信事情
	1.1.8 プロジェクトの概要

	1.2 我が国の援助の動向
	1.2.1 援助の動向
	1.2.2 対ルワンダ国別協力方針（平成29年7月/外務省）
	1.2.3 対ルワンダ共和国 事業展開計画（国別開発協力方針 別紙 2022年9月）
	1.2.4 その他の重点分野の支援（国別開発協力方針 別紙 2022年9月を編集）



	社基JR(P)24007 キガリ交通管理 02
	2 協力対象事業の概略設計
	2.1 設計方針
	2.1.1 調査・設計フロー
	2.1.2 対象交差点の選定

	2.2 基本計画（施設計画／機材計画）
	2.2.1 交通管理システム
	2.2.2 交通改善プログラム
	2.2.3 交差点計画
	2.2.4 舗装設計
	2.2.5 号端末機材計画
	2.2.6 交通管制システム
	2.2.7 ネットワーク設計

	2.3 概略設計図
	2.4 施工計画／調達計画
	2.4.1 施工方針・調達方針
	2.4.2 工程計画
	2.4.3 調達上の留意事項
	2.4.4 施工区分・調達据付区分
	2.4.5 施工監理計画・調達管理計画
	2.4.6 品質管理計画
	2.4.7 建設資材調達計画
	2.4.8 初期操作指導・運用指導等計画（ソフトコンポーネント）


	3 環境社会配慮
	3.1 初期環境調査
	3.1.1 環境社会影響を与える事業コンポーネントの概要
	3.1.2 ベースとなる環境および社会の状況
	3.1.3 相手国の環境社会配慮制度・組織
	3.1.4 代替案（ゼロオプションを含む）の比較検討
	3.1.5 スコーピングおよび環境社会配慮調査のTOR
	3.1.6 環境社会配慮調査結果（予測結果を含む）

	3.2 影響評価
	3.3 緩和策および緩和策実施のための費用
	3.4 モニタリング計画
	3.5 用地取得・住民移転
	3.5.1 用地取得・住民移転の必要性
	3.5.2 用地取得・住民移転にかかる法的枠組み

	3.6 その他（グローバルイシュー等）
	3.6.1 気候変動にかかる政策および将来の傾向予測
	3.6.2 気候変動の適応策

	3.7 温室効果ガス発生量への影響

	4 相手国負担事業の概要
	4.1 負担事項
	4.2 交通管制システム継続的使用、エリアの拡張

	5 プロジェクトの運営・維持管理計画
	5.1 運営維持管理体制
	5.1.1 交通管制システム
	5.1.2 端末機器


	6 プロジェクトの概算事業費
	6.1 協力対象事業の概略事業費
	6.1.1 日本側負担経費

	6.2 運営・維持管理費
	6.2.1 端末機器
	6.2.2 交通管制システム


	7 プロジェクトの評価
	7.1 事業実施のための前提条件
	7.1.1 前提条件

	7.2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項
	7.3 外部条件
	7.4 プロジェクトの評価
	7.4.1 妥当性
	7.4.2 有効性



	社基JR(P)24007 キガリ交通管理 03
	資料編
	1 調査団
	1.1 第一次調査（2022年12月/2023年1月）
	1.2 第一次補完調査 （2023年2月）
	1.3 第二次調査・ドラフト概略設計説明（DOD）（2023年7月）

	2 主要面会者リスト(敬称略)
	3 協議録


	社基JR(P)24007 キガリ交通管理 04
	資料編
	4 交通量調査結果
	5 多基準意思決定(マルチクライテリア)分析結果


	社基JR(P)24007 キガリ交通管理 05
	資料編
	6 Partial EIA


	社基JR(P)24007 キガリ交通管理 06
	資料編
	6 Partial EIA


	社基JR(P)24007 キガリ交通管理 07
	資料編
	7 概略設計図


	社基JR(P)24007 キガリ交通管理 08
	資料編
	7 概略設計図





